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令和３年９月30日（木曜日）

午後１時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第27号 令和２年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

出席委員（６人）

主 査 岩 切 達 哉

副 主 査 武 田 浩 一

委 員 原 正 三

委 員 山 下 博 三

委 員 右 松 隆 央

委 員 河 野 哲 也

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

環境森林部次長
田 村 伸 夫

（ 総 括 ）

環境森林部次長
黒 木 哲 郎

（ 技 術 担 当 ）

環 境 森 林 課 長 長 倉 佐知子

環 境 管 理 課 長 佐 沢 行 広

循環社会推進課長 鍋 島 宏 三

自 然 環 境 課 長 藤 本 英 博

森 林 経 営 課 長 廣 島 一 明

森林管理推進室長 右 田 憲史郎

山村･木材振興課長 有 山 隆 史

み や ざ き ス ギ
福 田 芳 光

活 用 推 進 室 長

工 事 検 査 監 木 嶋 誠

林業技術センター所長 黒 木 逸 郎

木 材 利 用 技 術
橘 木 秀 利

セ ン タ ー 所 長

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議事課主任主事 木 村 結

○岩切主査 これより決算特別委員会環境農林

水産分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてでありますけれ

ども、お手元に配付いたしました日程案のとお

りでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、本日開催されました主査会における協

議内容について御報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。お手元の分科会審査説明要領により行わ

れますが、決算事項別の説明は、（目）の執行残

が100万円以上のもの及び執行率が90％未満のも

のについて、また、主要施策の成果は、主なも

のについて説明がありますので、審査に当たり

ましてはよろしくお願いいたします。

次に、監査委員に説明を求める必要が生じた

場合、主査において他の分科会との時間調整を

行った上で質疑の場を設けることとする旨、確

認がなされましたので、よろしくお願いいたし

ます。

次に、審査の進め方ですが、お手元に配付の

分科会審査の進め方案のとおりでよろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは、分科会審査の進め方の

とおり進めさせていただきます。

令和３年９月30日(木)
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最初に、環境森林部の審査でございます。

まず、部長より令和２年度決算の概要につい

て説明をお願いいたします。

○河野環境森林部長 環境森林部でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。では、座っ

て説明させていただきます。

令和２年度の決算についてでありますが、お

手元の決算特別委員会資料の１ページをお開き

ください。

こちらは、総合計画に基づく施策の体系表の

うち、環境森林部で所管する施策を抜粋したも

のでございます。環境分野を中心としました「く

らしづくり」と、森林林業を中心としました「産

業づくり」に大別しておりますが、この体形表

に沿って様々な事業に取り組みながら、それぞ

れの目標に向かって各種施策を推進してきたと

ころであります。

また、昨年度は、この総合計画の部門別計画

となります第四次環境基本計画と第八次森林林

業長期計画を策定したところであります。

令和２年度の主要施策の詳細につきましては、

後ほど関係課長から御説明いたします。

続きまして、３ページをお願いいたします。

令和２年度歳出決算の状況について御説明い

たします。

（１）の表の下から５行目、一般会計の計の

欄を御覧ください。

左のほうから、予算額321億3,769万2,050円に

対しまして、支出済額213億1,365万2,873円、翌

年度への繰越額は、繰越明許費91億2,875万5,000

円、事故繰越６億1,810万9,430円、不用額は10

億7,717万4,747円となっております。

次に、特別会計でありますが、下から２行目

の計の欄、予算額10億9,940万円に対しまして、

支出済額２億5,747万7,667円、２つ飛びまして、

不用額は８億4,192万2,333円となっております。

一般会計と特別会計を合わせました環境森林

部の合計額は、一番下の合計の欄でございます

が、予算額332億3,709万2,050円に対しまして、

支出済額215億7,113万540円、２つ飛びまして、

不用額は19億1,909万7,080円、この結果、執行

率は64.9％、翌年度への繰越額を含めた執行率

は94.2％となっております。

続きまして、６ページをお開きください。

（３）令和２年度環境森林部に係る監査結果

報告書指摘事項等についてであります。

御覧のように、指摘事項が２件、注意事項が

３件、合計５件の指摘等がございました。

また、別冊の令和２年度宮崎県歳入歳出決算

審査意見書においては、３件の意見・留意事項

等がございました。

これらにつきましては、指摘事項２件の改善

状況と併せまして、後ほど関係課長から御説明

いたします。

監査委員から御指摘等のあった内容につきま

しては、適正な事務処理が図られるよう、指導

を徹底してまいります。

私からの説明は以上でありますが、各説明事

項の詳細につきましては、それぞれの担当課長

が御説明いたします。どうぞよろしくお願いい

たします。

○岩切主査 部長の概要説明が終了いたしまし

た。

これから、令和２年度決算について、各課の

説明を求めたいと思います。

○長倉環境森林課長 環境森林課の決算状況等

について御説明します。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

表の上から２行目、環境森林課の欄を御覧く
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ださい。

予算額23億6,016万1,000円に対し、支出済額

は23億1,086万925円、不用額は4,930万75円で、

執行率は97.9％であります。

次に、７ページをお開きください。

決算事項別明細説明資料によりまして、（目）

の不用額が100万円以上のもの、または執行率

が90％未満のものについて御説明いたします。

なお、この後の各課におきましても同様の説

明とさせていただきますので、あらかじめ御了

承ください。

一番下の（目）環境保全費について、右から

３列目の不用額が332万8,782円となっておりま

す。

その主な理由としまして、（節）の欄の下から

３行目、需用費の151万7,984円は、令和２年度

に策定しました第四次環境基本計画に係る印刷

経費等の執行残であります。

また、一番下の委託料121万2,964円につきま

しては、環境保全に関する相談や環境講座・出

前研修などを行います環境情報センター運営費

等の執行残であります。

８ページを御覧ください。

（目）林業総務費の不用額4,220万3,591円に

ついて、主なものは職員の給料、職員手当等の

人件費であり、これは、職員費で支出を予定し

ていた人件費の一部を補助公共事業の事務費に

より支弁したことによるものであります。

９ページをお開きください。

（目）林業振興指導費の不用額274万6,823円

でありますが、その主なものは、表の中ほどの

委託料139万4,146円で、これは、右側の説明欄

に記載している森林環境教育推進強化事業等に

おいて、地域や学校等で取り組む森林環境教育

活動への指導者派遣や、森林・林業・木材産業

関係者等を対象に開催する予定であった講演会

が、新型コロナウイルス感染症の影響により中

止となったことなどに伴う執行残であります。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

お手元の分厚い冊子、令和２年度主要施策の

成果に関する報告書の157ページをお開きくださ

い。

１、自然との共生と環境にやさしい社会の

（１）低炭素・循環型社会への転換について、

表の１つ目、再生可能エネルギー等普及・維持

管理促進では、再生可能エネルギー等に関する

普及啓発として、県民向けの研修会や事業者向

け講習会等を行って機運の醸成を図るとともに、

表の２つ目の温室効果ガス排出抑制対策では、

事業者向け省エネセミナーの開催や、温室効果

ガス排出抑制事業者の表彰等を行って、排出削

減の取組促進を図ったところであります。

次に、159ページをお開きください。

（２）良好な自然環境・生活環境の保全につ

いて、「水と緑の森づくり」県民総参加強化では、

県民ボランティアの集いの開催や、森林ボラン

ティア団体の活動支援などにより、県民共有の

財産である森林を次世代に引き継ぐ機運の醸成

を図ったところであります。

次に、160ページをお開きください。

（３）環境にやさしい社会の基盤づくりにつ

いて、表の１つ目、環境保全普及啓発推進では、

環境講座や出前研修、県下一斉の環境美化活動

である「クリーンアップ宮崎」等を実施したと

ころであります。

また、その下の環境情報発信強化では、県内

の次世代エネルギー関連施設を環境教育のため

の受入施設として位置づけた「次世代エネルギ

ーパーク」において見学受入れを行ったほか、
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みやざき環境読本を作成して県内の小学校５年

生全員に配布するなど、県民の環境・エネルギ

ー問題への関心と理解を深める取組を行ったと

ころであります。

次に、162ページをお開きください。

１、魅力ある農林水産業が展開される社会の

（１）持続可能な森林・林業の振興では、森林

環境教育推進強化において、地域や学校等で取

り組む森林環境教育の実践支援や、みどりの少

年団の活動支援などを行い、県民共有の財産で

ある森林を県民みんなで守り育てる機運の醸成

に取り組んだところであります。

主要施策の成果に関する報告は、以上であり

ます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はありません。

環境森林課の説明は、以上であります。

○佐沢環境管理課長 環境管理課でございます。

委員会資料の３ページをお開きください。

環境管理課の決算の状況は、表の上から３行

目にありますように、予算額３億4,894万3,000

円に対しまして、支出済額３億2,457万2,331円、

不用額2,437万669円となり、当年度の執行率は93

％でありました。

10ページをお開きください。

主な不用額といたしまして、表の下から７行

目、委託料257万7,713円であります。これは、

硫黄山河川白濁水質監視事業などにおいて、入

札の執行残が生じたことによるものであります。

次に、表の下から４行目、負担金・補助及び

交付金724万円であります。これは、合併処理浄

化槽整備事業に係る市町村への補助で、設置基

数が見込みを下回ったことにより不用額が生じ

たものであります。

また、その下の扶助費1,124万6,345円であり

ますが、これは、公害健康被害者への補償給付

などで、給付実績が見込みを下回ったことによ

るものであります。

決算に関する説明は、以上であります。

続きまして、主要施策成果に関する報告書

の163ページをお開きください。

１、自然との共生と環境にやさしい社会の

（２）良好な自然環境・生活環境の保全であり

ます。

まず、表の１段目、大気汚染常時監視では、

県内の測定局で常時監視しました結果、光化学

オキシダントが全ての測定局で、微小粒子状物

質─ＰＭ2.5─が１測定局で環境基準を未達

成でありましたが、その他は全て環境基準を達

成いたしました。

次に、水質環境基準等監視では、河川などの

水質を常時監視しました結果、一部で環境基準

を未達成でありましたが、水質はおおむね良好

な状況でありました。

次に、一番下の硫黄山河川白濁水質監視では、

赤子川、長江川などの水質監視を行いました。

次に、164ページをお開きください。

２段目、硫黄山河川白濁対策推進では、仮設

石灰石中和水路を水質改善施設として使用する

ための補修、運用を行いました。

中段の公害保健対策では、健康観察検診など

を実施するとともに、法令に基づき認定患者へ

医療費や障害補償費などを給付いたしました。

下から２段目の浄化槽整備では、個人と市町

村が整備した813基の浄化槽の設置費用の一部を

補助いたしました。

主要施策の成果に関しましては、以上であり

ます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。
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環境管理課の説明は以上であります。よろし

くお願いいたします。

○鍋島循環社会推進課長 循環社会推進課でご

ざいます。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

当課の決算の状況は、表の上から３つ目とな

ります。

予算額７億2,755万7,000円に対しまして、支

出済額は７億2,125万3,257円、不用額は630

万3,743円、執行率は99.1％であります。

次に、11ページをお開きください。

不用額の主なものについてでございます。

（節）の欄、中ほどの旅費109万9,316円と次

の需用費175万6,634円は、新型コロナウイルス

感染症拡大防止のため、会議や研修の開催や出

席を見合わせたことによる執行残でございます。

下から５行目、負担金・補助及び交付金190

万5,943円は、海岸漂着物地域対策推進事業補助

金において、事業主体の実績が見込みを下回っ

たことなどに伴う執行残でございます。

決算の状況については、以上であります。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

の167ページをお開きください。

１の自然との共生と環境にやさしい社会の

（１）低炭素・循環型社会への転換であります。

表を御覧ください。

１段目の海岸漂着物等地域対策推進では、海

岸漂着物を抑制するため、広く県民へ海岸漂着

物の現状や発生抑制の取組を周知するとともに、

海水浴場や観光地において、局地的で美化レベ

ルの高い海岸の景観維持に取り組む市町の支援、

また、海岸漂着物等の実態把握のための実地調

査を実施いたしました。

２段目の改善事業、災害廃棄物対応力強化で

は、災害廃棄物を迅速に処理するため、市町村

災害廃棄物処理モデルマニュアルと災害廃棄物

処理広域連携マニュアルを作成し、市町村へ提

供したところでございます。

168ページを御覧ください。

１段目の廃棄物不適正処理防止対策強化では、

産業廃棄物の適正処理の推進のため、本課及び

７保健所に廃棄物監視員を18名配置し、処理施

設への立入検査や不法投棄パトロールなどの監

視活動を行いました。

一番下の段、改善事業、環境産業育成支援で

は、産業廃棄物処理業が環境産業となるよう、

産廃処理業者中堅リーダーの育成に取り組むと

ともに、宮崎県産業資源循環協会が行う優良産

廃処理業者認定取得に向けたアドバイザー派遣

やセミナーの開催などの取組を支援しました。

右側の169ページを御覧ください。

１段目の循環型社会推進総合対策では、循環

型社会の形成推進のため、県民や事業者の理解

と実践が大変重要であることから、ごみ減量化

テキストの作成・配付、テレビスポットＣＭ等

による広報、排出事業者等を対象とした講演会、

不法投棄防止啓発キャンペーンの実施などから、

県民や事業者の意識啓発に取り組むとともに、

産業廃棄物のリサイクルに取り組む事業者の施

設整備を支援いたしました。

一番下の段、新規事業、食品ロス削減！お持

ち帰り実践では、10月の食品ロス削減月間を中

心に、食べきり協力店のうち、飲食店へドギー

バッグを提供し、食べ残しの持ち帰りを促進い

たしました。

これらの施策によりまして、循環型社会の形

成に向けた県民や事業者の意識向上をはじめ、

廃棄物の適正処理、再生利用の促進を図ったと

ころでございます。
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主要施策の成果に関する報告については、以

上であります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

て、特に報告すべき事項はございません。

当課からの説明は、以上でございます。

○藤本自然環境課長 自然環境課でございます。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

表の上から４段目の自然環境課の欄を御覧く

ださい。

予算額92億2,828万4,373円に対し、支出済額44

億8,157万2,635円、繰越明許費39億4,974万8,000

円、事故繰越６億1,810万9,430円、不用額１

億7,885万4,308円となり、執行率は48.6％となっ

ておりますが、翌年度への繰越額等を含めます

と98.1％であります。

12ページをお開きください。

上段の（目）環境保全費ですが、不用額が151

万4,022円、執行率は89.1％であります。

不用額の主なものは、報酬や旅費、需用費な

どの事務費の執行残であります。

13ページをお開きください。

上段の（目）林業振興指導費ですが、不用額

が48万3,018円、執行率は79.4％となっておりま

すが、翌年度繰越額を含めた執行率は98.2％で

あります。これは、災害等で発生した流木の撤

去を行う荒廃渓流等流木流出防止対策事業の一

部を繰り越したものであります。

中段の（目）森林病害虫防除費ですが、不用

額が382万3,202円、執行率は94.9％であります。

不用額の主なものは、松くい虫被害に対する

伐倒駆除等の防除に係る委託料及び補償費の支

出が、想定よりも少なかったことから執行残と

なったものであります。

次に、下段の（目）治山費ですが、不用額が8,360

万4,896円、執行率は49.9％となっておりますが、

翌年度繰越額を含めた執行率は98.9％でありま

す。

不用額の主なものは、旅費や需用費、役務費

などの事務費の執行残、令和元年から繰り越し

た山地治山事業の入札執行残であります。

14ページを御覧ください。

中段の（目）狩猟費ですが、不用額が516

万7,424円、執行率は95.2％であります。これは、

主にシカ生息実態調査事業において、事業費の

確定に伴い執行残が生じたものであります。

15ページをお開きください。

（目）公園費ですが、不用額が7,645万1,478

円、執行率は34.7％となっておりますが、翌年

度繰越額を含めた執行率は92.5％であります。

不用額の主なものは、自然公園等整備事業に

おいて、事業費の確定に伴い執行残が生じたも

のであります。

16ページを御覧ください。

（目）林業災害復旧費ですが、不用額が691

万5,142円、執行率は28.7％となっておりますが、

翌年度繰越額を含めた執行率は97.9％でありま

す。

不用額の主なものは、旅費、需用費などの事

務費の執行残、治山施設災害復旧事業の入札の

執行残であります。

歳出決算の状況については以上であります。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の171ページを

お開きください。

１の（２）良好な自然環境・生活環境の保全

についてであります。

表の１段目、生物多様性地域活動等推進では、

野生動植物保護監視員による希少な野生動植物
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の監視活動や重要生息地等の保護・保全を行う

市町村に対する支援などを行ったところであり

ます。

次に、２段目の森林病害虫等防除では、主に

海岸沿いの松林を対象とした松くい虫被害木の

伐倒駆除やヘリコプターによる薬剤散布に加え、

民家等の被害木の伐倒駆除や無人ヘリコプター

による薬剤散布など、きめ細やかな防除に努め

たところであります。

３段目の有害鳥獣捕獲促進総合対策では、市

町村の有害鳥獣捕獲班への活動支援や有害捕獲

への助成などを行ったところであります。

72ページをお開きください。

表の１段目、有害鳥獣被害対策パトロール支

援では、市町村が配置している有害鳥獣捕獲対

策指導員によるパトロール等の活動を支援し、

２段目の増えすぎたシカ捕獲等特別対策では、

生息密度が高い地域において、鹿の個体数管理

のための特別捕獲を行いました。

また、３段目の鳥獣保護区等周辺野生鳥獣管

理対策では、市町村が実施する電気柵の設置等

に対して支援し、４段目の県南地域へのシカ侵

入防止対策では、日南市など県南地域への拡大

防止対策として、カメラによる監視及び捕獲を

実施したところであります。

今後とも、市町村や関係機関と連携し、農林

作物の被害軽減に向けて、鳥獣対策に努めてま

いります。

５段目の新規事業、新しい生活様式を取り入

れた自然公園誘客促進では、自然公園内で民間

事業者等が実施する新型コロナウイルス感染拡

大防止支援を行い、来訪者が快適に滞在できる

ような環境整備を行うことにより、心身のリフ

レッシュや健康増進の場としての自然公園の魅

力を向上させ、誘客促進を図ったところであり

ます。

173ページを御覧ください。

国立公園満喫プロジェクト推進では、休憩所

や歩道整備及び市町村が行うケビン建て替え等

への支援を行いました。また、えびの高原の景

観等を疑似体験できるＶＲ映像の制作など、国

立公園の魅力発信に取り組んだところでありま

す。

175ページをお開きください。

表の１段目、山地治山と、２段目の緊急治山

では、豪雨等で崩壊した山腹や荒れた渓流等に

おいて治山ダムなどを整備し、山地の復旧や災

害の未然防止を図ったところであります。

176ページをお開きください。

表の２段目の保安林整備では、機能の低下し

た保安林において、植栽や間伐等を実施し、水

源涵養や潮害防備等の保安林の機能回復や強化

を図ったところであります。

177ページを御覧ください。

表の２段目、治山施設災害復旧では、豪雨等

により被災した治山施設の復旧整備を行ったと

ころであります。

今後とも、治山施設の適切な整備や保安林機

能の維持増進等を通じまして、山地災害の早期

復旧や防止に努めてまいりたいと考えておりま

す。

主要施策の成果については、以上であります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はありません。

次に、令和２年度環境森林部に係る監査報告

書指摘事項等について、南那珂農林振興局にお

きまして指摘事項がありましたので、御説明い

たします。

お手元の決算特別委員会資料の６ページをお

願いいたします。
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上から４項目の指摘項目（４）のその他の指

摘事項に、「保安林内作業行為許可の継続分につ

いて、許可の遅れているものが散見された」と

いう指摘であります。

保安林内作業行為許可の許可期間は、最長で

も２年であります。本件では、保安林内の遊歩

道等について、行為者が許可を受けて設置した

ものであり、期限後も継続して使用する場合は

許可の更新が必要でありますが、設置者の更新

申請が遅れ、許可が遅れたものであります。

これに対する改善につきましては、作業許可

決定通知書に、「継続する場合は期間満了日の２

週間前までに許可申請書を提出すること」を明

記するとともに、農林振興局等の窓口において、

申請者に対する周知をしているところでありま

す。

自然環境課の説明は、以上であります。

○ 島森林経営課長 森林経営課でございます。

委員会資料の３ページをお開きください。

当課の決算状況でございます。

まず、一般会計については、上から５段目、

森林経営課の欄にありますように、予算額144

億5,128万2,677円に対しまして、支出済額が93

億6,065万9,170円、繰越明許費が43億4,735

万7,000円で、不用額は７億4,326万6,507円でご

ざいます。執行率は64.8％となっておりますが、

翌年度への繰越額を含めますと94.9％でありま

す。

次に、特別会計については、下から４段目、

森林経営課の欄にありますように、予算額２

億8,097万5,000円に対し、支出済額が２億4,841

万5,924円、不用額は3,255万9,076円で、執行率

は88.4％であります。

それでは、（目）の執行残が100万円以上のも

の及び執行率が90％未満のものについて御説明

いたします。

17ページをお開きください。

当課の一般会計であります。

上から３段目、（目）林業振興指導費の不用

額1,414万6,856円でありますが、これは、主に

事務費の節減による執行残でございます。

次に、下から４段目の（目）造林費でありま

す。不用額は5,579万5,912円で、執行率は69.0

％ですが、翌年度繰越額を含めますと99.1％で

あります。

主な不用額は、補助事業の事業費の確定など

に伴う執行残でございます。

次に、18ページを御覧ください。

中ほどの（目）林道費であります。不用額

は6,856万6,843円で、執行率は63.7％ですが、

翌年度繰越額を含めますと98.7％であります。

主な不用額は、事務費の節減による執行残で

あります。

次に、19ページをお開きください。

上から５段目の（目）林業試験場費の不用額674

万7,896円でありますが、これは、主に林業技術

センターにおける事務費の節減による執行残で

ございます。

次に、20ページを御覧ください。

上から３段目の（目）林業災害復旧費であり

ます。不用額は５億9,800万9,000円で、執行率

は50.0％ですが、翌年度繰越額を含めまして73.7

％となっております。

主な不用額は、市町村災害復旧事業の補助金

につきまして、国の交付決定に伴い執行残が生

じたものであります。

21ページをお開きください。

山林基本財産特別会計についてであります。

（目）基本財産造成費の不用額1,485万1,996

円で、執行率は67.5％でありますが、主な不用
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額は、新型コロナウイルス感染症の影響による

出材調整のため、県有林の間伐材売り払い数量

が減ったことに伴います委託料などの執行残で

あります。

22ページを御覧ください。

拡大造林事業特別会計についてであります。

（目）拡大造林事業費の不用額1,770万5,572

円で、執行率は73.6％でありますが、主な不用

額は、新型コロナウイルス感染症の影響により

ます出材調整のため、入札時期を遅らせた結果、

収益から土地所有者に支払う分収交付金の年度

内交付が困難となったことに伴います負担金・

補助及び交付金の執行残であります。

決算の状況につきましては、以上であります。

続きまして、主要施策の成果について、主な

ものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の179ページを

お開きください。

くらしづくりの１の（２）良好な自然環境・

生活環境の保全についてであります。

ひなもり台県民のふれあいの森等管理では、

県民の森の維持管理や森林・林業に関する体験

研修を開催いたしますとともに、臨時交付金を

活用し、ワーケーションにも対応した小型木造

キャビン４棟の建築や水道工事などを行いまし

て、利用者の利便性の向上に努めたところであ

ります。

次に、181ページをお開きください。

２の（１）安全で安心な県土づくりについて

であります。

水を貯え災害に強い森林づくりでは、県の森

林環境税を活用いたしまして、長期間放置され

た林地での広葉樹造林などによりまして、水源

の涵養など公益的機能の高い森づくりに取り組

んだところであります。

次に、182ページをお開きください。

産業づくりの１の（１）持続可能な森林・林

業の振興についてであります。

表の１つ目、森林資源情報整備推進では、流

域ごとに森林整備の目標を定めます地域森林計

画の策定等により、計画的な森林整備の推進に

取り組んだところであります。

表の２つ目、改善事業、適正な伐採推進対策

では、県内５流域の森林・林業活性化センター

が、伐採届出の現地確認や環境に配慮した適正

な伐採作業等の指導のために行う伐採パトロー

ルの支援に取り組んだところであります。

一番下の改善事業、新たな森林管理システム

推進では、森林の効率的な調査方法の実証や市

町村職員への研修、森林情報の提供などにより

まして、森林経営管理制度の実施主体でありま

す市町村への支援に取り組んだところでありま

す。

次に、183ページを御覧ください。

表の１つ目、森林整備地域活動支援交付金で

は、森林経営計画の作成促進などの地域活動へ

の支援によりまして、森林施業の集約化など適

正な森林整備の推進に取り組んだところであり

ます。

下から２つ目の新規事業、「みやざき林業大学

校」研修環境整備では、風倒木処理などの新た

なニーズに対応した研修を行うための機材や

シャワー室などの研修環境の整備に取り組んだ

ところであります。

一番下の試験研究では、林業技術センターに

おきまして、造林技術や原木キノコの生産技術

など、林業の生産性向上などにつながる研究に

取り組んだところであります。

次に、184ページをお開きください。

表の１つ目、森林整備では、造林や下刈り、
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除間伐などへの支援により、森林資源の循環利

用の推進に取り組んだところであります。

表の２つ目、新規事業、山の暮らしを守る森

林整備支援と３つ目の新規事業、林業経営体と

能力向上支援対策では、新型コロナウイルス感

染症拡大の影響による原木価格の低迷が懸念さ

れたことから、自主的な出材調整による原木価

格の下支えや伐採事業者の雇用の維持・確保を

図るため、木材の生産を伴わない森林整備とい

たしまして、除間伐などへの支援に取り組んだ

ところであります。

次に、185ページを御覧ください。

表の３つ目、地方創生道整備推進交付金では、

市町村道などと連携した林道の開設、改良、舗

装により、山村地域の交通ネットワークづくり

を推進したところであります。

主要施策の成果につきましては、以上であり

ます。

次に、監査指摘要望事項について御説明いた

します。

別冊の令和２年度宮崎県歳入歳出決算審査意

見書の37ページをお開きください。

（３）の山林基本財産特別会計について、ペ

ージ一番下の意見・留意事項等にありますとお

り、「多額の借入金があることから、引き続き効

率的な運営が望まれる」との御意見がありまし

た。

また、右側のページの（４）拡大造林事業特

別会計につきましても、一番下にありますよう

に、同様の御意見をいただいたところでござい

ます。

これら県有林及び県行分収造林につきまして

は、これまでも高収益の見込める森林の先行販

売や、有利な補助事業の活用などによりまして、

収入の確保を図りますとともに、列状間伐の実

施や低利資金への借換えなど、経費の節減に取

り組んできたところでありますが、今後とも収

入の確保と経費の節減を図り、健全な運営に努

めてまいります。

それでは、決算特別委員会資料にお戻りいた

だき、６ページをお開きください。

令和２年度環境森林部に係る監査報告書指摘

事項等について、森林経営課において指摘事項

が１件ございましたので、御説明いたします。

（２）契約事務におきまして、「造林補助シス

テム次期サーバー統合基盤移行業務委託につい

て、契約書等による契約締結が行われていなかっ

た」というものであります。

これは、宮崎県財務規則第106条第２項第１号

の規定により、１件の金額が50万円未満の契約

については、契約書及び請書の省略が認められ

ているものの、平成７年の会計課長通知に基づ

き、仕様書を提示して実施する委託契約におい

ては、相手方の適正な履行を確保するため、ま

たは後日に紛争が起こらないようにするために、

省略は適当でないとの指摘を受けたものでござ

います。

当課といたしましては、仕様書は作成してい

たものの、当該システムの開発業者に７万7,000

円という少額で業務を委託する内容でありまし

たことから、請書を省略しても相手方が契約を

履行しないこととなるおそれはないものと判断

したものであり、今後とも関係規程に沿った適

切な事務処理に努めてまいります。

森林経営課からは、以上でございます。

○有山山村・木材振興課長 山村・木材振興課

の決算状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

中ほどの一般会計の山村・木材振興課の行を
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御覧ください。

予算額50億2,146万4,000円に対しまして、支

出済額が41億1,473万4,555円、繰越明許費が８

億3,165万円、不用額が7,507万9,445円でありま

す。当年度の執行率は81.9％となってございま

すが、翌年度への繰越額を含めた執行率は98.5

％であります。

次に、特別会計でございますが、下から３行

目で、予算額８億1,842万5,000円に対しまして、

支出済額が906万1,743円、不用額が８億936

万3,257円で、執行率は、1.1％でございます。

23ページをお開きください。

一般会計についてでございます。

ページ中ほどの（目）林業振興指導費の行の

右から３列目の不用額につきましては、7,507

万9,445円、翌年度繰越額を含めた執行率は、98.5

％であります。

不用額の主なものとしましては、（節）の下か

ら４段目、負担金・補助及び交付金の5,406

万5,731円であります。これは主に、合板・製材

・集成材国際競争力強化・輸出促進対策事業に

おきまして、事業内容の変更により、補助実績

が当初の見込みを下回ったことなどによるもの

であります。

続きまして、24ページを御覧ください。

林業改善資金特別会計でございます。

３段目の（目）林業振興指導費の行の右から

３列目の不用額につきましては、８億936万3,257

円、執行率は1.1％となっております。これは主

に貸付金の執行残でございまして、この貸付金

には、当年度の融資枠２億5,000万円のほか、翌

年度以降に貸し付けるための準備金も含まれて

おりまして、過年度貸付に対する償還金と併せ

て、翌年度の貸付財源となっております。

続きまして、主要施策の成果について主なも

のを御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の189

ページをお開きください。

当課では、持続可能な森林・林業の振興に寄

与する各般の施策を実施しております。

まず、１段目の林業・木材産業構造改革では、

木材加工流通施設等を整備するものであります

が、昨年度は都城市と延岡市の２か所で、高性

能林業機械の導入などの支援を行ったほか、日

向市に特用林産物活用施設や木質バイオマスエ

ネルギー利用施設整備の支援を行いました。

次に、２段目の新規事業、製材保管等緊急支

援では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響

等によりまして、木材需要が大きく減少するこ

とが予想されましたことから、木材の需給バラ

ンスを緩和するダム機能を強化するため、14事

業体に対して、製材品を天然乾燥する土場整備

や流通経費の支援を行ったところでございます。

次に、191ページをお開きください。

一番上の木質バイオマス活用型再造林推進モ

デルでは、県内７地域の協議会に対して、確実

な再造林を条件として、林地残材や風倒被害木

等の運搬経費の支援などを行ったものでござい

ます。

次に、２段目の新規事業、森林産業サプライ

チェーンマネジメントモデル構築では、林業・

木材産業関係者等から成る検討委員会を設置し

ますとともに、県北・県南地域の２地域におき

まして、事業体ヒアリングを行い、伐採現場の

位置情報や原木市場までの運搬経路などの電子

データを取得し、その情報を見える化するなど、

合法木材の流通促進の仕組みづくりに向けた実

証を行ったところであります。

次に、３段目の新規事業、みやざきの林業省

力化推進モデルでは、県内２か所の実証地にお
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きまして、ドローンによるレーザー計測を実施

し、従来の方法による実測データとの比較検証

や地形データを活用した造林・下刈りプランの

作成、省力化機械を使用した作業の実証を行っ

たところであります。

次に、192ページをお開きください。

３段目の県産材出荷拡大プロモーション強化

では、都市圏に選ばれる産地化を目指しまして、

県産材の品質などをＰＲするプロモーション活

動として、セミナーの開催のほか、東京、福岡

などで計12回の展示会への出展などを支援した

ところであります。

次に、４段目の都市との連携によるスギ利活

用推進では、川崎市との連携協定を契機として、

都市部と県内企業と連携した木材利用イベント

やフォーラム等を通じまして、都市部での木材

需要の拡大を図ったところであります。

次に、193ページを御覧ください。

３段目の県産材輸出拡大促進では、県産材の

輸出を促進するため、材料と建築技術をパッケ

ージにした「材工一体」の取組により、韓国や

台湾において木造軸組建築工法の入門セミナー

等を開催しますとともに、県内企業が行う台湾

における展示会への出展を支援したところであ

ります。

次に、194ページをお開きください。

４段目の木材利用技術センター運営では、木

材利用技術センターの運営経費としまして、Ｃ

ＬＴ部材の開発など14課題について試験研究に

取り組みましたほか、市町村や民間企業等か

ら208件の施設の木造化などに関する相談を受

け、技術な指導・助言を行ったところでありま

す。

次に、195ページでありますが、２段目の林業

担い手総合対策基金では、林業就業者の確保・

育成に向け、林業後継者への育英資金の貸与や

就業相談会を実施したほか、緑の雇用事業研修

修了者などを継続雇用した41事業体に対する補

助金の交付、就労条件の整備として労働保険等

の掛金助成、林業労働災害の防止を図るための

セミナーなどを実施したところでございます。

次に、３段目のひなたの乾しいたけ販路拡大

・ＰＲでは、東京や福岡など県外消費地でのプ

ロモーション活動や、県産干しシイタケを使用

した料理を提供しています台湾の飲食店１店と

福岡県内の１店、宮崎県内の３店の計５店舗を

乾しいたけ料理の店として認定するなどして、

消費や販路の拡大を図ったところです。

次に、196ページをお開きください。

３段目の新規事業、食品産業の輸出向けＨＡ

ＣＣＰ等対応施設整備では、干しシイタケの海

外輸出促進に向けました輸出先国のニーズを満

たすための施設等の整備や、認証取得を支援し

たところであります。

主要施策の成果に関する報告については、以

上であります。

次に、監査における指摘事項としまして、令

和２年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書におい

て、指摘事項がございました。

審査意見書の46ページをお開きください。

林業改善資金特別会計についてであります。

一番下の意見・留意事項等にありますとおり、

「歳出予算現額８億1,842万5,000円と支出済

額906万2,000円に乖離があることから、資金の

有効活用が望まれる」との意見をいただきまし

た。

歳出予算現額と支出済額に乖離が生じた原因

は、当初予定していました融資枠２億5,000万円

に対しまして、貸し付け実績が800万円と少な

かったことによるものであります。
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当資金は、林業経営の改善や林業従事者の確

保等を図る上で有効な資金でありますので、こ

れまで、借受者の事務負担が軽減されるよう制

度改正や、転貸融資を行う金融機関の拡大など

資金の利用促進に取り組んでいるところであり

ます。今後とも引き続きこれらの取組を推進し

ますとともに、ホームページ等での周知を図る

など、貸付け実績の向上に努めてまいります。

説明は以上であります。

○岩切主査 執行部からの説明が終了いたしま

した。

ここで、14時５分まで、空気の入替えをさせ

ていただきたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後１時57分休憩

午後２時２分再開

○岩切主査 分科会を再開いたします。

執行部の説明が終了したところでございまし

た。質疑をいただきたいと思います。

○河野委員 環境森林課、環境にやさしい社会

の基盤づくりの環境情報発信強化の中の「みや

ざき環境読本」の作成・配布のところで、児童

用で１万1,700部あります。これは、新規事業で

はないんですか。

○長倉環境森林課長 みやざき環境読本でござ

いますが、これは、毎年度作っているものでご

ざいまして、児童用として小学校５年生全員に

行き渡るように作成しておりますものと、指導

者用のテキストとしても500部作成しているもの

でございます。

○河野委員 これは、新規じゃないということ

ですが、何期目かは分かりますか。

○長倉環境森林課長 少々お待ちください。

令和２年度の実績としては、※３年目となりま

す。

○河野委員 指導者用も作られるということで、

非常に丁寧に行われている事業だと思うんです

が、なぜ５年生が対象なのですか。

○長倉環境森林課長 小学生に環境について、

地球温暖化防止の観点等を学んでいただく読本

になるんですが、低学年には少し難しい部分も

ありますので、高学年の５年生が対象というこ

とになっております。漫画形式の親しみやすい

本を配布しているところでございます。

○河野委員 ５年生全員に配布したというとこ

ろまでで終わっているんですけれども、今後、

教育委員会との連携で、配布した後のクラスの

授業というのは考えていないんですか。

○長倉環境森林課長 指導者用のテキストも

配っておりますので、学校のカリキュラムの中

で、総合学習の時間等を活用して学んでいただ

いているものと思います。

○河野委員 ダムツーリズムのときに、宮崎県

は観光関係の教本を作っていたんです。これは、

全国的に非常に評価が高くて、環境のこの教本

にしても、内容的に評価が高いんじゃないかな

と思います。こういうものを子供に配布して、

その後どういう成果があったかというのをぜひ

知りたいと思いますので、また、プラスの事業

を考えていらっしゃるなら、ぜひお願いしたい

と思います。

○右松委員 同じ環境情報発信強化で、次世代

エネルギーパークの活用の見学受入れというこ

とで、このエネルギーパークはどこですか。

○長倉環境森林課長 県内で、現在28施設をエ

ネルギーパークとして位置づけております。例

えば太陽光発電でしたら、宮崎大学の太陽光の

装置や、ソーラーフロンティアの国富工場、水

※21ページに訂正発言あり
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力発電でしたら、小丸川水力発電所、日之影町

の大日止昴小水力発電所などを指定しておりま

す。

○右松委員 内容は理解しました。

見学受入れは３回と書いてありますけれども、

コロナの影響でしょうか。結構見る価値のある

ところが多いと思うんですが、県としてはどう

いう評価をされているんでしょうか。

○長倉環境森林課長 令和２年度の３回は、一

般の方の見学申込みがあって実施したものでご

ざいまして、令和元年でいきますと37回でした

ので、やはりコロナの影響もありまして、申込

みが少なかったという状況はあります。

○右松委員 一般向けということで、子供たち、

小学校、中学校、高校も含めて、非常に勉強に

なる今後の重要な分野ですので、これをまた広

げていただくといいかなと。コロナが落ち着い

てからでも構いませんけれども、そういう方向

で引き続き努力していただければと思います。

○ 原委員 157ページの低炭素・循環型社会へ

の転換について、脱炭素という言葉が今非常に

多く使われています。これは、学者が言ってい

ることだけれども、ブームとトレンドがあって、

ブームというのははやりだと、トレンドという

のはこっちからその方向に行くということで、

脱炭素というのはトレンドだから、乗らないと

いかんだろうと。今は世界的に各政府がそうい

うことで動いていますから、脱炭素に行くんだ

ろうなと思います。

今の総合計画で低炭素という言葉を使ってい

るので、ここには低炭素化が進んだ社会を目指

すと書いてあるんだけれども、脱炭素というこ

とですよね。これは決算報告ですが、せっかく

ですから。

今つくろうとしているこの計画を過去の実績

を踏まえて、これからは低炭素ではなく脱炭素

で取り組んでいくのかどうかとその辺の方針を

聞かせてください。

○長倉環境森林課長 成果報告書の157ページの

表現としましては、県の総合計画で記載されて

いるものが載っているわけですけれども、当部

で総合計画の部門別計画としております環境基

本計画の中では、今年度からスタートの第四次

の中でゼロカーボン社会づくりというものを重

点プロジェクトとして掲げておりまして、ゼロ

カーボン社会というワードで進めていこうとし

ております。

○ 原委員 基本的には同じということですよ

ね。ゼロと脱だから、今はあるから脱であって、

脱の先にゼロがあるんでしょうから、そういう

意味では先を進んでいるわけですね。

○山下委員 今回、環境農林水産常任委員会で、

串間市の吉田産業に県内調査へ行った際に、吉

田産業が造っている倉庫を見ました。木造で間

口が22メートルぐらいありました。

木造の建物を建てるときに、建築基準法上、

例えば二階建てまでだったのが、今は三階建て

まで大丈夫とか、いろいろ変わってきたと思う

んですが、どのように変わったのかその辺を教

えてください。

○福田みやざきスギ活用推進室長 木造建築の

件だと思うんですけれども、建築基準法はどん

どん緩和されてきています。最近では昭和62年

の燃えしろ設計の導入だとか、耐火構造の導入、

直近では、今言われたような高さの基準だとか、

そういったものが緩和されてきて、建築物では

木材の使用範囲がかなり広がったと理解してい

ます。

このような流れを追い風にして、木造とか木

質化に取り組んでいきたいと考えています。
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我々は建築基準法関係の専門的なことは詳し

くはないんですけれども、県土整備部の建築士

ともまた連携を取りながら取り組んでまいりた

いと考えています。

○山下委員 私は、先日も見に行ってきました。

というのは、都城市で食品加工施設とか倉庫関

係、いろんなものができる予定なんですが、坪

単価が20万円ぐらいと聞いて、一緒に見てみよ

うということで建築会社の人たちと行ったら

びっくりされていました。

あれができるんであれば、私はもうちょっと

県内の木材振興、普及拡大を図る上で、建築基

準法もこう変わったんだよというＰＲの必要性

を感じたところでした。

坪単価20万というのは、物すごく安いんです。

だから、その辺のことをもうちょっと我々にも

いろいろ情報提供していただいて。

建築基準法が変わった中で、宮崎県にＣＬＴ

とか、いわゆる集成材を作る器具はどれぐらい

あって─普及のためには県内で生産基盤をつ

くらないといけないわけですから、原木だけじゃ

なくて、それを製品化していこうと。これがチャ

ンスになってくると思うんですが、その辺の見

解と見通しを教えてください。

○福田みやざきスギ活用推進室長 今、委員が

言われるように、利用度を広めていって、そう

いったことの普及を図るというのは非常に大事

なことだと考えております。

我々は、今、倉庫だけではなく木住宅を含め

て設計ができる人材の育成を図っております。

木造建築に必要な構造だとか防火、防耐火、遮

音、そういった分野で有識者の講師を招いて、

みやざき木造塾というのを開催しておりまして、

東京の有名な先生を招いて、今年で３年目になっ

ております。こういったことで建築士を育成し

て、この方々を中心に、また県内のスキルのあ

る建築士を育成して広げていきたいと考えてお

ります。

○山下委員 今日は、木材利用技術センターの

所長もおみえですが、大きな役割があると思う

んです。県内には建築業者がいっぱいおられる

のだから、都城市にある技術センターが、あれ

だけのスペースでの研究開発をうまくリンクし

て、ＰＲしてもらわないといけない。

すばらしい研修室もあるわけですが、木質化

の有利性─その研究過程、どれだけ強度が増

して、基準がこれだけ緩和されたということの

ＰＲがもうちょっと足らないのかなと思うので

すが、いかがでしょうか。

○橘木木材利用技術センター所長 当センター

でも、木造建築物が広く公共施設並びに民間施

設に普及していくように、得られた技術的成果

については積極的に民間や、先ほどみやざきス

ギ活用推進室長が申しましたように、設計を行

う建築士等に情報の開示をしていかないといけ

ないと思っております。

当センターでは、杉の構造材でどのくらいの

間口の広さが取れるのかといった観点から、大

規模で広い面積や長さが取れる、倉庫にも使え

るような杉の製材品のスパン表─どの程度ま

で使えるのかという表の作成を行いまして、民

間にも広く開示してきたところでございます。

また最近では、設計する側のみならず、発注

する側にも木材に目を向けてもらおうという観

点から、公共建築物に関して、木造・木質化推

進のための技術支援マニュアルを広く公表して

おります。事例紹介や技術的なこと、建築基準

法に関することを載せて、市町村職員や県職員、

それから民間の建築士に広く普及しているとこ

ろでございます。
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広く皆さんに見てもらいたいということで、

今年度は木造建築物の設計図面を収集して、図

面集の作成にも着手しております。今後ともそ

ういった取組を通じて、少しでも木造建築が普

及するよう努めてまいりたいと思っております。

○山下委員 ぜひ、よろしくお願いいたします。

それから、小学生の親から、木材利用技術セ

ンターの通り沿いにすばらしい木質の建築物が

あるんですが、あそこが何をしているのかちょっ

と分からないので、学校関係の視察とかを受け

入れられないかという相談がありましたので、

学校側とも連携していただいて、あれだけの県

の出先機関は都城市に１つしかないわけですか

ら、うまく利用していただくとありがたいと思

います。

○橘木木材利用技術センター所長 当センター

では、技術的な支援だけではなくて、木育とし

て、木材のよさや利便性、将来の発展性を理解

してもらうための展示室を設けておりまして、

年間かなりの学校関係者の方に視察に来ていた

だいています。

その中で、幼稚園生向けに木材のスプーンを

作っていただく木育教室や、南九州大学の学生

向けには、いろんな展示を理解してもらうため

の取組等を行ったところでございます。

センターの利用状況については、最近は1,000

人を超えていたんですが、２年度はコロナの影

響で580人と少ないんですけれども、かなりの方

に御利用していただいておりますので、ぜひＰ

Ｒしていただければありがたいなと思います。

○山下委員 私も何回か足を運んだことがある

んですが、広大なスペースですよね。やっぱり

幼稚園児や小学生が来るんだったら、遊び心か

ら入らないといけないと思うんです。今それが

あるかというと、ないですよね。だから、子供

たちが遠足でも来るような施設に改善したらい

いなと思いますので、木育を含めてよろしくお

願いします。

それから、193ページに県産材輸出拡大促進と

書いてあるんですが、これは原木輸出なのか、

製品化したものなのかを教えてください。

○福田みやざきスギ活用推進室長 こちらの事

業は、主に製材品の出荷を─例えば、韓国や

台湾に向けて、セミナーや展示会に参加する形

でＰＲする事業に取り組んでいるところでござ

います。

○山下委員 集成材を含めての営業を行ってい

るということでしょうか。

○福田みやざきスギ活用推進室長 製材品につ

いては、県木材協同組合連合会を通じて出荷し

ているところでございます。ただ、集成材も場

合によっては含む形になると思います。

○山下委員 韓国という特定の国が出ましたけ

れども、我々も若い頃、松形知事のときに、日

韓友好植樹の翼事業で、松の木を植えに４～５

回行きました。それはもう森林資源がなくて、

緑を戻そうということで、知事が団長で行った

んですけれども、その中で交流も続いて。

それで、建築基準というのは、韓国と日本で

どう違うのか。集成材とかＣＬＴで、どれだけ

の強度が必要だとか、その辺もＰＲされている

のか、分かれば教えてください。

○福田みやざきスギ活用推進室長 実務者研修

ということで、韓国の技術者を日本に招いて、

プレカットした木材の在来工法の技術を教える

研修を開いて、技術を普及して、材工一体となっ

て韓国に輸出する取組を進めているところでご

ざいます。

○ 原委員 木材の利用促進に関連して、「県際

収支」という言葉があります。国際収支と一緒
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です。宮崎県は4,500億円の赤字、私はこれにこ

だわりを持っているんですけれども、宮崎県は

所得が低い。ということで、地産地消に加えて

「地産外消」をやって、そこからいかにお金を

取り込んで県内で回すか。それでも毎年4,500億

円の赤字なので、いかに改善していくかが大き

な課題だと、本会議でもずっと議論してきてい

ます。

それで、概略でいいんですが、今、木材が県

際収支にどの程度寄与しているものなのか。

山から木を切って、製材にして家を建てたり、

一部は県外に輸出していると思うんですが、こ

の県内消費と県外消費との割合とか、県際収支

を頭に入れるとどうなのかを教えてください。

○有山山村・木材振興課長 県内で生産された

製材品につきましては、その７割以上を県外に

出荷している状況です。

主要施策の成果の197ページを御覧いただけれ

ばと思うのですが、そこに施策の進捗状況とい

うことで、下に表がございます。その下から３

段目の林業算出額は、木材と特用林産物を合わ

せた数字になっていますけれども、例えば令和

２年の欄、括弧書きで書いておりますが、これ

は令和元年の数字でございます。この288億円の

うち木材は232億円でございまして、そのうちの

約７割が県外ということで、地産外消の部分か

と思います。

製材品で、プレカット加工や建築までの付加

価値を含めますと、もう少し大きくなると思い

ます。

○ 原委員 大ざっぱに言って、200億円ぐらい

外から稼いでいるようですね。理解しました。

もっと増えるように頑張ってください。

○右松委員 先ほど話がありましたとおり、脱

炭素社会を目指す中で、県産材の利用促進は住

宅分野においても非常に重要になってくると思

います。

それで、194ページの新規事業、「みやざき材

の家」県産材消費緊急支援ということで、新築

住宅建設で282件と住宅リフォームで40件であれ

ば、7,200万円を単純に割ると大体１件当たり20

万円弱かなと思うのですが、この制度はどうい

う形で支援をされているのかを教えてください。

○福田みやざきスギ活用推進室長 こちらの事

業は、昨年７月の補正で予算化させていただい

た事業でございます。新型コロナにより、消費

者の住宅購買マインドが低下して、木材消費の

落ち込みが懸念されたことから、消費者の購買

意欲を後押しするために、木造住宅の建設の支

援を行ったところです。

具体的には、新築の物件に対して、家１棟分

で最大100本支援し、282件となっております。

リフォームについても、経費の一部について

支援を行ったところでございます。

○右松委員 分かりました。ということは、金

額にして県産材をどれぐらい使ったかによって

支援金を決めるんじゃなくて、家１棟あたりで

の支援ということですね。

もうちょっと伺いたいのは、みやざき材はス

ギかと思うんですが、ヒノキとかはどうなんで

すか。100年ぐらいもちますので、新築住宅でヒ

ノキの需要もあると思うんです。もちろん、み

やざきスギが一番手でいいと思うんですが。

○福田みやざきスギ活用推進室長 こちらのほ

うは、県産材であればオーケーだということで、

おっしゃるとおり住宅は裾野の広い産業でござ

いまして、こういったことによって、県産材の

みならず、経済全体の活性化を図っていこうと

いうことで仕組んだ事業でございます。

○右松委員 予算額8,500万円に対して決算
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額7,200万円ということは、目標額をほぼ達成し

ているんでしょうが、ちょっと足りなかった部

分の要因と、木材普及の上で、こういった社会

の中で、今後さらにこういった支援に力を入れ

ていく必要があると思いますので、今後どうい

う形で進めていくのか教えてください。

○福田みやざきスギ活用推進室長 こちらの事

業は、先ほど申しましたように７月補正で組ん

だものですから、十分ＰＲ等はやっていったん

ですけれども、そこまでは至らなかったという

状況でございます。

こういった事業は、平成18年頃から状況が変

わる中で取り組んでおりまして、最近は工務店

へのＰＲの支援などに移行したところでしたが、

昨年度はコロナの影響で木材の需要創出が必要

となりましたので、こういった形で急遽、緊急

的に実施させていただいたところです。

○右松委員 工務店や住宅メーカーにどれほど

広報されているのか、僕は今ちょっと分かりま

せんが、国の制度を最大限に活用しながら、で

きる限り県産材の支援の幅を広げてもらいたい

と思っていますので、ぜひ今後も普及を進めて

ください。

○福田みやざきスギ活用推進室長 同じく194ペ

ージの一番上にございます新しい生活様式づく

りでは、県産材を使った民間の施設についても

助成をしました。このように、昨年度は民間施

設と住宅の２本立てで緊急的に支援をさせてい

ただいたところです。

今後も必要な対策を講じていきたいと思いま

す。

○山下委員 私は５～６年前、一般質問の中で

東京ビルの改築について２回ぐらい質問に上げ

たのですが、先日の総務政策常任委員会で、具

体的な建て替え計画が示されて、新聞にも載っ

ていました。

もう来月にはプロポーザル方式で入札して、

来年の５、６月やったかな、それまでには大体

内容を固めていくということなんですが、環境

森林部として、東京ビルに県産材を使ってもら

うように具体的な議論はされていますか。

○福田みやざきスギ活用推進室長 庁内に副知

事を長とした県産材利用推進委員会を立ち上げ

ております。

毎年各部の情報を集めて、県産材の利用推進

を図っていくこととしておりまして、東京ビル

についてもお話がございましたので、県産材を

積極的に使っていただきたいと我々から要求し

た経緯がございます。

○山下委員 部長、そこは積極的に先頭を切っ

てやってください。構造材としては無理でしょ

うけれども、内部の床材等には十分使えると思

います。宮崎県内にもすばらしい木材加工産業

がありますので、ぜひ早めに議論に上げていた

だいて、プロポーザル方式だったら、県産材を

これだけ使ってくださいとか、どんどん詰めて

いかないと。

建築情報の新聞を見てみたら、まだそういう

項目もほとんど入っていなかったものだから、

真剣に議論しているのかなと私は心配になりま

したので、お願いしておきたいと思います。

○河野環境森林部長 庁内の県産材利用推進委

員会で私が部代表になっておりますので、私ど

もとしては、例えば国民スポーツ大会関係の施

設についても、県産材の利用とか─庁内でハ

ード整備する場合については、事あるごとに委

員会の中で話題にして、使うようにというお話

はしているところですが、委員からお話があり

ましたように、まだ足りないということであり

ましたら、私どもとしても各部局、今回の東京
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ビルでいえば総務部に、また話していきたいと

思っております。

○山下委員 神奈川県川崎市は県産材を東京が

利用してくれて、いい形で都心とつながってい

ます。今回、東京にすごいビルが建つでしょう

から─一般の人たちも入れるような会議室と

か寮とかまで建築する計画だろうと思うんです

が、ぜひ、東京で木のぬくもりをＰＲする拠点

にしていただければと思っていますので、お願

いいたします。

○ 原委員 この決算からちょっと脱線した話

なんだけれども、施主は県、河野俊嗣知事です

よね。ということであれば、その仕様条件の中

に、プロポーザル方式で建築士に任せるんじゃ

なくて、これはこうやって設計して県産材を入

れてくださいとすればいいわけであって、施主

が遠慮する必要はないですよね。そこの議論を

間違うと、プロポーザルの意見を尊重するあま

り、宮崎県で産出しているものが使われないと、

本末転倒になってしまうので、施主として仕様

条件に入れるべきだと私は思います。

○河野環境森林部長 内部をもう一度確認いた

しまして、その辺りは関係部局に言ってまいり

たいと思っております。

○ 原委員 それに関連して、部長から国民ス

ポーツ大会の話が出ましたが、これからいろん

な施設の設計が始まるでしょうから、木材を使っ

てもらうようにしっかり注視してください。

例えば、私の地元でいえば、自転車競技場が

できるんですが、競技場だから大半はコンクリ

ートで固めるんですけれども、物によっては床

を板で張っているところがあるんです。高さ

は250メートルだから、こちらとは仕様が違いま

すし、建屋もそんなに大きくありませんが、い

ろんなところに木材を使える可能性があります。

国スポはさらにもう２年延びましたから、その

分余裕はあるので、しっかり見ていただいて、

売り込んでいただきたい、設計の仕様条件に入

れ込んでいただきたいなと、今、話の中で思い

ました。決算を踏まえた将来の話としてお願い

しておきたいと思います。

○福田みやざきスギ活用推進室長 先ほど私は、

仕様書に盛り込んでいただくようお願いしてい

ると申しましたが、実際に盛り込んでいただけ

たかの確認はしていない状況でございます。な

るべくそういった形で、関係部局と連携を密に

しながらやっていきたいと考えております。

○ 原委員 応援します。

○岩切主査 関連して、御質疑はございますで

しょうか。では、ほかの課に関して。

○右松委員 主要施策の報告書の169ページで

す。循環社会推進課の食品ロス削減で、お持ち

帰りの実践ということですが、食品ロスは大き

な世界的、地球的な課題だと思っています。特

に日本を含めた先進国においては、その果たす

役割、責任は大変大きいと思います。

そういった中で、ドギーバッグを作製したと

いうことですが、これは直訳すれば犬のための

容器になりますので、もともとはアメリカや中

国で犬に食べさせる名目で持ち帰るもので、仮

に食中毒が発生しても自己責任になると思うん

ですが、正直言ってあまりドギーバッグは見か

けないというか。去年１年間の主要施策の成果

として、ドギーバッグの製作は２万7,600枚とい

うことですが、どうしても店舗に行くと、食品

衛生上─これは所管が福祉保健部の衛生管理

課になると思うんですけれども─食べ切って

くださいと、持ち帰ることは店側が嫌がるんで

すよね。

ですから、ぜひドギーバッグの普及をしても
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らいたいということと、食品衛生上の課題もク

リアしないといけないのかなと思っています。

基本は、仮に食中毒が発生しても自己責任と

いうのがドギーバッグなんですが、厚生労働省

の見解では、法令上、客側の責任で持ち帰って

も店舗側に一切責任がないとは言い切れない、

となっているんですよね。

２万7,600枚作っていただくのはいいんです

が、ドギーバッグはアメリカでは普及している

と聞いていますが、宮崎県での普及状況はどう

なのかを教えてもらいたいと思います。

○鍋島循環社会推進課長 あしたから10月の食

品ロス削減月間になりますけれども、ドギーバッ

グは、ほとんど普及していない状況でございま

す。

食品ロスの関係で食べきり協力店というのが

ございまして、この事業は７月の補正予算で御

承認いただいて実施したんですが、その当時79

件ございました。市町村を通じて、食べ切りに

協力してくれる店舗を募集しまして、10月途中

の時点で県内87店、12月頭の時点で134件と徐々

に増えていった状況でございます。

ドギーバッグの実物がこれで、こちらはそれ

を入れるためのバッグ。また、これは入り口に

貼るもの、これはお店のテーブルの上にこうい

うふうに置いて、持ち帰りができますよと示す

もので、こういったものをそれぞれのお店に提

供させていただいたところです。

やはりお店の方々は食中毒を気にしておられ

ました。その辺につきましては、今回の事業が

消費者庁の支援を受けて行った事業でして、厚

生労働省の見解を先ほど委員から伺いましたが、

やはり何かあったときには駄目だからと念を押

されましたので、容器のここに早く食べてくだ

さい、汁物は入れないでくださいと記載して、

お店で消費期限を設定して、いつの何時までに

食べてくださいとお伝えいただいた上で、ドギ

ーバッグに食べ残しをお入れして、それをエコ

バッグに入れてお渡ししたところです。

お店の方々からは、少しお客様の食品ロスに

対する意識が高まったような気がすると、おか

げさまで食品ロスを削減できましたという御意

見を頂戴したところでございます。

あくまでも限定的な食べきり協力店の飲食店

部門だけで行った事業ですので、委員がなかな

か見かけることができなかったのかと思います。

これをもっと広げていきたいと考えております。

○右松委員 ドギーバッグは、非常にいい取組

だと思うんです。生ものとかは、我々も持って

帰りませんけれども、揚げ物とかそれ以外のも

のでも、お店側が絶対駄目というところがほと

んどだと思うんです。宴会でどうしても食べれ

きれないときもありますが、持ち帰りたいけれ

ども持ち帰れない、食が細い人なんかは半分し

か食べられない、食品ロスにつながっているわ

けなので、食品衛生上のこの部分をクリアして、

先ほど見せていただいたペーパーもぜひ普及し

ていただいて─特に県を代表するような飲食

店やホテルが率先して協力してくれないと伝

わっていかないのかな。

いろいろ障害があると思うんですけれども、

そこはまた衛生管理課や国ともどこまでできる

のか調整しながら、今後とも普及を進めていた

だければと思っています。

○鍋島循環社会推進課長 今年度も継続して、10

月からコマーシャルを流したり、こういった取

組の協力店を募集していきたいと思っておりま

す。

何よりも、消費者である県民が食べ切るとい

う意識であるのが本当だと思います。食べ切る
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分だけをお店に頼むのが本当ですけれども、ど

うしても写真を撮られる方々が、映える、とい

うことでたくさん注文されることをお店の方々

も嘆いておられまして、そこら辺をもう少し行

政からアピールしていただきたいという要望を

いただいておりますので、またそういった対策

を考えたいと思っております。

○岩切主査 循環社会推進課に関連する御質疑

がないようであれば、他の課に関して御質疑は

ございませんか。

○長倉環境森林課長 申し訳ありません。先ほ

どの答弁の訂正をさせていただきます。

主要施策の成果に関する報告書の160ページ、

環境情報発信強化のうち、みやざき環境読本に

ついて、河野委員から御質疑をいただきました

が、環境読本は平成29年度にはじめて作りまし

て、令和２年度で４年目となります。

○ 原委員 164ページ、硫黄山の河川白濁水質

改善実証試験で石灰石を水路に置いて、そこを

通すことによって酸性を中和するということで

宮崎大学と何かされたんですか。もう山の活動

が静まりましたから、その結果はどうだったの

か教えてください。

○佐沢環境管理課長 平成30年４月に硫黄山が

噴火し、どのような方法がいいのか宮崎大学に

相談したところ、伊藤先生から電気や動力を使

わない、低コストでできる石灰石を使った方法

があるということで、先生主導の下、実証試験

をさせていただきました。

当時は硫黄山付近で水素イオン濃度─ｐＨ

ですけれども─が大体1.0から1.5ぐらい、硫

酸ぐらいの強い酸性で流れていて、ヒ素がもと

もと入っているんですけれども、これを石灰石

で中和して、5.0から6.0ぐらいにすると、90％

程度のヒ素が落ちるということと、中流域の長

江橋から下は、環境基準をクリアできるだろう

という実験結果を得ましたので、今年度本格的

な施設を造っております。

９月22日の赤子川の水質検査の結果、中和施

設に入る前はｐＨが2.5程度で、施設を出た後え

びの橋でのｐＨが3.1、大原橋では５ぐらいで、

その上流に農業用水の取水口があります。そこ

から取水して稲作に今使われており、落ち着い

た状況になっています。

宮崎大学との実験の結果から、この水質改善

施設を造れば、将来的にも稲作はできるだろう

と思いますが、噴火のときのようなひどい条件

になると、施設の能力が追いつかないだろうと

思います。

○ 原委員 トラックで何台分かの鯉だとか死

んでいた魚を積んで埋めたとか、そんな話でし

たが、将来的には魚とか水生生物が帰ってこれ

るようになるんですか。

○佐沢環境管理課長 噴火直後に魚が死にまし

た。農政水産部から聞いたんですけれども、こ

の原因としては、強い酸にえらがやられて、や

けどみたいな状態になったために、水中の酸素

が取れなくて酸欠で死んだんだろうということ

でした。

水生生物の件ですが、現在もｐＨが2.5と、ま

だ食用酢ぐらいの酸性がありますので、水生生

物はちょっと難しいかなと思うんですけれども、

アメンボはたくさん泳いでおりますので、だん

だんよくなっていけば、水生生物も帰ってくる

のかなとは思っております。

○ 原委員 大分県の津久見市には、物すごい

たくさんの石灰がありますよね。以前、この施

設を造られたときに聞いたんだけれども、例え

ば津久見辺りの川のｐＨってどのくらいあるも

んなんでしょう。これは、参考までですけれど
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も、─いや、分からなければ後で結構、宮崎

大学の先生に聞いてみてください。

○佐沢環境管理課長 すみません、津久見市の

川のｐＨまでは。

○ 原委員 いや、将来の参考データというか、

私も調べてみます。ありがとうございました。

○岩切主査 ほかの課、項目等に関して御質疑

はございませんか。

○右松委員 報告書の184ページ、森林経営課の

新規事業、林業経営体等能力向上支援対策につ

いてです。いろいろと一生懸命頑張っていただ

いている中で、新型コロナ対策の交付金を活用

しながらやっていらっしゃるということで、２

億円の予算で決算が１億円ということで、9,500

万円弱が３年度へ繰越しとなっています。

造林、下刈り、除間伐も含めて10市町、244ヘ

クタール取り組まれて、引き続き次年度に向け

て今動いていると思いますが、繰越しの要因と

については、どう考えておられるか教えてくだ

さい。

○ 島森林経営課長 昨年７月の補正予算を認

めていただいてスタートした事業でございます。

これは伐採調整で、木材生産をされる事業体が、

木材生産を伴わない─委員がおっしゃられま

したような、造林や下刈り、除間伐等の事業

─に取り組んでもらう事業で、交付決定する

のにどうしても時間がかかって繰越しになって

しまったのと、２月、３月になって、材価が少

しずつ持ち直し始めて、この事業よりも伐採の

ほうに目が向いて、事業の規模を縮小したこと

もございます。

国にほかの事業体も認めていただくよう要望

し、いろいろ模索はしたんですけれども、認め

ていただいた事業体の範囲内で仕事をしてくだ

さいということでしたので、繰越額が大きくなっ

てしまいました。

○右松委員 10市町ということですが、協力体

制とかその辺りの見通しについて、今年度の繰

越しをしっかりと消化できるのかを最後に教え

てください。

○ 島森林経営課長 単価も若干高くなってお

りますので、現状におきましては、実施できる

見込みでございます。

○岩切主査 森林経営課の187ページの施策の成

果等の③で、みやざき林業大学校の卒業生20名

が１年間の研修を終えて、18名が県内の林業・

木材産業分野に就業したとありますが、２名が

そうならなかった背景と、若干今年度に係るん

ですが、18名は継続してお勤めなのか、その辺

りの状況をお聞かせいただきたいと思います。

○黒木林業技術センター所長 昨年度、20名が

研修を受けまして、２名につきましては、１名

の方は林業ではなくて役場に入られて、もう１

人の方は、病気になられまして、まだ病気療養

中ということで、就業できない状況にあります。

残りの18名の方については、林業事業体とか森

林組合、そういう林業関係のところでちゃんと

やっていただいております。

○ 原委員 公共３部という言い方をしますけ

れども、環境森林部として、令和２年度公共事

業を金額にして全体でどれぐらいされたか教え

てください。細かい数字は要りません。

○藤本自然環境課長 委員会資料の４ページの

左側に一般と書いてある表の下から３段目、４

段目、５段目に予算額として書いておりますが、

造林費62億円、林道費52億円、治山費76億円と

いうことで、総額は190億円近くです。

○ 原委員 分かりました、おおむね200億と捉

えておきたいと思います。

国が景気対策をやりますよね。特に今はコロ
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ナ対策、当然、進行中のコロナなり、アフター

コロナに対しても経済対策がセットで考えられ

ているわけで、今度新しく政権が発足しますが、

その中でも景気対策が、もう既に言葉として10

数兆円の云々と出ています。そういう経済対策

を国が打つときに、当然環境森林部としても、

景気対策の中でメニューを組んで、国に対して

陳情をして、予算を獲得してこられているとい

う実績があるわけですよね。

ということは、その過去を踏まえてこれから

の話になるけれども、そういう景気対策につい

て、当然環境森林部としては、必要な公共事業

をやって、支払わないといけないわけですから、

そういう取組をされていくわけですよね、部長。

○河野環境森林部長 おっしゃるとおり、例え

ば造林等に関して、切って使ってすぐ植えると

いう循環型を図る上で、森林整備事業には毎年30

億円ぐらいは絶対に必要だと思っております。

もちろんこれは、あればあるほどといいます

か、頂ければ頂くほど山に還元できるものもご

ざいます。それからハード面、治山事業とかや

はりなかなか手がつけられない部分等もござい

ます。優先順位をつけながら、今も山の整備事

業を行っているところでございます。林道にし

ても、やはり生産性を上げる上では、路網の整

備は非常に重要な部分でございます。

したがいまして、治山にしましても、林道に

しましても、森林整備に重要だと思っておりま

すので、委員がおっしゃいましたような国の対

策が打たれるということであれば、国に対して

強く要望していきたいと思っております。

○右松委員 ４月から宮崎市に移管となりまし

たが、私は去年、エコクリーンプラザの最後の

監査をさせていただきました。あそこは教育見

学で結構利用されていて、実績もたくさんあり

ます。そういったところやＰＲも含めて全部、

宮崎市に移管ということでよろしいですか。

○鍋島循環社会推進課長 施設全て、啓発用の

施設につきましても、宮崎市に移管させていた

だきました。

○岩切主査 ほかにございませんでしょうか。

よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは、以上をもって環境森林

部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時12分休憩

午後３時19分再開

○岩切主査 分科会を再開いたします。

明日１日金曜日の分科会は午前10時に再開し、

農政水産部の審査を行うことといたします。１

班、２班という体制で進めますので、御協力の

ほどよろしくお願いします。

本日、その他で何かありますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 では、明日10時によろしくお願い

いたします。

本日の分科会を終了いたします。お疲れさま

でした。

午後３時19分散会
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午前９時57分再開

出席委員（６人）

主 査 岩 切 達 哉

副 主 査 武 田 浩 一

委 員 原 正 三

委 員 山 下 博 三

委 員 右 松 隆 央

委 員 河 野 哲 也

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

農政水産部次長
斎 藤 孝 二

（ 総 括 ）

農政水産部次長
菓子野 利 浩

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
鈴 木 信 一

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 三 浦 博 幸

部 参 事 兼
殿 所 大 明

農 政 企 画 課 長

中山間農業振興室長 海 野 俊 彦

農 業 流 通
松 田 義 信

ブ ラ ン ド 課 長

農業普及技術課長 上 田 泰 士

農業担い手対策課長 小 林 貴 史

農 産 園 芸 課 長 川 上 求

農 村 計 画 課 長 戸 髙 久 吉

畑かん営農推進室長 鳥 浦 茂

農 村 整 備 課 長 押 川 浩 一

水 産 政 策 課 長 西 府 稔 也

漁 業 管 理 課 長 大 村 英 二

漁港漁場整備室長 否 笠 友 紀

畜 産 振 興 課 長 河 野 明 彦

家畜防疫対策課長 丸 本 信 之

工 事 検 査 監 日 髙 誠

総合農業試験場長 東 洋一郎

県立農業大学校長 戸 髙 朗

水 産 試 験 場 長 坂 本 龍 一

畜 産 試 験 場 長 谷之木 精 悟

環境森林部

環 境 森 林 課 長 長 倉 佐知子

自 然 環 境 課 長 藤 本 英 博

森 林 経 営 課 長 廣 島 一 明

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議事課主任主事 木 村 結

○岩切主査 分科会を再開いたします。

早速でございますが、農政水産部の審査を行

わせていただきます。

まず、部長より、令和２年度決算の概要につ

いて説明をお願いいたします。

○牛谷農政水産部長 農政水産部でございま

す。本日はどうぞよろしくお願いいたします。

それでは、令和２年度の決算につきまして、

座って説明をさせていただきます。

まず、令和２年度の主要施策の内容について

でございます。

お手元の令和２年度決算特別委員会資料を２

枚目めくっていただきまして、１ページを御覧

ください。

総合計画に基づく施策の体系表のうち、農政

令和３年10月１日(金)
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水産部で所管します施策を抜粋したものでござ

います。

左の産業づくりとくらしづくりに大別してお

りますが、この体系表に沿って、昨年度も事業

の実施、予算の執行に取り組みながら、それぞ

れの目標に向かって各種施策を積極的に推進し

てきたところでございます。

なお、令和２年度の主要施策の詳細につきま

しては、後ほど担当課長から御説明させていた

だきます。

次に、３ページをお開きください。

令和２年度の決算状況について御説明いたし

ます。

下から４行目、一般会計の、部の計の欄を御

覧ください。

左から３列目、最終予算額の計583億8,063万

円に対し、その右の列、支出済額は420億8,250

万8,035円、翌年度への繰越額は、右の列の明

許繰越が128億5,715万4,000円、その右、事故

繰越が６億2,654万円、その右、不用額は28

億1,442万7,965円でございます。

また、下から２行目の特別会計の計につきま

しては、最終予算額が２億6,279万8,000円に対

しまして、支出済額は1,316万5,377円、不用額

は２億4,963万2,623円でございます。

一番下の行の、特別会計を含めました農政水

産部の合計では、左から３列目、最終予算額

は586億4,342万8,000円に対し、その右、支出

済額は420億9,567万3,412円、不用額は30

億6,406万588円で、執行率は71.8％、繰越額を

含めますと94.8％となっております。

次に、７ページをお開きください。

監査結果報告における指摘事項等でございま

す。

令和２年度農政水産部に係る監査では、４つ

の指摘項目におきまして、指摘事項が２件、注

意事項が10件、合計12件となっております。

また、お手元に配付されております、別冊の

令和２年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書にお

いて１件の意見がありました。後ほど、監査結

果報告における指摘事項の改善状況と合わせま

して、関係課長から御説明いたします。

監査委員から御指摘等のありました内容につ

きましては、適正な事務処理が図られるよう指

導を徹底してまいります。

私からの説明は以上でありますが、各説明事

項の詳細につきましては、それぞれの担当課長

が御説明いたします。

よろしくお願いいたします。

○岩切主査 部長の概要説明が終了いたしまし

た。

これより、農政企画課、農業流通ブランド課、

農業普及技術課、農業担い手対策課、農産園芸

課の審査を行います。

令和２年度決算について、各課の説明を求め

ます。

○殿所農政企画課長 農政企画課でございま

す。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

農政企画課の令和２年度の決算状況等につい

て、説明いたします。

一番上の農政企画課の欄にありますとおり、

一般会計のみで、令和２年度最終予算額15

億6,465万3,000円に対し、支出済額15億4,165

万8,576円、不用額2,299万4,424円で、執行率

は98.5％となっております。

８ページをお開きください。
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決算事項別明細につきましては、各会計の

（目）における予算の不用額が100万円以上の

もの、または執行率が90％未満のものについて

のみ、説明いたします。

なお、この後、各課におきましても、同様の

説明とさせていただきます。

それでは、まず、（目）農業総務費につきま

しては、不用額が、右側から２番目の欄、698

万5,924円であります。これは主に、職員及び

会計年度任用職員に係る人件費の執行残及び、

説明欄にあります、みやざきスマートアグリプ

ラットフォーム構築事業において、オンライン

会議に対応した機器整備に係る入札の執行残で

ございます。

９ページをお開きください。

（目）農業振興費につきましては、不用額が882

万3,848円であります。これは主に、説明欄の

２つ目の未来につなぐ中山間地域農業支援事業

や、５つ目の世界農業遺産地域活力創造事業に

おいて、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、予定していたＰＲイベントや県外視察、研

修会等が中止になったことに伴う執行残でござ

います。

（目）植物防疫費につきましては、不用額が379

万9,337円であります。これは主に、説明欄に

あります、鳥獣にまけない魅力ある地域づくり

事業において、市町村等が実施する鳥獣被害防

止総合対策に対する補助金で、有害鳥獣の捕獲

実績が計画を下回ったことによる執行残でござ

います。

10ページに移っていただいて、（目）農業協

同組合指導費につきましては、不用額が338

万5,315円、執行率が71.3％であります。これ

は主に、農業経営収入保険加入拡大重点対策事

業において、ＪＡ部会等の生産者団体が、収入

保険に対する理解促進を図るために、学習会等

を実施することとしておりましたが、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、生産者を集め

た学習会が開催できなかったことなどによる執

行残等でございます。

続きまして、主要施策の成果について、その

主なものを説明いたします。

資料を替えていただきまして、Ａ４縦の厚い

冊子、主要施策の成果に関する報告書の農政企

画課のインデックスのところ、257ページをお

開きください。

新規事業、みやざきスマートアグリプラット

フォーム構築につきましては、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大に伴う、新たな生活様式に対

応するため、農業・水産業関連情報を集約した

農政水産部ホームページ、ひなたＭＡＦｉＮを

開設し、分かりやすい情報提供とＳＮＳ等を活

用した積極的な情報発信を行うとともに、農政

水産部の全所属にオンライン会議に対応できる

機器の整備を実施いたしました。

258ページをお開きください。

１段目の新規事業、山間地域で稼げる集落モ

デル構築支援につきましては、山間地域の集落

が行う新たなビジネス創出に向けたモデルプラ

ンの作成やプラン実現のための実証等に対して

支援を行うことで、集落を活性化することを目

的にした事業であり、２集落に対して支援を行

いました。

３段目の新規事業、みやざきの農泊緊急誘致

促進につきましては、新型コロナウイルス感染

症の拡大により影響を受けた農泊地域に教育旅

行等を誘致し、関係人口の増加による地域活性

化を図るため、地域協議会等が行う安全衛生対
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策等の取組支援や、教育旅行誘致促進のための

ＰＲ活動を実施しました。

259ページに移っていただいて、２段目の鳥

獣にまけない魅力ある地域づくりにつきまして

は、モデル集落や鳥獣被害対策マイスター等の

育成を行うとともに、市町村の被害防止計画に

基づき、国庫事業を活用しながら、地域が一体

となった集落点検や侵入防止柵の設置などの被

害防止対策を推進いたしました。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、該当はございません。

農政企画課は以上です。

○松田農業流通ブランド課長 農業流通ブラン

ド課でございます。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

２の令和２年度決算事項別明細総括表の２段

目にありますように、一般会計における農業流

通ブランド課の最終予算額は22億8,082万1,000

円、支出済額は20億6,725万9,318円、翌年度繰

越額は4,806万4,000円、不用額は１億6,549

万7,682円でございます。執行率は90.6％で、

繰越額を含めた執行率は92.7％となっておりま

す。

次に、決算事項別の明細について御説明いた

します。

11ページをお開きください。

（目）農業総務費につきましては、不用額が

１億4,461万5,615円でございます。

不用額の主なものは、一番下の段の負担金・

補助金及び交付金で、これは主に、県産農畜水

産物応援消費推進事業で取り組みました学校給

食への食材提供におきまして、学校側との調整

の結果、食材使用量が計画を下回ったこと等に

よるものです。

次に、12ページをお開きください。

（目）の農業振興費の不用額は2,042万1,352

円、執行率は79.6％でございます。

これは主に、結ぶ６次化！農業新ビジネス拡

大支援事業の施設整備事業において、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大により、海外から導入

予定の機械の調達ができず、事業費が当初の見

込みを下回ったことによるものでございます。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

につきまして、主な取組を御説明いたします。

別冊の報告書の261ページをお開きください。

表の一番上のみやざき食の安全・食育連携強

化推進では、県内における食品表示の適正化を

図るための研修会や巡回調査を実施しますとと

もに、みやざきの食と農を考える県民会議の活

動等を通して、食育及び食の地産地消の推進に

取り組んだところであります。

次に、262ページをお開きください。

表の一番上の新規事業、県産農畜水産物応援

消費推進では、地産地消応援消費対策として、

学校給食への食材提供について、延べ約175万

食の支援を行ったほか、市町村や各種団体等が

取り組む地域応援活動に対する支援等に取り組

みました。

また、販売拡大対策として、宮崎のひなた農

畜水産物お届けキャンペーンを実施し、宮崎牛

や完熟マンゴー、水産物の特別販売等の取組を

支援したところです。

次に、表の下から２段目にあります、みやざ

き輸出対応力強化推進では、海外のニーズに対

応した産地づくりを進めるため、ＧＦＰグロー

バル産地づくりの支援として、国の採択を受け
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た８団体の取組等を支援するとともに、輸出の

拠点となる香港事務所の運営等に取り組み、昨

年度の農畜水産物の輸出額は、過去最高の約72

億9,000万円となったところであります。

次に、263ページを御覧ください。

上から３段目の結ぶ６次化！農業新ビジネス

拡大支援では、県農業振興公社に設置しました

６次産業化サポートセンターを中心としたプラ

ンナー派遣による個別支援や、６次産業化のた

めの施設整備の支援に取り組みました。

なお、国の６次産業化計画認定件数は累計

で113件で、全国３位となっているところでご

ざいます。

以上が主要施策の成果でございます。

監査における指摘事項につきましては、該当

はございません。

農業流通ブランド課は以上でございます。

○上田農業普及技術課長 農業普及技術課でご

ざいます。

お手元の決算特別委員会資料の３ページをお

開きください。

農業普及技術課は、一般会計のみでございま

す。

表３段目の農業普及技術課の欄にありますと

おり、最終予算額35億8,058万6,000円に対しま

して、支出済額は31億9,321万8,618円、翌年度

への繰越額は３億4,674万6,000円、不用額

は4,062万1,382円で、執行率は89.2％、繰越額

を含めますと98.9％となっております。

次に、決算事項別の明細について御説明いた

します。

13ページをお開きください。

まず、（目）農業総務費につきましては、不

用額が327万2,715円、執行率は89.0％で、翌年

度繰越額を含めますと99.9％となっておりま

す。

不用額の主なものは、職員の人件費の執行残

のほか、総合農業試験場等において、新型コロ

ナウイルスの影響で、試験研究や人材育成に要

する研修等が一部中止になったこと等による旅

費の執行残でございます。

次に、14ページを御覧ください。

（目）農業改良普及費につきましては、不用

額が1,187万4,763円、執行率は70.9％で、翌年

度繰越額を含めますと96.3％となっておりま

す。

不用額の主なものは、旅費や需用費で、各農

業改良普及センター等での事務費節減や入札残

等による執行残であります。

また、下から２段目の償還金、利子及び割引

料については、新規就農者等の研修や農業経営

開始時の施設等整備に必要な資金として貸し付

けました就農支援資金の原資を国に償還するも

ので、貸付先からの繰上げ償還が見込額を下

回ったことにより、償還金が減少したものであ

ります。

15ページをお開きください。

（目）農業振興費につきましては、不用額が960

万2,402円でございます。

不用額の主なものは、負担金・補助及び交付

金で、農業制度資金への利子補給・利子助成に

おいて、貸付金の繰り上げ償還が見込みより多

かったこと、また、新型コロナウイルス感染症

対策として助成することといたしました経済変

動・伝染病等対策資金に係る保証料が想定より

低かったこと等による執行残であります。

次に、（目）農作物対策費につきましては、

執行率は66.1％で、翌年度繰越額を含めます
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と99.9％となっております。

次に、（目）肥料対策費につきましては、不

用額が39万5,709円で、執行率は81.0％となっ

ております。

不用額の主なものは、新型コロナウイルスの

影響による肥料分析業務に係る会議の中止等に

伴う旅費の執行残でございます。

次に、16ページを御覧ください。

（目）植物防疫費につきましては、不用額が579

万5,504円で、執行率は87.0％となっておりま

す。

不用額の主なものとして、旅費につきまして

は、病害虫防除業務に係る会議の中止等に伴う

執行残で、また、負担金・補助及び交付金につ

きましては、補助対象であります県植物防疫協

会が行う植物防疫研修会の中止による事業費の

減等に伴う執行残であります。

次に、（目）総合農業試験場費につきまして

は、不用額が963万5,869円であります。

不用額の主なものは、報酬の執行残で、総合

農業試験場における会計年度任用職員の中途退

職に伴い勤務実績が見込みを下回ったものであ

ります。

17ページをお開きください。

上から１段目の旅費、２段目の需用費の執行

残は、同じく総合農業試験場における管理維持

費や活動費等の節減によるものであります。

決算事項別の明細の説明については、以上で

ございます。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

について、その主なものを御説明いたします。

報告書の266ページをお開きください。

表の一番上のマーケット対応型産地競争力強

化技術開発では、現場ニーズに対応した課題に

ついて、早期に解決・普及を図るため、産地や

企業と連携した８課題の共同研究に取り組んだ

ところであります。

その下のみやざき農水産業基礎研究体制強化

では、競争的資金等の公募型研究資金の獲得に

つながる革新的技術開発に向けた萌芽研究とし

て、４課題の研究に取り組みましたほか、高度

化した技術に対応できる人材育成に向け、研究

員の博士号の学位取得について、３名の支援を

行ったところであります。

その下の産地・人づくり強化では、農家の技

術力の向上を目指します産地分析に77集団が、

産地の将来像と具体的取組を明らかにする産地

ビジョンの策定実行に70集団が取り組むととも

に、農家の経営課題の解決による所得向上を目

指しました経営コンサルティングを25件実施い

たしました。

次に、267ページをお開きください。

一番上の新規事業、農業人材育成総合拠点強

化では、県立農業大学校において、スマート農

業を体系的に学べる13の講座を実施し、また、

農薬散布用ドローンの教習施設として認定を受

けるため、指導職員１名を育成するとともに、

環境制御技術を学習する場として、施設園芸ハ

ウス及び畜舎に制御システムを導入いたしまし

た。

さらに、農業者等のハウスの環境データの活

用に向けて35件の分析を実施いたしました。

次に、その下の活動火山周辺地域防災営農対

策では、桜島の降灰による農作物被害を防止、

軽減するため、被覆施設整備や除灰機械導入、

被覆資材更新を進めたところでございまして、

令和２年度は、野菜の被覆施設、果樹の除灰機

械導入、果樹の被覆資材更新を支援しました。
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なお、下段の括弧内の野菜の被覆施設につき

ましては、国の追加配分を受けて事業に着手し

たことにより、事業期間が不足し、令和３年度

へ繰り越しております。

次に、一番下の利子補給金・助成金では、各

種農業制度資金への利子補給・利子助成を行

い、経営の維持・改善や規模拡大など、コロナ

禍における農業者の資金繰りを支援しました。

このうち、農業近代化資金につきまして

は、795件、111億6,936万円の利子補給の承認

を行ったところです。

主要施策の成果については、以上でございま

す。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、該当ございません。

農業普及技術課は以上でございます。

○小林農業担い手対策課長 農業担い手対策課

でございます。

初めに、お手元の決算特別委員会資料の３ペ

ージをお開きください。

農業担い手対策課は一般会計のみでございま

す。

表４行目の農業担い手対策課の欄を御覧くだ

さい。

最終予算額18億4,258万3,000円に対しまし

て、支出済額は15億9,862万3,312円、翌年度へ

の繰越額は１億1,794万2,000円、不用額は１

億2,601万7,688円でございます。

執行率は86.8％で、繰越額を含めますと93.2

％となっております。

次に、決算事項別の明細について御説明いた

します。

18ページを御覧ください。

まず、（目）農業総務費につきましては、不

用額が1,564万1,871円でございます。

主なものは、一番下の負担金・補助及び交付

金で、農業委員などの活動実績に基づき配分さ

れる国の農業委員会交付金の交付決定に伴う執

行残でございます。

次に、（目）農業改良普及費につきましては、

不用額が2,665万5,817円でございます。

主なものは、次の19ページの上から４行目の

負担金・補助及び交付金で、農業次世代人材サ

ポート事業で実施しております、国の農業次世

代人材投資事業の中で、市町村が交付する経営

開始型において、所得要件等による受給継続者

の交付額の減額や交付要件を満たさなかったこ

とによる新規の申請辞退などに伴う執行残であ

ります。

次に、その下の（目）農業振興費につきまし

ては、不用額が8,334万9,000円で、執行率が79.8

％、翌年度繰越額を含めますと91.6％となって

おります。

主なものは、次の20ページの上から２行目の

負担金・補助及び交付金で、19ページの説明の

欄の上から４番目の事業、経営体育成支援のう

ち、国経済対策の補正予算の活用において10地

区14経営体の要望がありましたが、全国的な競

争が激しく、結果として２市２経営体の採択と

なったことに伴う執行残やその他当初予算の入

札残によるものであります。

また、説明の欄の上から２つ目の事業、農地

中間管理機構等支援において、農地中間管理機

構に農地を預ける集落等に交付される機構集積

協力金につきまして、一部の地域で話合いが十

分に行われず、事業実施が次年度に繰越しと

なったことによる執行残でございます。

決算事項別の明細の説明については、以上で
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ございます。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

について、その主なものを御説明いたします。

お手元の報告書の269ページを御覧ください。

（１）の農業の成長産業化への挑戦でござい

ます。

主な事業及び実績でありますが、２つ目の農

地中間管理機構等支援では、令和２年度は、24

市町村で1,356ヘクタールの農地を借り受け、

再契約を含め2,975ヘクタールを貸し付けた結

果、全耕地面積に対する累計の借入れ面積

は12.4％となり、全国第10位の実績となりまし

た。

また、３つ目の「地域と創る」新たな農業参

入雇用創出では、他産業からの参入促進に積極

的に取り組む市町村と連携し、誘致活動を展開

した結果、参入チャレンジファームを２か所で

展開し、参入企業での新規常用雇用者を１名創

出したところです。

次に、270ページを御覧ください。

２つ目のみやざき農水産業人材投資では、12

の市町と連携し、親元就農者38人に経営開始資

金の交付を行いました。

また、４つ目の農業次世代人材サポートでは、

農業次世代人材投資資金について、準備型では、

農業大学校の学生やみやざき農業実践塾生、Ｊ

Ａの研修施設の研修生等57人に対して、経営開

始型では、新規の独立自営就農者等262人に対

して、それぞれ交付を行いました。

次に、271ページを御覧ください。

３つ目の新規事業、農業大学校援農・就農研

修環境整備では、農業用ドローンや自動操舵対

応の大型トラクター等を導入するなど、先進技

術を活用できる農業の育成体制を強化しまし

た。

４つ目の最先端技術を活用した施設園芸産地

づくりでは、他産業からの農業参入を誘致し、

県内２企業が地元生産者との連携の下、農業法

人を立ち上げ、アボカド等新品目の栽培実証の

支援や、農業版インテグレーションによる漬物

用大根生産に必要な農業用機械の導入支援を行

いました。

また、次の272ページの１つ目の新規事業、

お試し就農緊急雇用促進と合わせて、就農希望

者を農業法人等に人材派遣会社の社員として派

遣し、就農研修を行うお試し就農について、コ

ロナ禍への対応として参加者の枠を例年の２倍

に拡大したところ、合計で90名が参加し、うち53

名が継続雇用されたところです。

272ページの３つ目の農水産業における外国

人材の定着促進では、地域内や県外産地と連携

しながら、外国人材を農繁期に受け入れ、周年

で安定的に活躍できる体制づくりを進めるた

め、県内３か所で新たな活用モデルの実証や、

外国人材の安定確保に向けた送り出し機関や監

理団体との意見交換等を行いました。

４つ目の新規事業、「農」で支える短期就労

マッチング体制構築では、新型コロナウイルス

の影響で就労機会の減少した求職者等を対象

に、営農品目の作業特性や繁閑期に合わせた短

期集中的な就労の実証へ取り組んだ結果、208

名の作業員登録があり、12経営体で延べ738名

の受入れ実績となりました。

次に、273ページを御覧ください。

施策の進捗状況の中段に農林水産業の新規就

業者数を記載しておりますが、農業の内訳につ

きましては、平成30年の現況値が402人、令和

２年の実績値が408人、令和４年の目標値が440
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人となっております。

主要施策の成果については、以上でございま

す。

最後に、監査における指摘事項について御説

明いたします。

再度、決算特別委員会資料の７ページを御覧

ください。

（２）契約事務について、「県立農業大学校

の備品修繕に係る契約事務について、請書によ

る契約締結の行われていないものがあった」と

いう指摘事項がありました。これは、農業機械

を修繕した際に、財務規則に定める請書による

契約締結がなされていなかったものでございま

す。今後は、複数職員で書類を確認するなど

チェック体制の強化を図るとともに、経験年数

の浅い職員に対して所属内研修を行うなどの支

援強化に努めてまいります。

農業担い手対策課は以上でございます。

○川上農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

農産園芸課は一般会計のみでございます。

表の上から５段目の農産園芸課の欄を御覧く

ださい。

最終予算額43億5,009万8,000円に対しまし

て、支出済額は16億2,404万4,991円、翌年度繰

越額は24億3,710万7,000円、不用額は２億8,894

万6,009円でございます。

執行率は37.3％で、繰越額を含めた執行率

は93.4％でございます。

次に、決算事項別の明細について、御説明い

たします。

21ページをお開きください。

表の上から７段目の（目）農作物対策費の不

用額が２億8,888万7,705円、執行率は34.5％、

翌年度繰越額を含めますと93.1％でございま

す。

不用額の主なものとしましては、新型コロナ

ウイルス感染症拡大により県外出張等を取りや

めたことによる旅費や、事業内容の精査等に伴

う委託料の減額のほか、不用額のほとんどは、

下から２番目の負担金・補助金及び交付金での

執行残でございます。

その内訳は、主に、産地パワーアップ計画支

援や、強い産地づくり対策でのハウスや集出荷

貯蔵施設などの整備等における事業実施主体で

の入札残や、事業内容の精査に伴う交付額の減、

実施主体の都合による事業要望の取下げに伴う

執行残でございます。

次に、主要施策の成果の主なものについて御

説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書

の274ページをお開きください。

まず、産地パワーアップ計画支援でございま

す。農産物の産地収益力の向上を図るため、低

コスト耐候性ハウスの整備やＡＰハウス資材等

の導入を支援したところであります。令和元年

度から繰り越したものが、低コスト耐候性ハウ

ス４件など計10件、令和２年度中に完了したも

のが、ＡＰハウス資材導入53件など計63件、繰

越分と合わせて合計73件について支援を行って

おります。

なお、決算額下段の括弧の低コスト耐候性ハ

ウス９件など計10件の取組につきましては、国

の追加配分を受けて事業着手したこと等によ

り、事業期間が不足し、令和３年度へ繰り越し

ております。
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次に、275ページをお開きください。

一番上の強い産地づくり対策でございます。

本対策では、産地の競争力を強化するため、

共同利用施設等の整備を支援しております。令

和元年度から繰り越したものが、集出荷貯蔵施

設１件など計２件、令和２年度内に完了したも

のが、集出荷貯蔵施設など２件の支援を行って

おります。

また、既存ハウスの補強や防風ネット設置等

の対策につきましては、311件の支援を行って

おります。

なお、決算額下段の括弧書きの集出荷貯蔵施

設４件など計６件の取組につきましては、事業

期間が不足したことなどにより、令和３年度へ

繰り越しております。

次に、その下の、スマート農業による働き方

改革産地実証でございます。

スマート農業の導入による省力化や作業効率

化を通した魅力ある産地づくりを進めるた

め、18団体に対し自動走行トラクターや防除用

ドローン等のスマート農業機械による省力化・

効率化の産地実証などを支援しております。

次に、需要に応える宮崎米生産体制整備でご

ざいます。

業務需要への対応や低コスト化など、持続可

能な宮崎米の生産体制を整備するため、効率的

・省力化技術の実証として、水田の自動給水シ

ステム等の実証を３か所、密苗田植機など省力

化機械の整備を７件支援しております。

次に、276ページを御覧ください。

一番上の新規事業、かんしょ・さといも病害

対策強化でございます。

サツマイモ基腐病や里芋疫病対策を強化する

ため、カンショでは発生初期の迅速な処理や、

育苗を行う施設の車両消毒設備の設置を、合わ

せて１集団２団体、また里芋では、種芋産地に

おける実証等を、１集団１団体に支援しており

ます。

また、国の交付金等も活用しながら病害の対

策マニュアルも策定しております。

次に、３段目の新規事業、耕種版インテグレ

ーション加速化でございます。

担い手の減少や高齢化が進行する露地野菜産

地において、耕種版インテグレーションの取組

を加速化するため、収穫や出荷など一連の作業

の効率化を図るためのタイヤショベルや運搬車

両等の省力化機械の導入を２集団、作業体制の

分析・改善による効率化を１集団に対し、支援

しております。

次に、一番下の段の、新規事業、魅力ある「み

やざきの花」流通・販売力向上でございます。

花卉の効率的な輸送体制構築を図るため、ラ

ナンキュラスにおける出荷箱規格の統一及び、

輸送コスト低減に向けた新たな低コスト保水資

材の導入を１集団に対し、支援しております。

また、マーケット開拓、新たな需要の創出に

つながる取組として、県産花卉利用促進等に係

る協議会１団体の活動を支援しております。

次に、277ページをお開きください。

一番上の新規事業、ブランド果樹産地リノベ

ーション推進でございます。

キンカン及びマンゴーの収量・品質向上のた

め、３集団で遮光資材、１集団で除湿器の導入

を行うとともに、経営改善に向けて、４集団で

既存ハウスの修繕による施設の長寿命化を支援

しております。

次に、一番下の新規事業、みやざきの農産物

供給力強靭化緊急対策でございます。
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新型コロナウイルス感染症拡大により、価格

低下等の影響を受けた農家の生産意欲を喚起す

るため、13団体に対し次期作に向けた品質・収

量向上等の取組を支援するとともに、需要減少

に伴い滞留が発生した冷凍加工用野菜の長期保

管料を７団体に支援しております。

次に、278ページを御覧ください。

一番上の新規事業、農産物生産構造転換緊急

支援でございます。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う業務需

要等の国産回帰など、マーケットニーズの変化

に対応した生産方式への構造転換を進めるため

に５団体等に対し、ユズ生産への省力化に向け

た園地整備や契約取引に向けた茶産地への転換

等の取組を支援しております。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、該当はございません。

農産園芸課からは以上でございます。

○岩切主査 第１班の説明が終了いたしまし

た。

委員の皆様から質疑がございましたらお願い

いたします。

○河野委員 農業流通ブランド課の、みやざき

輸出対応力強化推進や輸出ニーズ対応型産地づ

くり強化等の事業をもって、令和２年度の本県

農畜水産物の輸出額が過去最高の72.9億円と

なったという報告がありましたが、こういう事

業を通じて輸出額が伸びたとか、具体的なもの

があればもっと詳しく聞きたいんですけが。

○松田農業流通ブランド課長 報告書の262ペ

ージの下のほうの輸出対応力強化について、具

体的にどこがどうつながって伸びたのかという

お話だと思いますが、一つ、ＧＦＰグローバル

産地づくり支援というのをやっております。こ

れは、輸出相手先国の規制等に対応した産地づ

くりを進めているものです。全国では63産地が

認定されていまして、そのうち宮崎県は８つ取

れています。

令和３年度は９つ取っているんですけれど

も、南九州地域には輸出に対する意識が非常に

高い方が多くいらっしゃって、そういった方々

の機運醸成をＧＦＰの取組でやっているという

ことになります。その中で相手先国の消費のニ

ーズの把握ですとか、非関税障壁など、輸出の

際の問題をいろいろ御相談しながら支援してい

るところでございます。

一方で、国が行っている施策の中では、輸出

向けの施設整備等にも取り組んでおりまして、

施設を整備することによって輸出が可能になっ

ている事例も数例ございます。そういったこと

を通して72.9億円という実績を上げているとこ

ろでございます。

具体的には、例えば牛肉ですと、ミヤチクの

施設整備によりまして、前年度比140％以上に

伸びている状況でございます。

○河野委員 コロナ禍の中で輸出が伸びている

ことは特筆すべきことかなと思ったんですけれ

ども、牛肉もコロナ禍の中で伸びているという

判断でよろしいでしょうか。

○松田農業流通ブランド課長 インターネット

による注文で、越境ＥＣという言葉が使われま

すけれども─牛肉ですと昔はロイン系の高級

部位が人気で、ちょっと高級なお店での提供

だったのが、巣籠もり需要の中ではいろんな部

位がネットで簡単に取り寄せできるようにな

り、ＰＲも進んで宮崎牛も引き合いが強くなっ

ています。コロナ禍ではありますけれども、巣
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籠もり需要に伴うネット販売の伸長が要因で輸

出が伸びたと考えております。

○河野委員 では国内だけじゃなくて、海外も

この巣籠もりというのが一つの理由になって伸

びたということですか。

○松田農業流通ブランド課長 巣籠もりと、や

はりネット販売が非常に大きいと思っておりま

す。緊急事態宣言が解除となりましたけれども、

昨年来コロナが続いている中で、少し巣籠もり

疲れも出てきて、牛肉の在庫等は徐々に増えて

きているということを聞いております。ですの

で、インターネットでのうまい売り方というの

をさらにやっていく必要があるかと思います。

○河野委員 その他の品目で伸びているのは芋

関係でしょうか。

○松田農業流通ブランド課長 ざっくり言いま

すと、畜産物が牛肉で49億、これが宮崎県の72.9

億円の中の78％を占めております。それから卵

が５億円ぐらいあります。

今、カンショという話がありましたけれども、

青果物は全体で７億6,200万円、その中でカン

ショが４億3,000万円でございます。カンショ

につきましては、元年度と比べて２年度は下が

りました。これは海外のニーズもあるんですけ

れども、国内価格も非常にいいため、輸出業者

においては海外に出すまでもなく国内で消費で

きるということで、単価が見合えばそちらに流

すようにもなりますので、前年度に比べると落

ちましたけれども、引き合いは非常に強い状況

にございます。

○山下委員 同じく262ページです。新規事業

の県産農畜水産物応援消費で、昨年コロナで未

曽有の戦いだったと思うんです。５月に牛肉の

冷凍庫が満杯になって、新たに屠畜もできない

と、非常に危機的な状況がありましたが、国の

事業等も取り入れながら牛肉の販売促進もして

まいりました。そしてコチョウランやマンゴー

など様々な宮崎県の特産物がコロナの影響で非

常にダメージを受けているということで、それ

ぞれ販売戦略をされたと思います。

決算ですから、昨年あれだけの事業をやった

中でどれぐらいの効果があったのか。そして国

の事業をどれだけ取り入れて、販売戦略はどう

だったのか、その辺の評価を分かっている範囲

でお聞かせください。

○松田農業流通ブランド課長 応援消費の推進

に関して、総合的な視点での御質問だと思いま

す。

まず、学校給食におきましては、畜産物、水

産物は、国の国産農林水産物等の緊急対策が出

ましたので、国のお金を活用しました。一番最

初、牛肉でいいますと３億円取ってきて、学校

給食へ提供し─水産物、地鶏もございました。

青果物ではマンゴーというお話がありました

が、これは県を通さずに、経済農業協同組合連

合会が団体を通して実施した分もございます。

こういったところでの成果ですけれども、在庫

が増えていく中での一定の在庫減らしにはつな

がったものと考えております。

やはり巣籠もりでの消費行動もあると思いま

すが、改めて我が県の食べ物はどうかというと

ころで、学校給食に出す中で非常にいいという

お声もたくさんいただきました。

その中で特に水産に関して申し上げますと、

今まで水産加工という世界があまり進んでいな

い部分があったんですけれども、やはり学校給

食に素材を出すという過程でどんなふうに加工

して提供すべきか─細かいことを申し上げる
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と、子供たちが食べるときにちょっと小骨が

あったということもございました。それを修正

する形で加工の技術、あるいはこういう形で出

していけばいいという手法の改善につながった

と思っています。

もう一つ、販売対策という面においては、宮

崎牛やマンゴーのキャンペーンや特別販売を行

いましたけれども、そういった中でマンゴーに

おいては、通常の年度と変わらない単価を保つ

ことができたと思っています。ただ、令和２年

度はマンゴーの特別販売を6,800ケースほど出

しましたけれども、やはりちょっと期間が短

かったとか、キャッシュレス対応はできないの

かとかいろんなお声をいただきました。令和３

年度は経済連が令和２年度に立ち上げたＬＩＮ

Ｅを通して、早い段階での特別販売の案内です

とか、お客様の声を聞き取って特別販売をする

とか、そういう手法ができたと思っています。

ちなみに、経済連園芸部のＬＩＮＥには、今10

万人以上の登録者がいます。ミヤチクも４月の

頭はネット会員の方が3,000人ぐらいだったん

ですが、３万人近くに伸びてきております。

コロナ禍においてこういったネットを使っ

た、あるいはＳＮＳの発信による顧客の捉え方

の技術がかなり上がったと思っておりまして、

そこが大きな成果と思っております。

○山下委員 大体その効果は分かりました。私

が確認したいのは、昨年度、かなりの国の補助

金も使って投資しました。例えば、宮崎牛も１

万円ぐらいするロースが送料まで入れて3,500

円だったかな。それで私も全国の兄弟やら友人、

知人に送りました。メロンも送りました。

それだけ宮崎県のつくってきたブランドを中

心に販売戦略をかけたわけです。その投資金額

でどれだけの効果があったということを検証し

て、今年度からの戦略に入れていかないといけ

ない。

皆さん、宮崎牛もめろめろメロンもマンゴー

も食べたことのない人たちに送るチャンスがあ

りました。やっぱりこの宮崎県の食というのを

一回食べてもらう、そのコネクションをどうつ

くっていくかなんです。その問題の整理と、経

済連やいろんなところと連携してどれだけ解決

していくのか。

例えば、都城市はふるさと納税で肉と焼酎が

また日本一になりましたが、そういった返礼品

に定着してきているとか、それが宮崎県の農家

の皆さん方の自信にもなるので、我々、そして

県民、農家にフィードバックする資料は欲しい

なと思います。

○松田農業流通ブランド課長 ありがとうござ

います。まさに委員おっしゃるとおりだと思っ

ております。例えば宮崎牛、マンゴー、こういっ

たものの特別販売を行う場合、昨年度は、県と

連携協定を結んでいる企業体ですとか、あるい

は4,000名近くいらっしゃいます東京、関西あ

たりの県人会の方々、学生も宮崎出身の方々が

いらっしゃっるので、いろんな情報発信をした

ところです。まさに今おっしゃられた、宮崎県

のファンとなってくれる方々が県外にもいっぱ

いいらっしゃいます。

令和３年の当初予算でも１億3,200万円の応

援消費の予算を措置していただいておりますの

で、その方々にリピーターになっていただける

よう進めつつ、今御指摘いただきました分析と

評価をしっかりとやりまして、具体的には、県

人会や協定を結んでいる企業体あたりと輪をつ

くって、それが広がるように推進してまいりた
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いと思います。

○山下委員 この件についてはこれで最後にし

ますが、もう皆さん方は御存知だと思うんです

が、広島県のスーパー、エブリイ、昨年から宮

崎フェアをしてくれている沖縄県のスーパー、

ユニオン。私も常に情報交換しているんですが、

食の安全、安心の観点から、海外のものから国

産に替えていくというスーパー側の要望もあっ

て、今、その取引も深めていただいていると思

います。昨年もコロナ対策の中で、言われるよ

うな事業を使って、スーパーと連携して宮崎

フェアをやっていただきました。その辺りも

しっかりと検証して、一過性で終わるんじゃな

くて、やはり次から次に肉、野菜、水産物、い

ろんな仕掛けをして、宮崎県のブランドを売っ

ていくんだと、その思いの実現に向けて、さら

に飛躍してほしいなと思うんです。

沖縄県のユニオンから12月には新たな宮崎

フェアをやりたいとお知らせがあったんです

が、やっぱり同じ形じゃ駄目なんです。昨年は

取組も早かったですから、国の補助金を使って

かなり低価格で宮崎フェアがやれたと思うんで

すが、継続して取り組んで、スーパーの信用を

得る。そして県や経済連と出口のスーパー側が

しっかりと協議して継続していく、その辺りが

一番大事だと思うんです。次の手段として、ス

ーパー側とどのような方向性で取り組もうとさ

れているのか、お聞きしておきたいと思います。

○松田農業流通ブランド課長 今お話のありま

した沖縄県に20店舗近く持っていらっしゃると

いうユニオン、広島県のエブリイ、この２つの

グループにおきましては、昨年、応援消費とい

うことで青果物、水産物含めてお取扱いいただ

きました。また、ユニオンさんは９月末に宮崎

フェアをやっていただきましたが、12月もやり

たいということで先日コンタクトが取れたとこ

ろでございます。

ブランドの推進に当たっては、経済農業協同

組合連合会と一緒に進めている中で、イオンで

すとか、中四国だと株式会社フジですとか、そ

ういったバリューチェーンパートナーというの

を８団体設けまして、しっかりと売り先のスー

パーと生産現場が結びついて、共につくってい

くということで進めております。

一方で、今お話のありましたユニオン、エブ

リイという新たな顧客も大事にしつつ、県とし

ましては、まず各団体─漁業協同組合連合会、

ミヤチク、経済農業協同組合連合会、そういっ

た生産サイドとマッチング機会をしっかりとつ

くる。

また、どういった品目にニーズがあるのか。

輸送の問題もございます。相乗り輸送でしっか

り送る、そういう手段もしっかり検証しながら、

そういったパイプを大事にしてまいりたいと考

えております。

○岩切主査 ここで５分ほど、空気の入替えを

させていただきますので、御協力いただきたい

と思います。

暫時休憩いたします。

午前11時00分休憩

午前11時04分再開

○岩切主査 分科会を再開いたします。

ただいま農業流通ブランド課に関連して御質

問が続いております。

○右松委員 主要施策の成果報告書の262ペー

ジの先ほど話が出た農畜産物の応援消費推進の

件で、まず常任委員会資料の11ページです。給
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食の学校との調整の結果については後で聞きま

すので、先に伺いたいのは、これは予算額が10

億5,429万円で支出総額が８億7,576万円、不用

額が１億3,046万円ということで、翌年度繰越

しが4,800万円となっています。これは262ペー

ジの新型コロナ対策の臨時交付金が財源だと思

うのですが、これは繰越しできない財源なのか

を教えてください。

○松田農業流通ブランド課長 新型コロナ対策

の地方創生臨時交付金に関しましては、執行残

が２年度に出ましても３年度に生かされるとい

うことで、無駄になることはございません。

○右松委員 では、１億3,046万円が翌年度繰

越しに入っていない理由は何ですか。財源のこ

とについてだけ、先に聞きます。どういう性質

の財源なのか、翌年度繰越しできないものなの

か、不用額が出てきた理由です。これ繰り越せ

るなら、できれば繰り越したほうがいいので。

○松田農業流通ブランド課長 この応援消費事

業の中で大きいのは学校給食になります。その

学校給食の畜産物、水産物、地鶏も含めて、こ

この金額がざっくり言いますと畜産物で5,000

万円、水産で5,000万円の執行残が出ています。

その分は国費で精算払いとなっていましたの

で、一回県にお金が入って戻すということでは

なくて、実績見合いで頂けるというものですの

で、繰越しとならず、この決算の形を取らせて

いただいているということになります。

○右松委員 実績払い、よく分かりましたが、

これは今後もぜひ続けていってもらいたいとこ

ろです。この国の財源が翌年度使えるのであれ

ば、令和３年度当初予算額でがくっと減らして

いますので、そこは別の話ですから置いておき

ますけれども。

先ほど、学校との調整の結果、食材利用が計

画を下回ったという説明がございました。主な

実績内容等でいきますと、学校給食食材提供延

べ175万食ということで、大変な数、いろいろ

と幅広くやっていただいた結果だと思っていま

すが、この学校との調整の結果は、供給側なの

か、学校側なのか、そこをもう少し詳しく教え

てもらうとありがたいと思います。

○松田農業流通ブランド課長 学校給食の詳細

ですけれども、まず学校現場というよりも予算

の組立てにおいて、例えば、牛肉のお話をしま

すと、国の和牛肉の緊急対策の規定ですと１

食100グラムで３回以内で補助しますというこ

とでしたので、宮崎県頑張ろうということで、

その積算で計画をしておりました。

学校現場にお話をすると、学校給食の場合は

やはり児童生徒の栄養価を考えた献立をするの

で、やはり100グラムは非常に多くて、今平均

的には１回に30グラム程度しか使えないという

ことでございましたので、分量が計画より減り

ました。

○右松委員 30グラムでも構わないんですけれ

ども、幅広くいろんな学校に提供することに

よって、精算払いですから実績を上げていくこ

とは可能ではないかと思ったので、そのあたり

はどう考えておられるのか教えてください。

○松田農業流通ブランド課長 やはり学校との

調整の中で、畜産物も水産物も推進しました。

市町村サイドも交付金を使って給食に出すとい

うこともされました。そういった中で学校の栄

養教諭が約２か月ぐらい前に献立を作り上げて

いきますけれども、その中に入れ込んでいくの

はやはり非常に難しいところがありました。

食だけではなく、学校側の事務のマンパワー
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という面もございまして、執行残をもっと減ら

していくには難しい面があったと考えておりま

す。

○右松委員 様々な品目、数もある中で品目を

絞ってのやり方なのか分かりませんが、できる

だけ学校給食を充実させていく、それは食育の

面でも非常に重要なので、幅広く品目を広げて、

できるだけ消費をしていって、当初の予算額に

近づけていくような努力は絶対必要だと思いま

す。

知事もテレビとかに出て、これは本当に重要

な取組だと思っていますので、教育委員会とも

連携をしながら、学校とさらに幅広く広げてい

ただくような考えでぜひ今後とも進めていただ

ければありがたいなと思っていますので、よろ

しくお願いします。

○ 原委員 山下委員からふるさと納税の話が

出ましたので、関連してお尋ねしたいと思いま

す。都城市が全国で１番だということで、お肉、

焼酎は６次化産品の最たるものだと思います。

大ざっぱなつかみでもいいんですけれども、ふ

るさと納税の返礼品として県の農政水産部が関

わるものがあるのか。ブランドや６次産業化に

関わることだと思うので、そのあたりを何か捉

えていらっしゃいますか。

例えば、ふるさと納税の返礼品を意識して宮

崎県の農産物を外に売ろうとか、そういう意識

があるのでしょうか。

○松田農業流通ブランド課長 宮崎県のふるさ

と納税は、所管がオールみやざき営業課になっ

ております。これは私なりの考えですが、オー

ルみやざき営業課側と話をする中で、やはりふ

るさと納税をうまく使ってファンを増やしてい

くということで、農産物もございますけれども、

加工品とかそういったアイテムも返礼品として

当てております。ただ、明確なブランドとして

宮崎牛とかいった形は、今のところ多くはない

と思っております。

市町村にもふるさと納税がありますので、県

としましては、そういった市町村にも配慮しつ

つ、県のふるさと納税のアイテムをそろえてい

くという考えの下に今いろいろ検討されている

ものと考えております。

○ 原委員 ふるさと納税の担当は違うわけだ

けれども、そのふるさと納税の対象になる、い

わゆるブランド品としてのアイテムをつくるの

は皆さん方ですよね。

各市町村それぞれ個性があって、例えばワイ

ンがあったり果物があったりしますが、県外の

皆さんが、宮崎県にはこういうものがあるので、

宮崎県のどこどこにふるさと納税をしようとい

うそのもの、いいものをつくるのは、皆さん方

ですよね。それを利用して広くＰＲして売るの

がオールみやざき営業課だと思うので、そうい

ういいものをつくるということにおいて農政水

産部としてそういう視点で、今ふるさと納税の

返礼品となっているものを掌握されているのか

なと思ったので質問しました。

なぜこれを質問するかというと、私にはずっ

とこだわりがあって、宮崎県は所得が低いです。

県際収支の話もずっと議論してきているんです

けれども、宮崎県は4,500億円くらいの赤字で

す。どうしても県外から買わないといけないも

のがある。したがって、宮崎県が少しでも所得

を上げていくためには、地産地消は当然のこと

として、地産外消だと。いわゆる国際収支と一

緒で、県際収支として外に宮崎県のものを売っ

て、いかに宮崎県に取り込んでそれをいかに県
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内で循環させていくか、これは知事の基本的な

答弁にもあるわけで─では外に売っていくも

のは何なんだ。昨日の話ですと、環境森林部で

は木材をざっくり200億円は外に売っているの

で、この地産外消に寄与しているねという話を

しました。

そうなったときにこのふるさと納税というの

は地産外消の最たるものだと思うんです。県の

自主自由財源になるわけですから、それが県内

に回っていくということで、非常にいい制度な

んですよね。だから、農政水産部としてブラン

ド価値の高いものをつくっていくという視点が

必要じゃないかなと、商工観光労働部とも横断

的な打合せをして、こういうものを宮崎県のふ

るさと納税として売っていったらどうかという

視点での研究が必要ではないかなと思ったの

で、一応提言として申し上げておきたいと思い

ます。

できたら、宮崎県から各市町村も含めて、ど

ういうものが農政水産部に関わる返礼品として

出ているのか、調査をして、把握していただく

といいなと思います。

○松田農業流通ブランド課長 ６次産業化の商

品はアイテムとして入っていますが、今、御指

摘いただきました、農政水産部として外貨を稼

ぐというところで、商工サイドと連携を保ちな

がら検討してまいりたいと思います。

○岩切主査 念のため確認しますけれども、ふ

るさと返礼品に肉とかいろいろ出ていますが、

農業流通ブランド課では把握はしていないとい

う答えでよろしいですか。

○松田農業流通ブランド課長 明確には把握し

ておりません。

○岩切主査 分かりました。あと、農政水産部

として農政水産品の県際収支の実情について把

握しているということはないですか。

○殿所農政企画課長 ８次補正を作成しますと

きに、そのあたりの産業連関表等を使いまして

作業したことがございます。そのときに農業に

つきましては、県際収支がプラス249億円、畜

産がプラス430億円という数字が出ております。

○山下委員 都城市ですけれども、ふるさと納

税はもう本当に大きな経済効果になっているん

です。どういうことかというと、ふるさと納税

関係の食肉加工工場がかなり増えました。鳥、

豚、牛の農家たちが、それぞれ独立して、今、

事務所を借りて加工している人たちもおられ

て、その現場に行くんですが、今度は新設した

いという相談もあるんです。

私は、このふるさと納税というのがずっと続

くとは思わないんです。だから今がビジネス

チャンスなんです。農政水産部としてあなた方

がしっかりとここの付加価値を高める、今が一

番大きな機会です。去年のいわゆるコロナ禍の

中でこれだけ推進費、国費を使って、販売チャ

ンネルをつくったわけですから─宮崎県の果

物、肉、野菜を食べた人たちは、必ずまた宮崎

県のものが食べたくなる、これがやっぱりつな

がりをつくるきっかけだと思うんですよね。ス

ーパーの話もしましたが、データを取って、そ

の辺の戦略をしっかりとつくって、次なるビジ

ネスチャンスを考えていかないと。

今、都城市でもビジネスチャンスと思ってふ

るさと納税関係の加工施設をどんどんつくって

ます。コロッケとかいろいろなものを加工しな

がら売るチャンスもみんなチャレンジしている

んです。だからあなた方が１次産業から販売戦

略まで一体感を持った政策をつくって、訴えて
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いかないと。経済連に任せているとか、ふるさ

と納税だったら都城市に任せるとか、そんな情

報を気にしていちゃ駄目だと思うんです。宮崎

県の基幹産業は農業なんですから、あなた方が

自信を持って─そしてもうここ10年ぐらい、

フードビジネスということで取り組んできたん

ですよね。総合戦略でやってきたわけですから

農政水産部が主導権を握って、どんどん次なる

チャンネル、そして企画をつくって県をリード

していかないと。その辺のことをしっかりとお

願いしておきます。一過性に終わらないように、

長期的な構想、次なるステップを踏まないとい

けないと思うんです。独自でやれるような気迫、

そこの心構えをお聞きします。

○松田農業流通ブランド課長 このふるさと納

税に関しましては、今ワーキンググループが庁

内に立ち上がっていまして、これをしっかりと

やっていくということで動いているということ

でございます。

一方で、部としてそういった高付加価値をつ

けたものをしっかり外に売って、リピーターを

増やしていくという取組を主体的にもやってい

くということで、６次産業化の流れでローカル

フードプラットフォームというのをつくりまし

た。食に関わる多様な方々に集まっていただい

て、９月10日現在で87事業者が登録をしており

ます。その中で宮崎県でできること、新しい商

品づくりに取り組んでおります。

本年度、そういった事業体の取組によって付

加価値の高いものを外に売る中で、クラウド

ファンディングを使ったり、ふるさと納税につ

ながるような商品を生み出すということを今ま

さにやっておりますので、今御指摘のあった部

分に関して、しっかりと部全体も見た上で戦略

を検討してまいりたいと思います。

○岩切主査 ほかにございますか。

それでは、ほかの課に関連して。

○右松委員 農政企画課にひなたＭＡＦｉＮの

件と鳥獣被害対策についての２点、お伺いした

いと思います。

まず、ひなたＭＡＦｉＮですが、課長を先頭

にフェイスブックでの広報とかをされておりま

して、頑張っておられるなと思っています。そ

のアクセス状況とか─ここでは分かりやすい

情報提供であったりとか、ＳＮＳを活用した積

極的な情報発信、出先機関も含む所属のオンラ

イン会議に対応可能な整備をされたということ

でございますが、そのあたりの手応えや成果を

どういうふうに考えておられますか。

○殿所農政企画課長 まず、ひなたＭＡＦｉＮ、

農政水産部のホームページでございますけれど

も、３月末に立ち上げましてちょうど半年たっ

たところでございます。ホームページの閲覧数

を確認してみますと、月平均で１万件、見てい

ただいているようでございます。

このＭＡＦｉＮは農業者、それから県民の皆

様に知っていただきたいものではありましたけ

れども、まずは農業者の皆様や水産業の皆様に

御理解いただきたいということで、いろんな研

修会とか、説明会の際に登録してくださいとお

願いをしてまいりまして、今の月平均１万件と

いう状況でございます。もっと広く一般県民の

皆様にも見ていただきたい情報もありますの

で、コロナが落ち着いてきたら県民向けのいろ

んなイベントですとかＰＲの際に、一般の県民

の方にも広報を強化して、見ていただけるよう

にしていきたいと思っております。

それから、オンラインシステムの話でござい
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ますけれども、今年度になってもやはりこのコ

ロナの影響は非常に出ておりまして、先ほどの

不用額の中で出張の旅費が減額になったという

話がたくさん出ましたけれども、その中でこの

オンライン会議というのは非常に重要なツール

でございました。農政水産部は全部で42の所属

がございますけれども、その全てにオンライン

に対応できるものを入れまして、内部の会議は

もちろんですけれども、外部との会議も非常に

スムーズにいっております。これまでであれば

直接会わなければできなかったような会議、あ

るいは電話で済ませていたものをちゃんと顔を

見ながら、資料を一緒に見ながらやったりと、

非常に効果的な会議、打合せができているんで

はないかなと思っております。

今年の６月補正でさらにＭＡＦｉＮの機能を

強化するような事業も認めていただきましたの

で、この辺を活用してさらなる強化を図ってま

いりたいと考えております。

○右松委員 順調に成果も手応えも感じておら

れるということを十分感じたところでございま

す。

続いて、鳥獣被害ですが、主要施策の259ペ

ージです。相手が賢い鳥獣ですから、その対策

も本当に大変かなと思っています。我々も委員

会で２年前には県北の地域ぐるみの取組を行っ

ている場所に行きましたし、せんだっては電柵

も見させていただきました。また、ジビエも日

之影町を見させていただいて、様々な角度から

鳥獣被害をできるだけ抑えていこうという取組

は非常に評価をさせていただいています。

そういった中でこの施策の進捗状況です。平

成30年度から令和元年度にちょっと被害額が下

がって、令和２年度がちょっとまた増えている

ような状況です。かなり高い目標値を設定され

ておられますが、ある程度いろんな状況を加味

しながらこの目標設定をされていると思うんで

すけれども、そこに向けた現状、今後に向けた

目標設定の在り方も含めて、どういうふうに考

えておられるのか教えてください。

○海野中山間農業振興室長 目標にしておりま

した被害額２億4,800万円、現状ではかなり頑

張らないと厳しい状況であると認識しておりま

す。ここに掲げております令和２年度の実績値、

これは令和元年度の被害額でありますが、３

億2,500万余。先日の常任委員会でも御報告い

たしましたとおり、令和２年度の被害額につき

ましても、ここには書いておりませんが、やは

り４億円を超えるということで、ここ近年は

ちょっと高止まりをしているということであり

まして、これを４年度にこの２億4,800万円と

掲げた目標に少しでも近づくようにこれからま

た頑張ってまいりたいと思います。

それに当たりましては委員御指摘のとおり、

総合的な観点からの対策ということが必要であ

ろうと考えております。侵入防止柵を設置する

ことのみならず、捕獲によって数の総量をコン

トロールする、捕獲したものは有効活用して少

しでも地域にお金が落ちるようにする。そして

何よりも集落の皆さんが一丸となっていろんな

手段を通じて鳥獣から集落なり、農地農作物を

守るのだという統一認識とその技術的な習得を

もって鳥獣被害に当たっていく。こういうこと

を関係機関団体、庁内におきましても環境森林

部と連携を取りまして、総合的に対策をさらに

強化して、この令和４年の目標値に少しでも近

づけるように取り組んでまいりたいと思いま

す。
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○右松委員 最後にしますけれども、被害額の

市町村ごとの推移というか、急激に増えている

地域とか、あるいはかなり成果を上げて減らし

てきている地域とか、ブロックごとでも構いま

せんけれども、その両方を何か事例があれば教

えてください。

○海野中山間農業振興室長 259ページに掲げ

ております令和２年度の数字、前年から増えた

わけでありますが、これにつきましては、カジ

ノヒヨドリの被害が増えたということで、主に

県南地域、南那珂地域の被害が大きくなってお

ります。こちらに書いておりませんが、令和２

年度やはり４億を超える被害でありますが、こ

れにつきましては宮崎市をはじめとする中部地

域で、猿による被害などが増えていることによ

るものです。

一方で、委員も話された県北のほうでは集落

ぐるみでの対策の徹底─これは国の表彰を受

けるなどした優良な団体も出てきておりまし

て、そういったところを含めます東臼杵地域で

は、対前年度で10％ほど被害額を減じさせるな

ど、目に見えた効果も上がってきているところ

もありますので、そういったところの取組状況

などを広くほかの県内の地域にも波及させまし

て、県内全体の被害が下がるように取り組んで

まいりたいと考えております。

○ 原委員 今、オンラインの話が出ましたが、

我々県議会も遅ればせながら今Ｚｏｏｍでやろ

うとしています。県庁のはどういうシステムで

すか。全庁同じなのか、各部で違うのか。ちょっ

と教えていただけませんか。

○殿所農政企画課長 県庁全体としましては、

Ｔｅａｍｓという名称のソフトを使っておりま

す。

今回我々が入れましたオンライン会議システ

ムにつきましては、県庁外の方ともやることが

多いので、今お話のありましたＺｏｏｍですと

か、相手方に応じてやれる状況にございます。

○ 原委員 ちょっと本題からそれるんです

が、どこのアプリですか。

○殿所農政企画課長 マイクロソフトのシステ

ムだと聞いておりまして、ある程度限られた範

囲でやらないといろんな情報の流出とかがござ

いますので、恐らくそういう観点で選ばれてい

るのではないかと思います。

○ 原委員 ありがとうございました。後で情

報政策課によく聞いてみます。

○岩切主査 決算審査を継続したいと思います

ので、よろしくお願いします。

農政企画課に関連してございますか。なけれ

ば他の課について。

○山下委員 毎回議論しているんですが、276

ページの一番上、農産園芸課の新規事業で基腐

病関係です。今、どういう状況でしょうか。ど

ういう改善策が出たのかをお聞きします。

○川上農産園芸課長 サツマイモ基腐病の現状

についてでございます。

本年度いろんな対策を進めてまいりまして、

特に南那珂地域におきましては、超早掘り栽培、

あるいは早掘り栽培の収穫は終了している状況

にございます。８月末現在での状況ですけれど

も、発生程度は、超早掘りでは３割程度の圃場

で発生しており、面積では５％程度と報告を受

けております。そして早掘りでは、８割程度の

圃場で発生していますが、面積では５％から10

％程度ということで、超早掘り、早掘りにつき

ましては、かなり発生が少なかったと思ってお

ります。
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ただ、今収穫が始まっています普通掘りは、

これからまだ収穫が続きますけれども、９割以

上の圃場で、かなり大きな面積で発生しており

ます。

実面積でいきますと、昨年は６割ぐらいで発

生したという数字が出ています。超早掘り、早

掘り、普通掘り全体で計算しますと、今年は実

面積が今36％ぐらいということで数字的には少

し小さいのかなと考えています。早掘り、超早

掘りの面積率が高くなっていること、それから

生産者の意欲、意識も早く発見して早く防除し

ようと変わってきたこと、そういった効果は出

ているかなと思っています。ただ、普通掘りで

は、７月までは抑え込んだけれども８月以降の

雨の時期にかなり広がってきている状況にござ

いますので、そういった雨の対策等がまだまだ

不完全かなと考えているところでございます。

○山下委員 一昨年あたりからこの問題が出て

きましたから、もう３年目になったと思うんで

す。去年から串間市を中心に都城市でもかなり

広がってきた中で、状況が収まりつつあるのか、

広がってきているのか。そして、今最後に御答

弁いただきましたけれども、私はこれという特

効的な対策が打てないという受け取り方をした

んですが、その辺の見通しを確実にお聞きした

いんです。今の状況は大体分かったんですが、

全体的に見て、このサツマイモ基腐病に対して

皆さん方がどう思っているのか。以前、里芋の

疫病が出ましたが、もう今は別に問題なくやっ

ているのかなと思うんですが、そういう状況が

来るのかどうかをお聞きします。

○川上農産園芸課長 これは私の主観ではござ

いますけれども、抑え込んでいる状況にはない

ということでございます。やはり農薬の効果で

あったり、取組の効果というのは、個々にその

場面では出ていると感じていますけれども、全

体的にはまだまだ非常に厳しい状況は続いてい

ます。特に南那珂地域では続いておりますし、

他の地域においても今年初めて出たところもあ

り、広がっているという感じではないんですけ

れども、やはりこの菌がある限りは非常に危険

な状況は続くと思います。

全国的にも、もう20都道府県で広がっており

ますし、この菌がどんどん拡大する状況は続い

ていると思いますので、そういった面でもまだ

まだ対策を続けていかないといけない状況は続

いていると考えています。

その中で、先ほど言いましたように、早掘り

へのシフトを組み合わせる、それから輪作体系

や、昨年出たところにはもう作らずに違うもの

を作る作付体系。それから品種については、国

の試験場の御協力で現地試験等したところ、そ

の耐病性のある品種が出ております。一つはべ

にまさり、もう一つが九州201号でこれらの品

種は、明らかに高系14号に比べると発生率が低

く、収量性も非常に確保できるということです。

べにまさりについては、これから色や形の市場

評価をしていく必要があるかなと考えます。九

州201号については、まだ品種になっていませ

んので、もうしばらく登録には時間かかるのか

なと考えます。こういった幾つかの組合せで、

産地の協力を得ながら、関係機関と連携しなが

ら拡大を抑え込んでいくことを続けていく必要

があると考えております。

○山下委員 まだこれという決め手がないとい

うことですよね。宮崎県は、串間市を中心に食

用カンショの産地です。それと焼酎の原料のサ

ツマイモ、10何万トン生産されると思うんです
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が、サツマイモはかなりの面積を植え付けてい

ますから里芋とはちょっと違うと思うんです。

やっぱり早く決め手となる対策を講じていか

ないと、産地がなくなってくる可能性が出てく

る。同時に農家が厳しい経営環境になっている

のであれば、農家が割と手のかからない安定し

た代替作物を作付できるようなシステムを早く

考えていかないと。もう病気との闘いだけじゃ

ないと思うんです。カンショを作っている人た

ちはほとんどが専作ですから、10町歩、20町

歩、30町歩ですよ。だからその人たちへしっか

りと対応していってほしいなという思いで質問

をさせていただきました。

農家からウイルスフリー苗は確かに効果があ

るという話を聞いています。だからその苗の供

給体制を総合農業試験場とかでも何かできない

のかなといつも私は思っているんですが、その

辺の対応についてお聞かせください。

○川上農産園芸課長 委員おっしゃるとおり、

農家はもっと待ったなしの状況ですので、さっ

きおっしゃいましたけれども輪作体系の選定、

実証の普及段階に早く移行できるように取り組

んでまいりたいと考えます。

それから苗の問題もおっしゃるとおり、まず

最初の持ち込まない対策が重要だと思っており

ます。そして優良な苗の確保体制をしっかりつ

くっていくことも重要だと思っております。バ

イテクセンターでウイルスフリーの研究をやっ

ておりますので、それを基により健全な苗を

作っていく体制─バイテクセンターで全てを

確保することはできませんので、それを基に各

地域、あるいはどこかに拠点をつくって、農家

が必要な、本当に健全な育苗をしていく体制を

つくっていくことが必要だと、その点は十分認

識しておりますので、今後また検討を進めてま

いりたいと考えております。

○山下委員 この問題は最後にしますが、今、

総合農業試験場だけでウイルスフリーの苗を

作っているのですかね。何万本出しているか現

状を教えてください。

○川上農産園芸課長 試験場ではなくバイテク

センターという組織です。バイテクセンターで

のウイルスフリーの苗の供給量は、令和２年か

ら令和３年にかけてのカンショの苗の供給実績

で130万6,509本でございます。

○山下委員 今130万本という話でしたね。か

なりの量が植えてあるのだろうと思うんです。

私はバイテクセンターがどんな組織なのか、

どういう仕組みなのかは理解していませんが、

農家に苗を安定供給できるのであれば、母智丘

辺りの試験場も広大な面積があるし、施設整備

が急速でできないのかなと思うんですが、その

検討はしていないですか。

○川上農産園芸課長 バイテクセンターの施設

状況ですけれども、10アール当たり2,500本程

度で、増産体制は図っております。今、令和４

年度の作付に向けて育苗ハウスの準備をしてい

るところでございまして、通常は土耕ですけれ

ども、水耕栽培で増殖を行うという計画で、体

制を整えております。

育苗ハウスの生産計画の見直しを行いなが

ら、産地の要望により対応できるように、また

品種の構成も考え、その見直しも随時行いなが

ら、必要な苗を生産できるような体制を検討し

ていくということで、現在進行中でございます。

○岩切主査 農産園芸課に関連して御質問があ

りますか。

暫時休憩いたします。
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午前11時53分休憩

午前11時54分再開

○岩切主査 それでは、分科会を再開いたしま

す。

今、この時点において他の課について御質疑

はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは、以上をもって農政企画

課、農業流通ブランド課、農業普及技術課、農

業担い手対策課、農産園芸課の審査を終了いた

します。

暫時休憩いたします。

午前11時54分休憩

午後０時58分再開

○岩切主査 分科会を再開いたします。

これより、農村計画課、農村整備課、水産政

策課、漁業管理課、畜産振興課、家畜防疫対策

課の審査を行います。

令和２年度決算について、各課の説明を求め

ます。

○戸髙農村計画課長 農村計画課でございま

す。令和２年度の決算につきまして御説明いた

します。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

農村計画課は一般会計のみで、表の上から６

段目にありますように、最終予算額は60億2,154

万5,000円、支出済額は54億1,256万339円、翌

年度への繰越額は５億9,691万3,000円、不用額

は1,207万1,661円、執行率は89.9％であり、繰

越額を含めた執行率は99.8％でございます。

次に、決算事項別の明細について御説明いた

します。

23ページをお開きください。

上段の（目）農業総務費でございますが、不

用額が108万5,499円であります。これは、公共

工事進出確保強化事業の委託による執行残が主

なものであります。

次に、24ページを御覧ください。

上から６段目の（目）農地総務費につきまし

ては、執行率は65.1％で、翌年度繰越額を含め

ますと99.9％であります。

次に、25ページを御覧ください。

上段の（目）土地改良費でございますが、不

用額が874万119円であります。主なものは、県

単農業農村整備計画策定事業による補助金の執

行残のほか、新型コロナウイルス感染症の影響

による県外出張の取りやめ等に伴う旅費の執行

残であります。

次に、下から４段目の（目）農地調整費でご

ざいますが、不用額が124万3,929円であります。

主なものは、新型コロナウイルス感染症の影響

による旅費の執行残のほか、需用費や役務費な

どの事務費の節減による執行残であります。

続きまして、主要施策の成果につきまして御

説明いたします。

別冊の主要施策の成果に関する報告書の280

ページをお開きください。

地籍調査につきましては、土地情報の明確化

を図る基本的な調査で、土地所有に関する権利

の保全及び明確化が図られることで、公共工事

の円滑化や大規模災害後の復旧、復興の迅速化

など、県土の計画的かつ適正な利用に寄与して

おります。

令和２年度は宮崎市ほか15市町村及び南那珂

森林組合において48平方キロメートルで地籍調
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査を実施した結果、令和２年度末の進捗率は71

％となっております。

次に、282ページをお開きください。

１段目の土地改良事業負担金につきまして

は、国営土地改良事業に係る県及び地元負担金

であり、７地区で執行いたしました。

次に、一番下の新規事業、畑かんフィールド

で拡がる！畑作産地育成につきましては、各地

域の普及センターを核とした畑かんフィールド

における見せる活動の展開や畑かんマイスター

の動画をホームページにアップするなどによ

り、畑かん営農の効果をＰＲすることで畑かん

を活用した大規模畑作の産地化に取り組みまし

た。

283ページを御覧ください。

一番上の、これからの水田農業を支える農地

汎用化推進につきましては、暗渠排水施設の機

能維持を図るため、排水機能が低下している施

設の洗管作業等の維持管理手法の検証を行い、

その結果をとりまとめた維持管理マニュアルを

作成し、周知をいたしました。

以上が、主要施策の成果でございます。

なお、監査における指摘事項については該当

はございません。

農村計画課は以上でございます。

○押川農村整備課長 農村整備課でございま

す。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

農村整備課は一般会計のみでございます。

表の中ほどの農村整備課の欄を御覧くださ

い。

最終予算額208億2,274万8,000円に対しまし

て、支出済額は143億7,970万5,825円、翌年度

への明許繰越額は56億4,805万4,000円、事故繰

越額は１億3,729万3,000円、不用額は６億5,769

万5,175円で、執行率は69.1％となっておりま

すが、繰越額を含めた執行率は96.8％でござい

ます。

次に、決算事項別の明細について御説明いた

します。

27ページをお開きください。

まず、上から３段目の（目）農業振興費でご

ざいます。不用額が323万5,392円であります。

不用額の主なものは、下から３段目の負担金・

補助金及び交付金であります。これは、主に環

境保全型農業直接支払交付金について、取組実

績が見込みを下回ったことなどによるものであ

ります。

28ページを御覧ください。

上から２段目の（目）農地総務費につきまし

ては、不用額が1,936万1,621円であります。こ

れは、県単独費で支出を予定していた人件費の

一部を補助公共事務費に振り替えたことなどに

よるものであります。

その下の（目）土地改良費につきましては、

不用額が704万1,668円、執行率は70.2％で、翌

年度繰越額を含めますと99.9％であります。不

用額の主なものは、一番下の段の工事請負費で

あります。これは、主に土地改良財産管理費に

ついて、執行額が当初の見込みを下回ったこと

などによるものであります。

29ページを御覧ください。

上から７段目の（目）農地防災事業費につき

ましては、不用額が676万8,178円、執行額が60.1

％で、翌年度繰越額を含めますと99.9％であり

ます。

30ページを御覧ください。
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不用額の主なものは、上から４段目の負担金

・補助金及び交付金であります。これは、主に

団体営農村地域防災減災調査計画事業につい

て、農道橋の地質調査業務において、岩盤が想

定していた高さよりも浅い位置で確認され、対

象事業費が減となったことによるものです。

下から４段目の（目）耕地災害復旧費につき

ましては、不用額が６億2,128万8,000円、執行

率が51.7％で、翌年度繰越額を含めますと64.8

％であります。不用額の理由といたしましては、

災害復旧に係る国の予算措置が、次年度以降と

なったことによるものであります。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主な事業を御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書

の284ページをお開きください。

中山間地域等直接支払交付金につきまして

は、中山間地域において集落協定に基づく共同

での水路や農道の維持管理などの農業生産活動

などを維持する活動において、345協定に対し

て支援し、継続的な農業生産活動や多面的機能

の維持・確保、耕作放棄地の発生防止が図られ

ました。

続きまして、285ページをお開きください。

表の一番上の多面的機能支払交付金につきま

しては、農地周辺の草刈りなどの基礎的な活動

を行う農地維持支払において455組織に対して

支援し、制度の取組面積は２万5,538ヘクター

ルであり、農業農村の有する多面的機能の維持

・発揮が図られました。

次に、286ページを御覧ください。

上から３段目の県営畑地帯総合整備につきま

しては、三股町の高才第１地区ほか53地区にお

いて、国営関連事業として畑地かんがい施設な

どの整備を行いました。

次に、287ページを御覧ください。

一番上の県営経営体育成基盤整備につきまし

ては、宮崎市の村内地区ほか12地区において、

水田の区画整理などを行いました。

次に、288ページを御覧ください。

一番上の県営広域営農団地農道整備につきま

しては、延岡市及び門川町の沿海北部６地区に

おいて、広域農道の整備を行いました。

次に、一番下の中山間地域総合整備につきま

しては、高千穂町の上野地区ほか５地区におい

て、農業用用排水路や営農飲雑用水施設などの

整備を行いました。

289ページを御覧ください。

上から２段目の県営ため池等整備につきまし

ては、宮崎市の仁庄屋地区ほか27地区において、

ため池の堤体の改修や用水路の整備を行いまし

た。

次に、290ページを御覧ください。

上から２段目の県営水質保全対策につきまし

ては、えびの市の新田・長江浦地区ほか４地区

において、硫黄山噴火対策として水質監視・緊

急取水停止システムなどの農業用水確保のため

の整備を行いました。

次に、291ページをお開きください。

一番上の団体営耕地災害復旧につきまして

は、串間市ほか20市町村の404か所で農地や農

業用施設の災害復旧を行いました。

次に、上から２段目の新規事業、防災重点た

め池防災対策につきましては、緊急時や災害時

に活用できるように宮崎市内のため池70か所に

工事図面などの情報をＧＩＳに登録を行いまし

た。

今後も事業効果の早期発現のため、効率的か
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つ効果的な事業実施を図ってまいりたいと考え

ております。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項については該

当ございません。

農村整備課からは以上でございます。

○西府水産政策課長 水産政策課でございま

す。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

一般会計の下から４つ目の水産政策課の欄を

御覧ください。

令和２年度の最終予算額21億4,459万円に対

しまして、支出済額は17億4,738万7,866円で、

翌年度への繰越額は２億344万6,000円、不用額

は１億9,375万6,134円であります。執行率

は81.5％で、繰越額を含めた執行率は91.0％で

あります。

次に、特別会計の水産政策課の欄を御覧くだ

さい。

令和２年度の最終予算額２億6,279万8,000円

に対しまして、支出済額は1,316万5,377円で、

不用額は２億4,963万2,623円、執行率は5.0％

であります。

32ページをお開きください。

上から３つ目の（目）水産業総務費の不用額

が276万4,722円でありますが、これは主に職員

に係る給料等の人件費の執行残でございます。

33ページをお開きください。

（目）水産業振興費の不用額は１億8,120

万9,924円、執行率は68.8％、翌年度繰越額を

含めますと85.3％でありますが、これは主に下

の負担金・補助及び交付金において、コイ養殖

場でコイヘルペスウイルス病の発生がなかった

ことから、コイの処分費用等が不用となったこ

とによるものであります。

34ページを御覧ください。

（目）水産業協同組合指導費の不用額140

万2,343円でありますが、これは主に一番下の

負担金・補助及び交付金において、養殖共済の

赤潮特約の掛金を助成しております漁業共済普

及促進事業の補助金額が確定したことに伴うも

のでございます。

次に、その下の（目）水産試験場費の不用額837

万9,145円でありますが、これは主に水産試験

場に係る維持管理費や、研究開発に要する経費

等でありまして、新型コロナウイルス感染症の

影響による旅費等の執行残であります。

次に、36ページをお開きください。

宮崎県沿岸漁業改善資金特別会計でありま

す。

（目）水産業振興費の不用額は２億4,963

万2,623円、執行率は5.0％でありますが、この

特別会計につきましては、宮崎県歳入歳出決算

審査意見書においても意見をいただいておりま

すので、後ほど一括して説明をさせていただき

ます。

以上が歳出決算の説明でございます。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主な事業を説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の293ページ

をお開きください。

（２）水産業の振興についてであります。

表の上から２つ目の新規事業、県産水産物バ

リューチェーン構築につきましては、加工業者

等が行う商品開発やＰＲ活動、宮崎のさかなビ

ジネス拡大協議会が行う県産水産物のプロモー

ション活動を支援し、販売及び消費の拡大を
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図ったところであります。

１つ下の新規事業、食品産業の輸出向けＨＡ

ＣＣＰ等対応施設整備につきましては、本県水

産物の輸出拡大を図るため、輸出に必要となる

ＨＡＣＣＰ対応型の水産加工・流通施設の整備

を支援したところであります。

294ページをお開きください。

上から３つ目の新規事業、みやざき農水産就

業緊急対策につきましては、新型コロナウイル

ス感染症の影響に伴う雇い止め者等の就業を促

進するため、実践的な技術の習得研修を創設す

るなどの受入体制を強化し、研修事業者３名の

新規就業につなげたところであります。

また、県立高等水産研修所の実習船にスマー

ト漁業に対応した最新機器を搭載し、研修に活

用するとともに、熟練漁業者の技術、経験を見

える化するアプリを開発するなど、新規就業者

の育成強化に取り組んだところであります。

下から３つ目の新規事業、漁業経営持続化緊

急支援につきましては、経営再建を行うための

制度資金である漁業経営維持安定資金に特別枠

として15億円の融資枠を創生しまして、新型コ

ロナウイルス感染症により深刻な影響を受けて

いる漁業者の経営再建を支援したところであり

ます。

具体的には、10年目までの末端金利をゼロ％

に設定するよう利子補給を行いまして、併せて

適切な経営再建計画作成の支援を行ったところ

でございまして、これによりまして22件に対し、

融資枠と同額の15億円の融資を行ったところで

あります。

295ページを御覧ください。

上から２つ目の新規事業、みやざきの内水面

資源回復推進につきましては、内水面の水産資

源の回復や漁場環境保全を効果的に推進するた

め、内水面関係者と連携して資源調査や増殖活

動に取り組んだところでありまして、増殖活動

では産卵場造成と、種苗放流の一体的な取組な

ど22件、河川生物調査では、環境ＤＮＡ調査分

析を49件、アユの資源調査を24か所で取り組ん

だところであります。

296ページをお開きください。

水産業試験につきましては、水産資源関係で

は漁海況調査など４課題、増養殖・漁場保全関

係では、アカアマダイの種苗生産技術の開発な

ど６課題、経営流通・加工では、魚価向上のた

めの高品質化技術の開発など４課題、内水面増

養殖関係では、チョウザメ効率的種苗生産技術

開発など４課題、合計18課題に取り組んだとこ

ろであります。

以上が主要施策の成果に関する報告でござい

ます。

次に、監査における指摘事項について説明を

いたします。

再度、決算特別委員会資料にお戻りいただき

まして、７ページをお開きください。

（１）支出事務についてであります。一番上

の水産試験場において「ロシアチョウザメ雌親

魚購入について、請書が提出されているにも関

わらず支出負担行為が行われていなかった」と

いう指摘であります。これは、試験研究に必要

な物品を購入した際に、財務規則に定める、請

書による契約手続きがなされていなかったもの

であります。今後は財務規則の関係法令を再確

認するとともに、契約時におけるチェックリス

トを作成し、複数の職員での確認を徹底するこ

とにより、適正な事務処理を実施してまいりま

す。
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最後に、別冊の令和２年度宮崎県歳入歳出決

算審査意見書の36ページをお開きください。

沿岸漁業改善資金特別会計につきましては、

沿岸漁業改善資金助成法に基づき、県が沿岸漁

業従事者等に対して行う経営改善資金等貸付事

業の経理を行うために設置されたものでござい

ます。

歳入の欄を御覧ください。

調定額２億6,214万5,377円、収入済額は２

億6,214万5,377円で、収入未済額はございませ

ん。

その下、歳出の欄を御覧ください。

不用額は２億4,963万2,623円でありますが、

これは、主に貸付金の執行残でありまして、翌

年度に繰越しを行い、過年度貸付に対する償還

金と合わせて翌年度の貸付財源となっておりま

す。

一番下の意見・留意事項等にありますとお

り、「歳出予算現額と支出済額に乖離があるこ

とから、より一層の資金の有効活用が望まれる」

との意見をいただいております。

歳出予算現額と支出済額に乖離が生じた原因

は、貸付実績額が少なかったことによるもので

ありますが、最近は、漁船の若返りを促進する

ために国が創設しました、水産業競争力強化漁

船導入緊急支援事業─いわゆる漁船リース事

業─の活用が増えていることも貸付実績が

減っている要因となっております。

しかしながら、当資金は新規就業者などの資

金力が弱い漁業者に対して、経営基盤を整える

ために不可欠な常設資金調節資金でありますこ

とから、今後とも当資金を維持するとともに、

なお一層関係団体と連携して、適切な資金の運

用に努めてまいります。

水産政策課は以上でございます。

○大村漁業管理課長 漁業管理課でございま

す。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

漁業管理課は、一般会計のみでございます。

一般会計の下から４行目の漁業管理課の欄で

ございますが、令和２年度の最終予算額68

億4,209万5,000円に対しまして、支出済額は49

億5,736万7,883円であります。翌年度への繰越

額は17億7,001万2,000円、不用額は１億1,471

万5,117円でございます。執行率は72.5％で、

繰越額を含めた執行率は98.3％でございます。

次に、決算事項別の明細について御説明いた

します。

37ページをお開きください。

上段の（目）水産業総務費の不用額が621万237

円でございます。不用額の主なものは、県単独

費で支出予定していた人件費の一部を、補助公

共事務費に振り替えたことによるものでござい

ます。

次に、その下の（目）水産業振興費の不用額

が5,165万3,737円、執行率は72.3％、翌年度繰

越額を含めますと95.6％でございます。

38ページを御覧ください。

不用額の主なものは、（節）の上から４段目

の負担金・補助及び交付金でございます。これ

は、漁協の共同利用施設の整備を行う種子島周

辺漁業対策事業補助金の事業費の確定に伴う執

行残などによるものでございます。

次に、（目）漁業調整費の不用額が205万5,836

円でございます。不用額の主なものは、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、海区漁業調

整委員会の全国会議等の開催が制限を受けたこ
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とによる委員などの旅費及び報酬の執行残によ

るものでございます。

39ページを御覧ください。

（目）漁港管理費の不用額が367万6,670円、

執行率は81.4％、翌年度繰越額を含めます

と98.4％でございます。不用額の主なものは、

県が管理する施設の修繕に係る費用が少なかっ

たことや、海岸漂着物の回収・処理等に係る費

用の執行残などによるものでございます。

40ページを御覧ください。

（目）漁港建設費の不用額が1,375万4,986円、

執行率は71.4％、翌年度繰越額を含めます

と99.7％であります。不用額の主なものは、新

型コロナウイルス感染症の流行によるオンライ

ン会議の普及等によりまして、旅費などの事務

費が抑えられたことによるものでございます。

41ページをお開きください。

（目）漁港災害復旧費の不用額が2,072万9,000

円、執行率はゼロ％で、翌年度繰越額を含めま

すと25.2％、その下の（目）水産災害復旧費の

不用額が1,561万1,000円、執行率はゼロ％でご

ざいます。この２つの（目）につきましては、

漁港施設や水産施設の被災に対する復旧予算と

して計上しているものですが、漁港施設におい

て災害が少なかったため、水産施設においては

災害が発生しなかったため不用額となっており

ます。

続きまして、主要施策の成果について主な事

業を御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の298ページ

をお開きください。

表の上から３段目の改善事業、水産改革に対

応する資源利用対策では、アマダイ類について、

資源回復計画に基づき漁獲量の管理や、禁漁期

の設定などによる資源回復措置を継続するとと

もに、種苗生産技術開発と稚魚放流を行いまし

た。また、沿岸漁業で利用されております９魚

種の資源評価を行ったところでございます。

次に、一番下の新規事業、日向灘深海資源見

える化プロジェクト及び次のページの一番上の

新規事業、日向灘の漁場フル活用緊急促進では、

県北から県南のこれまであまり利用されていな

かった海域におきまして、海水中に含まれる魚

由来のＤＮＡ調査と魚群を探索するサイドス

キャンソナーを組み合わせることで、漁場探索

を効率的に行い、水深150メートルから200メー

トル付近に新たな漁場を４か所確認したところ

でございます。

これらの漁場につきましては、試験操業によ

る有効性を確認した上で、漁業者が活用できる

よう、海底地形図を作成し、情報を提供してい

るところでございます。

次の新規事業、養殖漁場環境保全対策支援で

は、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、出荷

が停滞いたしました25の養殖業者に対して水質

保全活動や防疫作業などの漁場保全活動に係る

経費を補助することで、養殖場への環境負荷を

軽減し、安定した養殖経営が継続できるよう支

援を行ったところでございます。

次の、ウナギ資源持続的利用対策では、ウナ

ギ養殖業の持続的かつ健全な発展を図るため、

一般財団法人宮崎県内水面振興センターと連携

しまして、県内で採捕されたシラスウナギの数

量管理や密漁抑止、また流通の適正化と池入れ

数量管理に係る指導・監視を実施したところで

ございます。

次の水産基盤整備の漁場ですが、機能が低下

している既存漁場の機能強化を図るため、漁礁
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設置前の測量調査及び漁礁の製作・設置工事

を、延岡市、都農町、串間市などで実施したと

ころでございます。

300ページをお開きください。

上から２番目の水産基盤整備の漁港では、水

産流通基盤整備事業において、水産物の品質確

保や流通機能の強化を図るため、北浦漁港の防

波堤及び岸壁工事を実施したところでございま

す。

また、水産物供給基盤機能保全事業におきま

しては、老朽化により更新が必要となった漁港

施設の長寿命化を図るため、南浦漁港ほか７港

で老朽化対策工事を実施したところでございま

す。

さらに、漁港施設機能強化事業では、油津漁

港ほか４港で地震・津波対策工事の実施ととも

に、水産生産基盤整備事業におきましては、川

南漁港の防波堤工事を実施したところでござい

ます。

漁港施設の整備につきましては、引き続き、

防波堤等の整備を推進するとともに、地震・津

波対策として、粘り強い構造化など、施設の強

化対策に取り組んでまいります。

以上が主な成果でございます。

なお、監査における指摘事項については、当

課は該当ございません。

漁業管理課は以上でございます。

○河野畜産振興課長 畜産振興課でございま

す。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

畜産振興課におきましては、一般会計のみを

計上しており、下から２行目の畜産振興課の欄

になります。

令和２年度の最終予算額は66億1,300万1,000

円で、その右の支出済額は45億2,219万9,556円

となっております。

翌年度への明許繰越額は12億5,126万8,000

円、事故繰越額は４億1,603万3,000円、不用額

は、右から３列目、４億2,350万444円で、執行

額は68.4％、繰越額を含めた執行率は93.6％と

なります。

続きまして、42ページをお開きください。

決算事項別の明細につきましては、まず上段

の（目）畜産総務費ですが、右から３列目の不

用額が183万1,349円で、これは職員の人件費に

係る執行残であります。

次に、中ほどの（目）畜産振興費ですが、右

から３列目の不用額が４億1,774万1,474円、執

行率が59.9％、翌年度繰越額を含めますと92％

であります。不用額の主なものは、次の43ペー

ジの２行目、負担金・補助及び交付金で、コロ

ナ対策支援の県産牛肉増産支援事業において、

国の肉用牛肥育経営安定対策である牛マルキン

の交付状況に応じて肉用牛肥育農家に奨励金を

交付する予定でしたが、牛枝肉価格が回復した

ことによる執行残と畜産競争力強化整備事業、

いわゆる畜産クラスター事業の実施における入

札残によるものであります。

続きまして、43ページ５行目の（目）畜産試

験場費ですが、右から３列目の不用額が392

万7,621円であります。不用額の主なものは、

会計年度任用職員費や庁舎の管理運営費の執行

残によるものであります。

次に、主要施策の成果であります。

成果報告書の303ページをお開きください。

中段の表を御覧ください。畜産競争力強化整

備、いわゆる畜産クラスター事業では、地域で
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の家畜の生産性向上や増頭に向けた取組とし

て、畜舎や堆肥舎等の整備及び家畜の導入を支

援した結果、生産基盤の強化が図られ、県内の

繁殖雌牛頭数は増加しております。

続きまして、304ページをお開きください。

３段目の新規事業、未来の畜産を担う産業人

材育成では、肉用牛繁殖センター等の畜産関連

施設において、研修型雇用を支援・促進し、畜

産関連の産業人材育成を図りました。

続きまして、305ページを御覧ください。

１段目の宮崎県肉用牛改良総合対策では、本

県肉用牛のさらなる改良を推進し、宮崎牛の品

質向上や繁殖雌牛の能力向上により、肉用牛生

産基盤の強化を図りました。

次に、３段目の新規事業、県産牛肉増産支援

では、コロナ禍で牛肉需要が減退する中、肉用

牛肥育経営に対し、素牛導入推進のための奨励

金を交付し、需要回復後、安定的に県産牛肉を

供給するための生産基盤の強化を図りました。

続きまして、306ページをお開きください。

表の２段目の新規事業、自給飼料型ＴＭＲセ

ンタースタートアップ支援では、粗飼料と濃厚

飼料を混合した飼料であるＴＭＲの給与試験の

実施やＴＭＲ利用のメリットを示す啓発資料の

作成等により、自給飼料生産利用の拡大を図り

ました。

次に、３段目の新規事業、畜産バイオマスエ

ネルギー利活用支援では、家畜排せつ物の高度

利用及び適正処理の推進に向け、牛ふん燃焼技

術に関する調査を行うとともに、畜産環境につ

いて専門的な知識を持つ畜産環境アドバイザー

を育成しました。

次に、４段目の新規事業、畜産ＧＡＰ拡大推

進加速化では、畜産ＧＡＰの普及、推進体制の

強化を図るため、畜産ＧＡＰ指導員の育成や認

証取得の取組の支援を行いました。

最後に、監査における指摘事項については、

当課は該当ございません。

畜産振興課は以上でございます。

○丸本家畜防疫対策課長 家畜防疫対策課でご

ざいます。

お手元の決算特別委員会資料の３ページをお

開きください。

家畜防疫対策課におきましては、一般会計の

みを予算計上しております。一般会計の一番下、

家畜防疫対策課の欄を御覧ください。

令和２年度の最終予算額は23億1,791万円で、

支出済額は10億3,848万1,751円となっておりま

す。翌年度への明許繰越は４億8,566万6,000円、

事故繰越は2,515万円、不用額は７億6,861

万2,249円となっております。執行率は44.8％

であり、繰越額を含めた執行率は66.8％となっ

ております。

次に、決算の事項別の明細につきまして御説

明いたします。

資料の45ページをお開きください。

当課におきましては、上から３行目の（目）

家畜保健衛生費のみでありまして、不用額及び

執行率は先ほど御説明しましたとおりとなって

おります。

不用額の主なものといたしましては、一つは、

中ほどの委託料で、家畜防疫体制整備事業にお

いて、昨年12月に鳥インフルエンザの防疫措置

に要する経費を増額補正し、最大限の備えをし

ておりましたが、当初の想定よりも執行額が少

なかったことによるものであります。

もう一つは、委託料の４つ下、負担金・補助

金及び交付金で、これはアフリカ豚コレラ等緊
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急総合対策事業において、養豚農場における野

生動物侵入防止対策を強化するため、防護柵の

設置等を推進いたしましたが、その費用が当初

の見込みよりも少額であったことによるもので

あります。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。

成果報告書の309ページをお開きください。

（１）多様化する危機事象に的確に対応でき

る体制づくりについてであります。

表の１番目、家畜防疫体制整備につきまして

は、県内で発生した高病原性鳥インフルエンザ

の防疫措置を迅速に実施するとともに、延べ82

か所の消毒ポイントを設置するなど、蔓延防止

対策を実施いたしました。また、発生に伴う移

動制限等により影響を受けた農場に対し、出荷

遅延による売り上げの減少額や制限解除までの

餌代等のかかり増し経費を支援し、影響緩和対

策を講じました。

310ページを御覧ください。

こちらの表の一番目、新規事業、ＡＳＦ等重

要疾病対策強化につきましては、国内での豚熱

に関して、本州地域において野生イノシシでの

感染地域が拡大していることから、捕獲した野

生イノシシの血液を用いた検査を実施し、県内

への拡がりがないことを確認しました。また、

牛伝染性リンパ腫─いわゆるＢＬ─につき

ましても、家畜保健衛生所で抗体検査を実施し、

地域ぐるみの清浄化対策を支援しました。

続きまして、表の一番下、新規事業、感染症

防疫資材共同管理システム構築につきまして

は、新型コロナ対策と家畜防疫対策で共用する

防護服等の資材を管理する倉庫を建設するた

め、その事前準備として建設予定地の地質調査

等を実施しました。

本年度は万一の発生時の迅速な防疫措置に向

け、建設しました資材倉庫と管理システムの運

用を開始し、効率的な資材管理体制の整備を進

めてまいります。

311ページを御覧ください。

これらの事業で農場の飼養衛生管理基準の遵

守を推進しておりますが、昨年度の遵守状況

は94.7％でありました。

今後は飼養衛生管理基準の厳格化に伴い、指

導内容を強化した巡回を実施し、農場防疫レベ

ルの向上を図ってまいります。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、当課は該当ございません。

家畜防疫対策課からは以上でございます。

○岩切主査 執行部の説明が終了しました。

ここからこの６つの課の決算の質疑を行いた

いと思います。

○右松委員 農村計画課の主要施策の報告

書280ページの地籍調査ですが、予算額13

億8,900万円に対して決算が７億9,200万円で、

３年度への繰越しが５億9,600万円ということ

で、進捗率が右の一覧に出ておりますけれども、

執行率とこの進捗率に対してどういう状況であ

るのか、現状を教えてください。

○戸髙農村計画課長 地籍調査の３年度への繰

越額５億9,691万3,000円につきましては、国が

令和２年度の予算を２月補正で措置された分に

つきまして確保したということで、３月に交付

決定がありましたが、期間が足りないというこ

とで繰り越して、今年度に実施しております。

進捗につきましては、全国的には進捗率

が51.9％、本県は71％ということで、まだ30％

程度残っておりますので推進を図っているとこ
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ろでございます。

地籍調査は、商工業の推進でありましたり、

また最近では災害復旧等をする上で、大変重要

と考えておりますので、例えば、南海トラフ関

係の浸水想定地辺りを推進するとか、そういっ

たことを、県としましても市町村等に要請しま

して─市町村等の人員体制でありますとか、

国の予算も必要ですので、予算措置の要望を市

町村と一緒にやっているところでございます。

○右松委員 森林とは違って、農地は地籍調査

がしっかり進んでいるのかなという認識は持っ

ています。全国の51％に対して本県は71％です

ので、数字的には悪くない数字だと思っていま

す。

いろいろ難しいところが残っているのか、

ちょっとその辺は分かりませんが、進捗率が今

後どうしても微増となってくるでしょうから、

今年度の当初予算も12億円程度となっています

が、繰越しの分を含めての消化状況、しっかり

と進んでいるのか改めて伺いたいと思います。

○戸髙農村計画課長 今現在、農地等は進んで

いるんですけれども、例えば、人口集中地域辺

りにつきましては、まだ３割弱ということで、

今から人口集中地域等に入っていきますので、

進捗的には毎年１％程度となりますけれども、

それをしっかりやっていきたいと考えていると

ころでございます。

予算につきましても、各市町村の要望額に少

し足りないぐらいの予算がついておりますの

で、しっかりとここは市町村と連携をして、予

定の調査を進めていきたいと考えております。

○右松委員 最後にしますけれども、地籍調査

に関しては、市町村も含めてマンパワーとか、

その辺りの状況も大丈夫と考えていいですか。

○戸髙農村計画課長 市町村営ということで、

市町村のマンパワー等が必要になってまいりま

すけれども、例えば、南那珂地域では市町村と

連携して、平地を市役所で、森林については南

那珂森林組合が事業主体でやるという工夫をさ

れて進められたり、延岡市、五ヶ瀬町など、市

町村から森林組合に委託をしているところもあ

りますので、そういった工夫をしながら進めて

いるところでございます。

○武田副主査 関連して、やはり持ち主と区画

がしっかり決まっていないので、誤伐、盗伐が

起こりやすいという話があります。串間市もど

んどん山の地籍調査をやっているところなんで

すけれども、今本県は71％とのことですが、100

％になるのに、どれくらいかかる予定なんで

しょうか。

○戸髙農村計画課長 今までの実績でいきます

と、毎年の進捗が１％ですので、あと30％とな

ると、30年ということですけれども、そこを早

めないけないということで、例えば、森林につ

きましては、中に入って境界確認をしていただ

くのは、なかなか今大変でございますので、道

路の写真とか植林の境等の衛星写真等を用い

て、公民館等に集まってもらって境界を決める

とか、そういった工夫もしながら進めていける

ようにというところでございます。

○武田副主査 私も森林を持っているんですけ

れども、今ちょうど行かないといけない時期な

んですが行けないので、高齢の父親に行っても

らっています。父親がまだ何とか元気なのでい

いんですけれども、80歳を過ぎているので、な

かなか山に入っていくのも大変です。

森林業者と話をするんですけれども、山だけ

は先に加速してもらわないと、ほとんどの持ち
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主が亡くなっていたりとか、名義の方が亡く

なっています。その山を交換したり買ったりし

ているんだけれども、名義がそのままとかいう

のが結構いっぱいあって、当時売買している方

とか交換した方もほとんどいなくて、その息子

さんとかお孫さんとか、その親戚中に聞きに回

らないと確定できないというのが本当に多く

て、なかなか前に進まないので、１年でも前倒

しでやってもらわないとなかなか大変です。

山を持っている方が数千万円寝かしている状

態で、ちょうど地籍調査が来年終わるところは、

業者の方が、これが終わらないと、後々誤伐と

か盗伐とか言われても困るので待っているんで

すという話もされます。まだ街中のほうは実際

に住んでいらっしゃっる人がいるのでいいんで

すけれども、山のほうは、持ち主の方が東京や

大阪にいらっしゃったりとか、親戚はもう全然

いないという方がいらっしゃるので、本当に前

倒しで早くやっていただきたいんですけれど

も、そういうことは可能なんでしょうか。

○戸髙農村計画課長 今残っている30％のう

ち、森林の面積が70％ほど残っておりますので、

やはり森林の調査が中心になろうということ

で、市町村のキャラバンでは、森林や津波等の

被害があるところ等を中心に、早く実施してい

ただくように推進しているところです。その中

で、先ほど申しました、現地まで行かなくても

境界確認ができるような方法でありますとか、

森林では国が直轄で基礎調査をできる事業がご

ざいますので、そういった直轄事業も先行して

やっていくというところも含めて、推進を図っ

てまいりたいと考えております。

○右松委員 数年前ですが、市町村の進捗状況

に結構ばらつきがあって、西都市とかかなり低

い状況でしたが、あれからテコ入れとか、どう

いう進捗があったのか、市町村によってのばら

つき状況は変わっているのかどうかを教えてく

ださい。

○戸髙農村計画課長 進捗が遅い市町村を中心

に首長との話合いもやっておりまして、例えば、

お話にありました西都市につきましては、当時

は１班体制でやっていたんですけれども、人員

を増やしていただいて、今２班体制で実施して

います。休止していた市町村もあるんですけれ

ども、来年からまた再開していただくところも

ございますので、そういった形で市町村と連携

を取りながら進めていきたいと考えています。

○右松委員 地籍調査がかなり進んでいるとこ

ろはどういう感じですか。

○戸髙農村計画課長 既に完了したところが、

三股町、高原町、新富町、木城町、川南町、都

農町、門川町、諸塚村、日之影町の９町村でご

ざいます。

○岩切主査 農村計画課に関連してございませ

んでしょうか。

では、ほかの課に関して御質疑があれば承り

たいと思います。

○山下委員 公共予算もあるんですが、農政水

産部の中で不調不落が出ていますか。

○戸髙農村計画課長 やはり現場条件が悪いよ

うなところを中心に、不調不落が出ております。

令和２年度につきましては、農政水産部全体

で44件、本年度も８月末までに12件の不調不落

が出ております。やはり対策として、三者検討

会といいますけれども、設計前に施行者と行政

と現場を検討して、それをもとに現場にもきめ

細やかな設計、積算をしたりでありますとか、

そういった対策を進めておりまして、不調不落



- 58 -

令和３年10月１日(金)

があったところも大量入札等で入札できている

ところがほとんどでございます。

○山下委員 特に農政関係の発注の不調不落が

非常に多いというのは、やはり金額的にも少な

いでしょうし、業界の皆さん方がよく言われる

のは、いわゆる工事の進捗に応じた写真とか書

類の提出がかなり多いと。我々もそこを改善し

てくださいと今まで申し上げてきました。

農政関係は金額のわりに条件不利なところが

特に多いということですが、それ以外にも、や

はりめんどくささがある。

執行部が自分たちの責任を回避するために、

どんどん業者に責任転嫁をしてきたなと我々は

見ているんですが、それに対する単価の基準は

非常に低いんではないのかといつも懸念してい

ます。その辺のことも踏まえて、皆さん方、ま

た再度組み替えて入札されるということです

が、やはり同じ条件ではなかなか入ってこない

と思うんです。当初からなるべく不調不落が出

ないような仕組みを考えていかないといけない

と思うんですが、今、平均入札率はどれぐらい

ですか。

○戸髙農村計画課長 令和２年度の工事の入札

率につきましては、競争入札全体で94.2％と

なっております。

○山下委員 応札者が少ない割には入札価格が

低いですね。応札者が少ないということは、97

～98％いくのかなと思って聞いたんですが、結

果的には昨年度94.2％で間違いないですね。

○戸髙農村計画課長 競争入札全体で94.2％で

ございます。一部、指名入札もございますけれ

ど、そういったのにつきましては99.4％という

ことで高い数字です。

○山下委員 指名と一般と何件くらいの比率で

すか。

○戸髙農村計画課長 令和２年度につきまして

は、指名競争が２件、競争入札が207件です。

○山下委員 指名競争２件の金額と何者指名

だったのか、入札率を教えてください。

○戸髙農村計画課長 すみません、今指名競争

入札の詳細を持ち合わせておりません。２件で

合計4,800万円ほどの落札額になっています。

入札率は99.4％です。

○山下委員 指名競争入札の場合は99.4％なん

ですね、分かりました。

全て指名にしろとは言わないんですが、業界

は市町村や県から条件のいいやつを取るわけで

すが、農政は厳しいと皆さん言われるもんです

から、県土整備部やほかの公共三部での調整を

しっかりとやっていかないといけないのかなと

思っています。不落になって、後からまた条件

を変えてやるより、入札ですから、最初からな

るだけ不調不落が出ないような仕組みをまた考

えていってください。

○戸髙農村計画課長 やはり現場条件がそれぞ

れ違う、厳しい現場もございますので、入札前

に施工業者、または設計者と現場を見て、そこ

にあった積算をする。また、標準ばかりでは難

しいものは見積もりをとる形で、適正な入札価

格の設定もやっていますし、書類につきまして

も、１回監督員が確認したものは出さなくても

いいというふうに簡素化しておりますので、そ

のような取組につきましても推進していきたい

と考えております。

○ 原委員 農村整備課、290ページです。県

営水質保全対策、えびの市となっていますので、

硫黄山の白濁の関係かなと思いますが、水質の

状況を教えてください。
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○押川農村整備課長 硫黄山の関係で、お米が

つくれるよう水質対策をやっているところで

す。

大きく３つのエリアに分けて、順次、水質を

監視するシステムですとか、水路の補修ですと

か、現在ですと、応急的に別の水系から持って

くる工事を、地元と調整しながら進めさせてい

ただいているところです。

○ 原委員 昨日、環境森林部では、石灰石を

置いてｐＨが５まで上がったという話でした。

それとヒ素も出たと。この辺りのｐＨが改善さ

れて、稲作が行われたということなので、水質

のチェックをされていると思うんですけれど

も、稲作上、問題ないから稲作が行われたんで

しょうが、どの程度の改善だったのか、水質に

ついて教えてください。

○押川農村整備課長 環境森林部にえびの高原

のほうで石灰石での対応をしていただき、ｐＨ

が随分改善された後に下の河川に流れていくわ

けですが、その影響もあって、ヒ素が溶出しな

いぐらいの水質に改善されております。

その水質の電気的な傾向を出して、この監視

システムで一定以上になったときに止めるとい

う仕組みになっておりまして、現在のところ、

それが作動したことはないと伺っております。

○ 原委員 硫黄山河川白濁水質改善実証試

験、硫黄山河川白濁対策推進ということでやっ

ておられますから、それなりの効果は出ている

という評価でよろしいですね。

○押川農村整備課長 そのとおりでございま

す。

○右松委員 291ページの新規事業、防災重点

ため池防災対策、県単で200万円、決算も200万

円ということで、宮崎市に70か所と報告が出て

おります。工事図面等のＧＩＳ登録ということ

で、これは今後、県内の農業ため池を進めてい

くような計画になっているんでしょうか。

○押川農村整備課長 この事業は３か年間です

けれども、初年度ということで、ため池の数が

多い宮崎市で取り組んでいます。どういったた

め池を対象にしているかといいますと、平成30

年度までに県営事業で整備したため池全体

で180か所と、それ以降に整備された18か所ほ

どです。まずは宮崎市を中心に70か所、来年、

再来年に残りの約200か所弱の図面とかをデー

タ化していつでも見れる仕組みにしています。

今後、ため池の整備がもっと進んでくれば、

順次それについても、エントリーしていくこと

になるかと思っておりますが、まずは３か年間

で今あるデータをしっかり上げられるようにし

ていこうという取組でございます。

○右松委員 平成30年度ということで、比較的

新しく整備したところからＧＩＳ登録をしてい

くと承って、強度が弱いため池はあくまでも

しっかり修繕したところを優先的に登録してい

くということでいいですか。

○押川農村整備課長 先ほど申しました180か

所というのは、平成30年度までに整備されたた

め池で、この県単事業は、整備時の図面や写真、

位置、場所、そういったものを紙ベースから電

子ベースにしていく取組になっています。

○右松委員 古いため池もあるでしょうから、

地震とかいろいろな災害が実際に起きたときの

ため池の強度とか、その辺りの検査関係がしっ

かり進んでいるのかどうか、最後に伺います。

○押川農村整備課長 ため池が県内657か所ご

ざいまして、例えばため池の下に住宅がありま

すとか、浸水して不利な条件になるようなとこ
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ろを防災重点ため池ということで、410か所選

定しております。まずは、このため池がどんな

状況なのかという劣化状況調査を、ここ５年間

で全部やって、その中で状況が悪いものについ

て、今度はいわゆる地震で揺れたときに大丈夫

かというボーリング調査をして、整備をしてい

くというのが一連の流れでございます。

○右松委員 ３か年計画ということですが、恐

らく３か年では終わらないのかなという感じは

します。全国的にはいろんなため池の被害が出

ていますので、大事なところだと思いますので、

そこの辺りはしっかりと進めていただければな

と思っています。

○岩切主査 農村整備課に関連して、御質疑は

ございませんか。

では、ほかの課への御質疑はございませんか。

○ 原委員 294ページです。農水産就業緊急

対策で、技術伝承アプリというのがあるんです

が、水産だけじゃなくてほかの第２次産業なん

かにおいても、左官とか大工とか、技術伝承を

どうするんだということがかなり話題にもなる

わけですけれども、この技術伝承アプリという

のは、まずどういうものなのですか。

○西府水産政策課長 294ページの上から３つ

目のみやざき農水産就業緊急対策の主な実績内

容の中に、技術伝承アプリの構築という項目が

ございますけれども、これは、スマートフォン

上でこのアプリを使って、実際に見たい人が自

由にいつでも見れるようにするというものでご

ざいます。特に新規で漁業に就かれた方につい

ては、船で海に出ても、どこに行ってどんな魚

が捕れるのかとか、具体的には分からないので、

実際にそこで操業された人の実績をアプリの中

に全て落とし込んで、例えば、ここの海域のこ

の場所で操業すると、こういう魚がどれぐらい

の量取れるということをこのアプリで確認し

て、操業に出向くというものであります。

もう一つは、このアプリの中で操業日誌も自

分で管理することができるようになっておりま

して、例えば、この場所で今日どんな魚がどれ

ぐらい捕れたとかいう記録を取っておくことも

できます。

○ 原委員 どういう仕掛けでとか分からない

ですが、どこでどういう魚が釣れたということ

がビッグデータ的に見えると理解していいのか

なと思いますけれども、技術伝承ということ

だったので、何かその特別な、理屈で言えない

技術伝承ってあるじゃないですか。

例えば左官の塗装のような伝統工芸も、見な

がらじゃないと分からない。そういうものを何

かするアプリかなと思ったので聞きました。

○西府水産政策課長 そのアプリに、どこでど

の魚が捕れたということを実際にそこで操業さ

れていた方が記録されて、そのデータを新規の

方にお渡しすることで技術の伝承が図られると

いうことでございます。

新規の方は全ての情報をお持ちになられてい

ないので、ベテランの方が漁業をリタイアする

際に自分が持っている全ての漁業情報を若い人

に託したいとなったとき、このアプリの中にこ

れまでの情報を全て込めて、若い人にバトン

タッチをするものでございます。

○ 原委員 おおむね分かりました。ハードよ

りもややソフト的な意味合いの強いアプリかな

ということですね。この利用の度合いは、実績

としてどうなっているんですか。

○西府水産政策課長 少し時間をいただきたい

と思います。



- 61 -

令和３年10月１日(金)

○岩切主査 では、後ほど整理されて、情報が

確認されたら教えてください。

○河野委員 沿岸漁業改善資金貸付の予算額と

決算額に乖離があるということで、これ本会議

でも前屋敷議員から質問があったと思うんです

が、この乖離はどういうことかということで、

結局、国の創設した漁船リース事業の活用のほ

うで運用したということで、こちらでは使われ

ていないというお話があったと思うんですけれ

ども、この漁船リース事業の活用件数は何件

だったか教えてください。

○西府水産政策課長 平成28年からの累計で66

件でございます。

○河野委員 この冊子では927万円ですよね。

県単事業になっていますけれども、国のリース

事業の活用は927万円ということですか。

○西府水産政策課長 この県単の未来へつなぐ

漁業担い手育成総合対策事業といいますのは、

漁船リース事業そのものの事業ではございませ

ん。漁船リース事業を活用するために漁業者が

活用するための支援事業といいますか、ソフト

的な事業で上げているものでございます。

○河野委員 累計でこの漁船が66隻ということ

ですが、このエンジンはヤンマーとかヤマハと

かあると思うんですけれども、その区別という

のは分かりますか。

○西府水産政策課長 66隻といいますのが、漁

船の建造、購入が11件と、あとは、例えばエン

ジンを載せ替えるとか、そういうものを全部含

めておりまして、エンジンのメーカーがヤンマ

ー、ヤマハ、三菱、いすゞ、いろいろございま

すけれども、どこのメーカーを使われたかとい

うところまでは、当方では把握しておりません。

○右松委員 河野委員の一番最初に問われた沿

岸漁業改善資金貸付で、予算額が２億6,185万

円、それに対して決算額が１件の1,287万円で

すが、これはどういう状況でこういう数字に

なったのか教えてください。

○西府水産政策課長 まず、沿岸漁業改善資金

特別会計の仕組み、性質を一旦お話させていた

だきたいんですけれども、この資金といいます

のが、国と県が一旦造成をして、合計３億円ぐ

らいの造成資金になります。これを原資にして

長期間運用していくという資金でございます。

したがいまして、この資金を単年度で全額執

行するということではなくて、長期間にわたっ

て運用できる範囲で、今年はこれぐらいの予算

規模で使おうということを決めて、残った額は

そのまま翌年度以降の執行に回すというルール

をつくっております。単年度で実際に毎年運用

する範囲を大体5,000万円から6,000万円として

いけば、この３億円が途切れることなく持続的

に使えるということで、県としては毎年5,000

万円から6,000万円の枠で要望調査をしている

ところでございます。

令和２年度については、どうしてもこのリー

ス事業が、漁業者の持ち出しが少ないものです

から、そちらのほうに流れていってしまって、

結局この改善資金の貸付けの実績が、漁船のエ

ンジンで、1,287万円の１件となったところで

ございました。

ただ、昨年度も同じような指摘を受けまして、

やはりこの資金の掘り起こしをしっかりしてい

かないといけないということで、関係団体と掘

り起こしにしっかり取り組んでおります。ちな

みに、令和３年度の実績でいきますと、10月現

在で5,200万円の貸付実績がありまして、それ

で考えますと、年間に5,000万円から6,000万円
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ぐらいで計画どおりいっておりますので、今年

度については計画をほぼ達成している状況にご

ざいます。

○右松委員 資料の掲載の性質上、令和２年度

の予算額は２億6,185万円となっていますが、

今の説明で、年間で5,000万円程度取り崩して

いくということであれば、計画には沿っている

わけなので、ちょっとこれ誤解を受けやすいか

なという印象を受けました。

それから、内水面漁業振興対策ですが、予算

額2,692万円で決算額が8,849万円ということ

で、執行率が39％で、種苗放流で五ヶ瀬川ほか18

河川。それから、魚道の機能改善であるとか、

外来魚の駆除とか、こういう中で、執行率が39

％になった大まかな要因をもう一度説明いただ

くとありがたいです。

○西府水産政策課長 主要施策の成果の295ペ

ージなんですけれども、内水面漁業振興対策と

いうものがございます。この中から不用残が大

量に発生したということもございますけれど

も、これが２つの事業に分かれておりまして、

１つが、今、委員がおっしゃられた増養殖、河

川の放流とか、魚道の改修に当たる経費であり

まして、8,500万円ほどあります。これについ

ては、ほぼ満額使っております。

ただ、平成15年に特定疾病に指定されたコイ

ヘルペスウイルス病の発生に備えて予算を計上

させていただいておりました１億3,658万7,000

円については、全く発生しなかったので、その

まま不用額として残ったということでございま

す。

○右松委員 この辺りも主要な実績に書いてあ

ると、またより分かりやすく、丁寧かなと思い

ました。

○岩切主査 水産政策課以外の課についても、

あれば御質疑をいただきたいと思います。

○ 原委員 畜産振興課、306ページ、みやざ

き地頭鶏の総合支援事業ですが、去年はコロナ

もありましたから、消費低迷はあるんでしょう

けれども、どういう状況なんでしょうか。地頭

鶏だったと思いますが、かなりの急成長で、確

か10何億円までいったのかな。

○河野畜産振興課長 みやざき地頭鶏につきま

しては、現在、38農場の農家の方々で組合をつ

くっておられますが、昨年来のコロナの影響で、

外食産業の低迷で、本来の出荷はなかなかでき

ないということで、皆さん今、生産調整をされ

ておられます。ひなを本来の羽数より少なくし

て育てておられますので、出荷がそれだけ少な

くなるということで、収入が減になっていると

いう状況でございます。

販売については、昨年からコロナ対策等でＳ

ＮＳを使ったＰＲとかそのような支援に取り組

んでおりまして、今年の春先に大分回復して、

コロナの影響による在庫はなくなりつつあった

んですが、５月以降の第５波等の余波で、今ま

た在庫がたまっている状況で、昨年からの生産

調整はずっと続いたままとなっております。生

産者の皆さん方、何とか頑張って続けておられ

るという状況でございます。

○ 原委員 38農場ですが、農場が減っている

ということはないんですね。

○河野畜産振興課長 昨年からすると、ブロイ

ラーに転換されたとか、園芸に転換されたとい

うのはございますが、やめられたところに新し

い方が入ったということもありまして、38農場

ということで、今のところそのまま維持されて

おります。
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○ 原委員 総生産額のピークは10何億円だっ

たと記憶しておりますが、分かれば教えてくだ

さい。

○河野畜産振興課長 少しお時間をください。

○西府水産政策課長 すみません、このお時間

を頂戴いたしまして、先ほどの主要施策の成果

に関する報告書の294ページのアプリの開発費

用についてでございますけれども、298万7,000

円でございます。

今、アプリの利用を促進しているところでご

ざいまして、ダウンロード数は10件でございま

す。

○河野畜産振興課長 ただ今金額の資料を持ち

合わせておりませんので、調べております。生

産戸数は、一番最高時は、平成27年に52戸まで

伸びておりましたが、その後は、戸数的には下

がっております。

産出額は、地頭鶏については組合では公表し

ていないということでございます。一応、金額

としては大体１羽3,000円で、52万羽ほどは出

荷しておりますが、産出額という形での正式な

公表というのはございません。

○ 原委員 川南の畜産試験場でずっと交配の

試験をして、確立されたみやざき地頭鶏ですか

ら、今こんな時期にはありますけれども、こう

いう事業で支援をして─52戸から38戸まで

減っているということですが、いずれはまた上

がっていくように、支援をよろしくお願いして

おきたいと思います。

○山下委員 309ページ、防疫関係で、令和２

年度は鳥インフルエンザが何件出たか、教えて

ください。

○丸本家畜防疫対策課長 本県では12例の発生

がありました。

○山下委員 12例の中で、かなり大きい規模の

ものからそうでないもの、いろいろ出たと思う

んですが、補償の基準についてです。例えば、

防疫でネットの設置などの有害鳥獣被害を防ぐ

ための対策は基本ですよね。ブロイラーの場合、

飲料水とか衛生関係とか、そういうことも徹底

して指導されてきたと思うんですが、発生した。

農家の人たちは、補償金を満額もらっている

のか、不備があって減額されたとか、その辺の

差異があったら教えてください。

○丸本家畜防疫対策課長 昨年度の12例の発生

の中で、手当金─いわゆる発生農場で殺処分

に伴う費用負担─ということで支払われたも

のの中で、国において減額されたものが１件確

認されています。ただし、まだ支払いが済んで

いないところもありますので、もしかするとも

う少し増えるのかもしれませんが、現状として

は１件となっています。

○山下委員 12件発生した中で、１件しか減額

されていないんですね。減額の原因というのは

何だったのか、不備が何だったのか、何割減額

になったのかを教えてください。

○丸本家畜防疫対策課長 減額の対象となった

農場の飼養羽数は、約４万羽となっています。

※野生動物が入るような状況があったというこ

とでの減額だったと考えています。

○山下委員 ４万羽で満額補償された場合に、

補償金額はどれだけあって─野生動物が入っ

たことが原因とのことですが、ネットが不備

だったのか、壁が壊れていたか、その辺が原因

だろうと思うんですよね。

発生農場は全部殺処分するわけですから、補

償金で、また新たにひなを入れて、経営を再開

※66ページに訂正発言あり
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しないといけないんです。だから、そういう悲

劇が起こらないように万全な体制をとらないと

いけないんです。過去もそういう例があったと

思うんですが、去年も１件出たということで、

被害と補償がどれだけあって、再開できたのか

どうかを教えてください。

○丸本家畜防疫対策課長 その農場の再開状況

ですけれども、既に再開しております。

手当金の実際の支払額は、お時間をいただい

てもよろしいですか。

○山下委員 ついでにお願いしたいと思うんで

すが、殺処分したときに補償金というのは、満

額でどれぐらい出るものですか。

○丸本家畜防疫対策課長 最初の御質問の減額

になった農場の手当金額については、減額され

た後の金額で約2,000万円となっています。

ブロイラーであるとかレイヤーであるとか、

あるいは種鶏であるとかいうことで、ぞれぞれ

の価値が違いますので、単純に１羽当たりいく

らとなるわけではないとは思いますけれども、

先ほど説明をしました４万羽規模で2,000万円

の手当金が支払われるということで、おおむね

この程度なのかなとは思っております。

また、減額の割合については、全体額の６％

が減額されている状況です。

○山下委員 ブロイラーもレイヤーから種鶏か

らいろいろあるので、その形態が違うと思うん

ですが、殺処分した場合に、４万羽規模で2,000

万円ぐらいの補償金が出るとの理解でよろしい

ですか。

○丸本家畜防疫対策課長 そのように考えてお

ります。

○山下委員 発生した農場については、ブロイ

ラーの場合は経済連と契約しているから、ひな

の供給から何から再開も順調にいくだろうと思

うんですけれども、殺処分されて精神的な苦痛

もある中で、これは自分の経営責任ではないと

いう見方がほとんどですよね。いくら自分で防

疫をちゃんとやっていても、鳥が飛んできてウ

イルスの侵入を防げなかったときに、精神的な

ショックもあるでしょうし、防疫措置が済んで、

一定期間を置いてまた再スタートするんでしょ

うけれども─これだけ何年かの間に何十件っ

て出ていると思うんですが、その後の経営の状

況というのは、問題なくずっと続いているわけ

ですね。農家自身の欠損というのはほとんどな

いという理解でよろしいんでしょうか。

４万羽で2,000万円ということでしたので、

例えば、農家が、これはどうしようもない、自

分の責任ではないと思いながらも、損害を受け

て、それが農家の経営的に悪化するとか何とか

で、そういう状況はもうないということでよろ

しいんでしょうか。

○丸本家畜防疫対策課長 おおむね順次再開が

進んでいますので、そこについての大きな問題

はないとは考えております。

もう一点、よろしいでしょうか。先ほど、お

おむね４万羽で2,000万円という金額をお示し

しましたけれども、これは、例えばブロイラー

であれば日齢によって全然値段が変わってくる

ということもあります。レイヤーであっても日

齢によってその価値は全然違ってきますので、

日齢と羽数とそれから品種等によって値段が変

わってくるということで御理解いただければと

思います。

○山下委員 畜産振興課になるのかな、305ペ

ージなんですが、一番上の宮崎県肉用牛改良総

合対策です。事業団で１億1,800万円を投資し
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て種牛改良をやっていただいたから今日の宮崎

牛のブランドが出来上がったと。やっぱり宮崎

県は県として行政で総合的な取組をやってきた

と、私は非常に高く評価しています。

その中で、今肥育技術も進んで、宮崎牛ブラ

ンドの４等級、５等級を８割、９割の各農場が

出しているようになった。これはもう種牛の品

種改良の進歩、餌の配合や技術の変化、これが

今日の宝だと思うんです。

だけれど、一般的な消費者の動向は、サシの

入った牛肉市場から離れているので、その分を

海外に輸出して、畜産経営が成り立っているん

ですが、今、消費者が求めているのは限りなく

赤身です。やはりこれにシフトしていこうと考

えていかないと。これまで、サシの入る肉づく

り、種牛づくりに取り組んできたけれども、牛

の生産地として、国内の消費者が求める赤身肉

というのを、和牛の生産、肥育に取り入れるこ

とを宮崎県も何か考えていかないといけないの

かなと、いつも思っているんです。

それで、一貫経営の方がいいですよと、県も

肥育単独経営から生産から肥育までの経営体も

提案されてきました。

肥育と生産は技術的に全然違いますから、そ

の辺も踏まえて、宮崎牛の将来の在り方をどの

ような方向性に持っていくのか、その辺もお聞

かせください。

○河野畜産振興課長 委員のおっしゃるよう

に、今までの取組によって今現在の宮崎牛の評

価というのはありますが、昨今、赤身という部

分にも消費者のニーズが出ているということ

は、私たちも認識しているところです。

そのような中で、今現在の和牛肉の、いわゆ

る評価、価値の物差しが、サシで決まるという

部分がまだどうしてもあります。

先ほど委員が言われましたように、私どもも

ある程度、限界に来ているんではないかという

のもありますので、赤身にいく前に、サシの部

分については、どういうおいしさの部分がどう

いうものなのかということをまずはしっかり確

認して、そしてそれがしっかりと価格に反映で

きるような物差しの仕組みを、私どももですけ

れども、国に対してもそういうものをつくって

くれと話を出しておるところです。

すぐ赤身をつくる方向へ変ろうとしても、や

はり改良の面ではなかなか時間がかかりますの

で、やはりそういう部分のデータ等を早く集め

て仕組みづくりをして、そしてそういう形に

持っていけるものは持っていきたい。

その取組の一つとして、本県でも今関係者と

ともにそういう成分のデータを収集して分析を

しようという初めての取組をしておりますの

で、おっしゃられたような赤身嗜好についての

研究については、今後先を見据えてしっかり取

り組んでいきたいと思っております。

○山下委員 今、和牛の生産、肥育の力は、北

海道は別として、種牛の改良から何から含めた

全国の中ではトップレベルだと思うんです。素

牛の生産の改良については鳥取県、島根県とか

代表的なところはあるんですが、過去の全国和

牛能力共進会でもそれだけの実績をつくってき

ましたし、私はその目的の一つは達成したと思

うんです。

だから、やはり宮崎牛の赤身というブランド

でもつくれるような、今言われました、おいし

さとか、うまみ成分とか、これを経産牛でつくっ

ていくのか、それともやっぱりそういうサシの

ないうまみ成分のある赤身肉へ品種改良すると
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か、何か先見的にその辺の調査研究にも取り組

むべき時代が来ているのかなと思ったんです。

今から穀物もどんどん中国が買い占めていっ

て、高止まりしていくんです。そのことも踏ま

えていくと、何か違う形での、また５年、10年

先を見据えた和牛の在り方の研究にも早速取り

組んでほしいという思いです。よろしくお願い

しておきたいと思います。

○丸本家畜防疫対策課長 すみません、先ほど

の発言を訂正させてください。

減額となった理由について、先ほど、野生動

物等の侵入防止がしっかりされていなかったと

御説明いたしましたけれども、それは誤りで、

人が農場に出入りする際の手指の消毒等が実施

されていなかったということに加えて、通報が

少し遅かったということ、この２点をもって減

額ということになっておりました。

○岩切主査 お願いがございますが、補償の数

字は非常にナイーブな問題だと思いますので、

具体的な事例が正確にお示しいただけるならそ

うしていただいたほうがいいかなと思うんです

が、今日じゃなくても結構でございますので、

具体的資料を添えて補償とはどういうものなの

かをお示しいただけるとありがたいです。

一応、日齢や品種で違うという修正はされま

したけれども、数字的には４万羽で2,000万円

というのが答弁で出ていますので、それは少し

具体的な資料で修正いただいたほうがよろしい

かと思いますので、よろしくお願いします。

○丸本家畜防疫対策課長 個別の農場が特定さ

れないよう、その部分は除いて御説明できれば

と思います。

○岩切主査 一般論化して、仮定で結構でござ

いますので、おおよそが把握できる誤解のない

レベルでというところで、ぜひお願いします。

さて、ほかの課を含めて、皆様のほうからご

ざいませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは以上をもって、農村計画

課、農村整備課、水産政策課、漁業管理課、畜

産振興課、家畜防疫対策課の審査を終了します。

引き続き、総括質疑に入りますが、準備のた

め、暫時休憩いたします。

午後２時50分休憩

午後２時57分再開

○岩切主査 それでは、分科会を再開いたしま

す。

これより総括質疑に移りたいと思います。

委員の皆様、農政水産部の令和２年度決算全

般につきまして、質疑はございませんか。

○ 原委員 この前、試験場長の皆さん方に御

質問を申し上げて、時間も時間でしたから今回

に持ち越しましたが、令和２年度の取組状況で

す。試験ですから単年度で完結するものではな

くて、当然、未来につながる。例えば、先ほど、

山下委員から出た赤身肉はどうかとかもあるん

でしょうけれども、継続性のあることでしょう

から、昨年度の実績も踏まえて、簡潔にどうい

うことに取り組むのか、お願いします。

○谷之木畜産試験場長 畜産試験場では、第７

次宮崎県農業農村振興長期計画に基づきます宮

崎県農畜水産試験研究推進構想において、もう

かる農畜産業の実現に向けて、宮崎県の畜産を

先導します技術開発を推進するために、生産現

場で発生します技術的な課題の解明や多様な試

験研究ニーズに対応しました新技術の開発など

に取り組んでまいりました。
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特に、県産の畜産物のブランド力のさらなる

強化に向けまして、受精卵移植技術を用いまし

た新しい移植改良技術の開発や、牛肉のおいし

さを見える化するための網羅的な分析、銘柄等

向けの飼料の開発、みやざき地頭鶏の高付加価

値化などに取り組んできました。

また、肉用牛関係では、発情発見装置などの

ＩＣＴを活用した飼養管理の効率化や未利用資

源活用によります低コスト化、ＴＭＲを活用し

ました省力化技術の開発等に取り組んでまいり

ました。

酪農関係では、発酵ＴＭＲの通年給与や早期

育成技術など、長命連産性を可能とします使用

管理技術の開発や、機能性を高めた代用乳によ

る省力かつ効率的な哺乳技術の開発に取り組み

ました。

これらの研究では、積極的に競争的資金等の

外部資金を活用しまして、国立研究開発法人農

業食品産業技術総合研究機構や宮崎大学との連

携協定をはじめとします産学官連携の共同試験

の積極的に取り組みまして、異業種、異分野等

も含めた民間企業との交流を強化するなど、開

かれた試験場として活動してまいりました。

今後は、第八次宮崎県農業農村振興長期計画

の実現に向けまして、搾乳ロボットを活用した

飼養管理のオートメーション化など、スマート

農業技術の開発、確立等に積極的に取り組んで

まいりたいと考えております。

○坂本水産試験場長 水産試験場でございま

す。

主要施策の成果に関する報告書の296ページ

をお開きください。

上段にありますように、水産試験場では、令

和２年度は18の研究課題に取り組んだところで

ございます。

主な成果、取組について御説明いたします。

まず、水産資源関係では、ヒラメ、カサゴな

ど９種の資源評価を行うとともに、海の天気図、

海洋レーダーによる沿岸域の海況情報を発信

し、漁船、漁業の効率的な操業を支援しました。

令和２年度からは、海洋研究開発機構と共同で、

より高精度な海況を予測する技術開発に取り組

んでおります。

増養殖漁場保全関係では、現場で活用できる

藻場維持保全フロー図を作成するとともに、宮

崎大学との共同研究によりまして、海水から特

定の病原体のＤＮＡを検出することに成功しま

した。養殖場における魚病発生の早期発見に向

け、より効率的な活用技術の開発に取り組むこ

ととしております。

経営流通加工関係では、カツオ、マグロの漁

場形成を的確に捉える技術として、環境ＤＮＡ

の活用を試験してきた結果、海水中からカツオ

やビンナガ、餌となるカタクチイワシなどのＤ

ＮＡも検出され、来遊判断に使える可能性を確

認しました。

新しいみやざき丸では、船上でＰＣＲ分析を

行い、リアルタイムなＤＮＡ情報の発信を目指

しており、引き続き技術開発に取り組んでおり

ます。また、魚価向上のため本県水産物の機能

性成分の分析や加工利用技術の開発にも取り組

みました。

内水面増養殖関係では、キャビアの評価が高

いロシアチョウザメの種苗生産に取り組み、令

和２年度は5,300尾の稚魚を供給いたしました。

また、雌の量産化技術の開発では、ＤＮＡを分

析することで雄雌の判別ができる可能性が確認

できました。
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全雌化技術開発の効率化につながるものであ

りまして、近い将来の実現を目指し取り組んで

まいります。

○東総合農業試験場長 試験場につきまして

は、この前も御説明をいたしましたが、特に今

後は、持続可能な魅力あるみやざき農業の実現

を目指しまして、農業のスマート化やグリーン

化など、行政施策や現場ニーズに即した試験研

究に引き続き取り組んでいきたいと考えており

ます。

○戸髙県立農業大学校長 農業大学校では、雇

用就農を含めた即就農や幅広い宮崎県を支える

農業人材の育成のために、令和２年については

主に、ＩＣＴ、スマート農業を活用した、期待

に応える人材を育てるための機器の導入や環境

整備、並びにそれを伝える学習プログラムに取

り組みまして、令和３年、４年にかけて、実践

的に取り組む幅広いカリキュラムに基づいて、

現在、さらなる構築に取り組んでいるところで

ございます。

○ 原委員 要はイノベーション、絶えず産業

として近代化を進めていく、未来への投資とい

うことだと思います。研究というのは非常に地

味だし、派手ではないかもしれませんけれども、

ずっと先を見越しながら頑張っていただくとい

いなと思っています。ありがとうございました。

○岩切主査 全体に対する御質疑は、ほかにご

ざいませんか。

○山下委員 今、 原委員が言われたことと同

じようなことなんですが、本県の農業も口蹄疫

の発生からもう10年たって、農家、団体をはじ

めとした総合力でここまで来れました。これは

もう役所の皆さん方が目指す方向というのを

しっかりと下に降ろしてくれたので、総合力で

今日の宮崎農業の発展があったんだろうと思っ

ています。

午前の審査でも言いましたが、改めてお願い

をしておきたいと思うんですが、今日の畜産を

形成するまでには多額な畜産クラスターの事業

費の効果もあったと思っています。鶏、豚、牛、

産地パワーアップ事業とか、水産においても

キャビアをはじめとする養殖業の活性化に向け

て、かなりな投資をしていただきました。あと

は、午前の審査に戻らせていただきますが、や

はりふるさと納税、そして去年の消費拡大に向

けた取組、これが、やはりどこの県よりも宮崎

県はすごい実績を残してくれたと思うんです。

やはりこれらを継続化して、第一次産業の所

得安定化を図る。これがあって二次加工にもつ

ながるし、そして、必ずそれが流通分野にも参

入していくわけですから、農政水産部の中で、

第一次産業の位置づけの意識をもうちょっと高

めていただいて─いわゆる宮崎県の事業であ

るブランド推進とか、そういうことも総合力で

商工観光労働部、総合政策部を挙げて今日まで

来たんです。

だけど、やはり、私はこの農家所得にどれだ

けしっかりとつながっていくのか、これは農政

水産部の責任だと思うんです。だから、やっぱ

り宮崎県の中で農政水産部の皆さん方が中心に

なって、本当に農家所得安定に行きつくまでの

経過をしっかりと見ていただきたい。

今は農業大学校、そして様々な新規就農も増

えてきております。昨日テレビを見ていました

ら、宮崎県への移住者が去年で1,000何人と増

えて、宮崎市を中心に都城市など、やはり都市

部のほうへの移住者が多くなってきたと思いま

す。

令和３年10月１日(金)
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やはり宮崎のよさというのは、気候もいい、

食べ物がおいしい、私たちもあっちこっち行っ

ても、タクシーの運転手が必ず宮崎県は食べ物

がおいしいですねと言ってくれるんです。

そういったことも、やはり一次産業の力です

から、そこもしっかりと踏まえて、農政水産部

の皆さん方が必ず第一次産業の農家所得につな

げていくことの検証をしっかりとやって、それ

が農家の自信になるわけですから、農家の皆さ

ん方に自信を持っていただくことをしっかりと

自覚してやっていただきたい。ブランドの推進

は、もうちょっと自信を持って、商工観光労働

部、総合政策部の中の、中心で引っ張っていた

だく役割を担っていただきたい、そのようにお

願いをしておきたいと思います。部長、決意の

ほどよろしく。

○牛谷農政水産部長 ありがとうございます。

応援の言葉をいただきました。

ブランドについてもかなり長い年数をやって

きていますけれども、継続は力なりということ

もありますが、新しい要素も入れて、消費者の

ニーズに的確に応えて、産地をつくっていかな

いといけないというのが、ひとつものづくりで

はあるんだろうと思っております。

あわせて、ものをつくった上で、議員から御

指摘のありました、産地がもうかる仕組みを

しっかりとつくっていかなければいけないとい

うことで、六次産業化という取組を入れ、この

分については、フードビジネスの中で、商工サ

イドの協力もいただきながら取り組んできてい

るところでございます。

計画認定数では、全国で上位に入っており、

九州１位となっていますが、その計画をいかに

実現していくかが非常に重要だと認識しており

ます。いいものをつくって、そこにしっかりと

付加価値をつけて、付加価値をつけたものを外

に出していって外貨を稼ぐということが必要だ

と思っておりますので、先ほど農業流通ブラン

ド課長が申しましたように、新たな考え方とし

てローカルフードプロジェクト─ＬＦＰ─

ということで、農商工連携のように、農家だけ

でやるんじゃなくて、生産から加工、流通、販

売、出口の方々まで一緒に入った形で宮崎県の

商品に付加価値をつけていく取組を今年から本

格的に始めております。

あわせて、消費者のほうからは安全、安心、

脱炭素、地球への環境への負荷を下げる取組と

いうのが非常に言われておりますので、今後は

農業部門としても宮崎県の特徴を活かしたそう

いう取組をしっかりと進めていかないといけな

いということで、それも価値があると思ってお

りますので、そういうものをしっかりと商品ブ

ランドづくりの中に取り込んで、見える形にし

て消費者の方々にアピールしていって、宮崎県

の農家の方々がもうかるような仕組みづくりに

しっかりと部を挙げて取り組んでまいりたいと

考えておりますので、委員の皆様におかれまし

ても、今後とも引き続き御指導、よろしくお願

いいたしたいと思います。

○山下委員 ありがとうございます。今日は脇

のほうに、事務職の人やら技術職の人たち、若

いリーダーになる人たちが来てくれていると思

うんですが、私はやはり技術職の人たちに宮崎

県の農業の地位をここまで築けたんだという自

信を持ってほしい。そして、事務職の皆さん方

は、やはり宮崎県の特産とするものについての、

行政からの支援、技術職が自信を持ってやれる

環境づくりをしていってください。

令和３年10月１日(金)
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そのことはまた５年後、10年後のより豊かな

宮崎農業、そして必ず農家所得を上げて─や

はり人も雇用していかないといけない。１人雇

用したら300万円、400万円の雇用労賃が必ず発

生するわけです。やはりもうからないことには

人を入れて規模を拡大した農業経営はできない

わけですから、技術職の人たちもしっかりとそ

こを見据えた経営戦略を練ってください。そし

て、事務職の皆さん方もそれをバックアップで

きる体制づくりぜひお願いをしておきたいと思

います。

○岩切主査 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは、以上をもって農政水産

部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時14分休憩

午後３時16分再開

○岩切主査 分科会を再開いたします。

昨日の環境森林部の審査の中で、 原委員か

ら、令和２年度公共事業費の決算状況について

質疑があり、執行部から答弁がございました。

このことについて執行部より改めて説明した

いとの申し出がありましたので、関係者に出席

いただいております。

それでは、説明をお願いいたします。

○長倉環境森林課長 発言の機会をいただきま

して、ありがとうございます。

昨日の分科会で 原委員から環境森林部の公

共事業全体の決算状況について質疑をいただい

た際に、自然環境課長から委員会資料を用いて、

最終予算額をベースに答弁したところでありま

したが、決算額について、お手元に配付の資料

のとおり、委員会資料から公共事業費を抜き出

して整理した資料を作成しましたので、改めて

答弁をさせていただきたいと思います。

環境森林部の公共事業決算としましては、表

の左端に記載しております、上から補助公共・

交付金事業、県単公共事業、直轄事業負担金及

び災害復旧事業を合わせまして、表の一番下の

合計欄のとおり、予算額210億498万2,050円の

うち、支出済額が116億2,556万7,633円、翌年

度への繰越額のうち、繰越明許費が79億3,758

万3,000円、事故繰越が６億1,810万9,430円、

不用額が８億2,372万1,987円となっておりま

す。

説明は以上でございます。

○岩切主査 執行部の説明が終了いたしまし

た。

これに関して質疑がございますでしょうか。

○山下委員 農政水産部にも確認したんです

が、公共工事の入札状況について、不調不落は

どれくらいあったのか、分かっていたら教えて

ください。平均入札率、応札金額が分かれば教

えてください。

○藤本自然環境課長 ちょっとお待ちくださ

い。直近のものがよろしいでしょうか。

不調不落は、この繰越が関係しているんです

けれども、治山関係では明許繰越関係で14件、

それから事故繰越で２件発生しております。

○山下委員 ここには全ての繰越明許費と事故

繰越の不調不落が含まれ……

○藤本自然環境課長 失礼しました。繰越明許

費で70件あるんですが、そのうち14件、それか

ら事故繰越については４件ですけれども、その

うち２件で発生しておりますが、いずれも再度、
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入札の時期とか設計の見直しをいたしまして、

解消はされております。

○ 島森林経営課長 林道事業につきまして

は、34件の入札のうち６件で不調不落がござい

ました。率にして17.65％でした。現在、発注

は全てできております。

○山下委員 １回目で落とせないという理由は

何だと思いますか。

○藤本自然環境課長 治山関係でありますと、

ちょうど入札の時期が農政水産部とか県土整備

部など他の部局と重なったことと、現場条件が、

治山の場合ですと山奥ということで、その現場

までの距離とか地形ですとか、その辺りの条件

の悪さ等もあって、条件のいいほうに流れたと

いうことがございます。

○ 島森林経営課長 林道事業におきまして

も、治山事業と同じような理由でございます。

○山下委員 先ほどの農政水産部の中でも申し

上げたんですけれども、やはり審議会でしっか

りと応札できる仕組みを考えていかないと。県

土整備部からすると農政水産部の不落が多いと

か、よく聞くもんですから、設計単価の出し方、

その辺もいろいろ知恵を出していただいて、見

直しをして２回目で応札があるということは、

あなた方の積算の出し方のまずさとか、それも

あるだろうと思うんですよね。

その辺までしっかりと検証していただいて、

よりよい公共事業の進め方─これは災害復旧

が中心でしょうから、もうこれが遅れていくと、

また二次災害とか三次災害が出る可能性が高い

わけですから、そこは精査をしっかりとして

いってください。

○藤本自然環境課長 分かりました。今、そう

いう入札の不調不落を廃止するために、森林土

木関係の事業の団体と─各出先単位にそうい

う支部がありますので─意見交換をしなが

ら、設計内容ですとか発注の時期とかその辺り

の情報を収集しながら、確実に入札できるよう

な方法で対応しているところであります。

確かに積算上、現場でやっていない設計とか

いうのも、数字的にありましたので、そういっ

たものにつきましては、見積もり等の徴収で現

場に合った設計内容に組み立てて、そして入札

ということで進めているところでございます。

今後もしっかり現場の話を聞いて、適切に対

応していきたいと思います。

○岩切主査 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 では、質疑がないようですので、

終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時23分休憩

午後３時25分再開

○岩切主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、審査の最

終日に行うことになっておりますので、10月４

日の13時に採決を行いたいと思いますが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

その他で何かありますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了いたします。ありがとうございました。

午後３時25分散会
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午後１時１分再開

出席委員（６人）

主 査 岩 切 達 哉

副 主 査 武 田 浩 一

委 員 原 正 三

委 員 山 下 博 三

委 員 右 松 隆 央

委 員 河 野 哲 也

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議事課主任主事 木 村 結

○岩切主査 分科会を再開いたします。

まず、本分科会に付託されました議案の採決

を行いますが、採決の前に、各議案につきまし

て、賛否を含め御意見をお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時１分休憩

午後１時１分再開

○岩切主査 分科会を再開いたします。

特にないようでございますので、議案の採決

を行いたいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは、議案第27号についてお

諮りいたします。原案どおり認定することに御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 御異議ありませんので、原案のと

おり認定すべきものと決定いたしました。

次に、主査報告骨子案についてであります。

主査報告の内容として、御要望等はあります

でしょうか。

暫時休憩をいたします。

午後１時２分休憩

午後１時３分再開

○岩切主査 それでは、分科会を再開いたしま

す。

主査報告につきましては、正副主査に御一任

いただくことで、御異議ありませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 それでは、そのようにいたします。

全体を通してその他でございますが、何かあ

りますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切主査 よろしいですか。

それでは、以上で分科会を終了いたします。

大変お疲れさまでございました。

午後１時４分閉会

令和３年10月４日(月)
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